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序章 
 
第1節 問題意識 
 
 アメリカという新天地に希望を求めて多くのヨーロッパ大陸の人々が移民して来て
いた 19 世紀末，彼らへ衣食住を提供し職探しを支援し，その見返りとして選挙時に票
を求めたボスとボスの所属する政党であるマシーンが都市の政治を支配していた 1。ボ
スとマシーンの支配する地域では公金の浪費や横領がはびこり，都市の歳出の増加は
うなぎ上りであった。このボスとマシーンに政治的に対抗して改革を進めようとする
動きもあったがうまく行かなかった。それゆえ，選挙に勝利できなくとも，行政機構
改革を通して，このような状況を改革し，支出の管理を行うために導入が試みられた
制度が新しい予算制度2であった。 
行財政改革を通じた予算制度の導入の動きは多くのアメリカの都市の地方政府お
よび州政府においても生じ，この動きはアメリカ連邦政府へも波及することとなる。
アメリカ連邦政府においても，財政は逼迫し，ポーク・バレルやログ・ローリング 3や
行政府における業務の重複等を看過し続けられない状況となっていた。そのような状
況の中で連邦議会は新しい予算制度の導入を議論し，最終的にアメリカ連邦政府にお
いても新しい予算制度が導入される。 
上記のような改革の背後には革新主義4の思想があった。後の部分においても先行研
                                                        
1
  ボスとマシーンについては第 1 章第 2 節第 1 項を参照。  
2
  従来の予算制度は歳出配分承認法案（appropriation bill）が議会を通過して行政府の長
の承認を受けることにより法律として有効となるものであり，予算（budget）ではなかっ
た（田中[1991] 60 頁）。  
3
  ポーク・バレルやログ・ローリングといった慣行はいずれも開拓者達の間で用い
られた言葉から出ている。ログ・ローリングは，アメリカ初期における西部の開拓
者達が大森林の巨木を伐採して，自分の住むべき丸太小屋を建てるとき，その木材
を隣人と助け合いながら運んだときの言葉から生まれている。ポーク・バレルは南
部の農場主が奴隷たちに豚肉を分かつ際，肉の入った大きい樽をめがけて奴隷たち
が殺到してくる状態を形容したところから用いられている。すなわち，この状態が，
あたかも自分達の代表している特殊集団や出身地の利益になる法案を少しでも余計
にお土産として持ち帰ろうとする議員が国庫に向かって殺到する有様と似ていると
ころからこう名付けられた（辻[1950] 64 頁）。 
4 本論文では革新主義を Hofstadter の説明に従って理解する。彼によると「革新主義はあ
る特定の階級や集団に反対して起こったある社会階級やいくつかの階級の連合の運動と
いうものではない。むしろ，ある特定の階級より広い層による，必ずしも何かはっきり
定めにくい自己改革を達成しようという，広汎なきわめて善意の努力であった。革新主
義の一般的な主題というのは，初期のアメリカには存在していたが後に大会社によって，
また腐敗したマシーンによって破壊されてしまったのだと広く信じられている一種の経
済上の個人主義と政治上の民主主義とを復活せんとする努力」であった。この解釈に従
うと，新たな予算制度の導入に尽力した改革者たちも革新主義の運動を行った者たちで
2 
 
究について触れるが，革新主義の研究の中で政府組織への新たな予算制度の導入はあ
まり注目されてこなかった。また，予算管理の歴史研究の中において新しい政府の予
算制度の導入の背景にはあまり言及されてこなかった。それゆえ，本論文は，地方政
府での導入から連邦政府で導入されるまでのアメリカの行政府における予算制度の歴
史を研究対象として，新たな予算制度の導入が求められるに至った，その背景の検討
を試みる。 
 また，アメリカ連邦政府において導入された新たな予算制度は，企業における予算
および管理会計の研究における最重要な研究の一つである McKinsey[1922]の
Budgetary Control に多大なる影響を与えたとされている。企業と政府とでは運営目的
が異なっていると考えられるが，何故に政府の予算制度を企業の予算制度の中に導入
することができたのであろうか。この点についても，新たな予算制度の導入が求めら
れるに至った背景を考察する中でその糸口が見つかると考えられるので，先の点と合
わせて検討を試みる。  
 
第2節 先行研究に見る問題の所在  
 
 この時代，すなわち，19 世紀末から 20 世紀初頭の予算を歴史的アプローチで取り
上げた文献として辻[1988]，伊藤[1992]，廣本[1993]，小林[1994]，Theiss[1937]の研究
があげられる。  
 まず，辻[1988]の研究について述べる。この研究は，1880 年代から 1920 年代までの
企業予算の発展について検討している。その中では，原価計算を単なる製品原価確定
のための技術として理解するのではなく「支出の統制」と「浪費の所在」を摘出する
手段として重視している点を指摘している。そして，月次損益計算に原価計算を結合
することにより企業全体の期間損益計算に着目せしめ，計画ないし調整に基づく予定
と実績比較による統制方式を財務管理の領域にまで拡充適用するに至らしめた点を述
べている。それに加え，技術者の会計が独自的に開発した標準比較概念を巧みに摂取・
同化して経営計画の視点から総合された予算統制の成立を察知している。すなわち，
標準原価計算を単なる製造原価の事前決定とみるのではなく，期間収益・費用ならび
に利益の事前決定としての意義を持つものであるとして，企業予算の生成を論じてい
る。このような論述の中で，わずか 2 頁程ではあるが，地方自治体の予算問題につい
ての Frederick Albert Cleveland と Harvey Stuart Chase の論文に言及している5。言及し
ている理由は，1910 年から 1920 年に至る期間において企業予算に関する文献が乏し
                                                                                                                                                                  
あると考えられる（Hofstadter[1955] pp.5-6（清水他訳[1988] 3 頁））。  
5
 辻[1988] 221-222 頁。 
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いからであった。そこで，行政組織における予算に関する文献の中から当時の企業予
算の状況を読み取ろうとしていたのである。  
 次に伊藤[1992]の研究であるが，この研究は，アメリカにおける管理会計を対象と
して，科学的管理運動に刺激されて管理会計が生成し発展した過程を考察しているも
のである。この中では，一つの項を割いて政府予算について言及しているが，企業予
算との関係性を示すというよりは，むしろ，企業外の政府において予算概念が発展し
たことを示すのみの記述となっている。 
 そして，廣本[1993]の研究であるが，この研究は，アメリカにおける管理会計の生
成と発展を生成期（1919－1929 年），成長期（1930－1945 年），確立期（1946－1966
年），展開期（1966 年以降）の四つに区分して検討している。この中で「企業予算の
生成発展に関しては，公共予算との関係も無視できない6」としている。しかし，政府
予算への言及は 1 パラグラフのみとなっており，これは，McKinsey[1922]による政府
予算への言及に触れるためであると考えられる。  
 さらに，小林[1994]の研究であるが，この研究は，1880 年代から 1950 年代までの企
業予算の発展について検討している。その中で，従来からの一つの有力な説として
1921 年の「予算・会計法（Budget and Accounting Act of 1921）」の成立が企業予算の
生成を契機づけたという見解に基づき，この説が文献的にどれほどあとづけうるもの
であるかを検討している。そのために，3 頁程を割いてアメリカ連邦政府において予
算制度の導入を規定した 1921 年の「予算・会計法」の成立までの大まかな流れを概説
した上で，公共予算7と企業予算8を比較し検討している9。そして，「連邦予算の成立
                                                        
6
 廣本[1993] 60 頁。  
7
 小林[1994]は，アメリカ合衆国では会計士（public accountant）が市や州の会計主任やコ
ントローラーに就任することも決して珍しいことではなく，こうしたことを通して公共
団体の会計知識が企業のそれと比較的よく交流していたように推測しうる点を考慮する
と，アメリカ合衆国では公共予算と企業予算はむしろ並行的に，それぞれの必要と特徴
に応じて発展してきたと考えられるとしている。しかし，この点は今後も検討が必要で
あると思われる（小林[1994] 138 頁）。  
8
   公益企業予算について小林[1994]は，20 世紀の 10 年代末までの鉄道業の予算につい
ては，公共予算にならって，一般には一部の資本支出予算や費用予算について適用され
ていたにすぎなく，一部の例外的な企業において収益予算についても適用していたと考
えることが妥当に思われるとしている。しかし，鉄道業の予算が公共予算にならったも
のであるかどうかについては検討の余地があるように思われる。Cleveland が鉄道の財務
に関する研究を 1912 年に行っており，小林[1994]の主張とは逆に，公共予算が鉄道業の
予算にならった可能性も考えられる。また，小林[1994]は，ガス会社などの公益事業会
社がより包括的な予算制度を志向していたとも述べている。当時のガス会社の予算は鉄
道会社のそれよりも進んだものであった。しかしそれでも，時期的には McKinsey[1922]
の主張に比すとき，進んだ予算の例としてはあげうるものではないとしている（小林
[1994] 140-142 頁）。  
9
 小林[1983] 133-136 頁。 
4 
 
が企業予算の普及を促進したことは認められなければならない。しかし，それ以上に
しばしばいわれるように連邦予算の成立が企業予算の発達の契機となったかについて
はなお検討の余地がある10」としている。結論として，政府予算が「一般の企業予算
の発展に無関係であったというつもりはないけれども企業予算の制度的な定着に決定
的な契機となったかのごとき説明も十分な背景を持つものとは断じ難い11」と述べて
いる。 
 最後に Theiss[1937]の研究であるが，伊藤[1992]，廣本[1993]はこの研究に基づいて
政府予算について言及している。この研究は，企業予算について研究しているもので
あるが，イギリスにおける政府予算から検討をはじめてアメリカの自治体，州，連邦
政府の予算について言及している。その中で，スローガンとして用いられていた「経
済性と効率性」について記述しているが，そのスローガンが用いられた背景について
は検討されていない。  
 上記の諸研究が，企業予算を検討する際に政府における予算制度に関する言及が必
要であるとの認識を持っていることがわかるが，何故に政府予算への言及が必要であ
るのかについて十分な検討がなされていないと考えられる。また，ここであげた五つ
の研究の中でも，他の研究に比して政府予算について深い検討がなされている小林
[1994]において，政府予算は一般の企業予算の発展に無関係でないとされているが，
どのような関係があるのかについての検討がなされていない。それゆえ，アメリカの
管理会計史を研究する上で何故に政府予算への言及が必要であり，また，政府予算と
一般の企業予算とはどのような関係があるのかについて検討する余地があると言える。
本研究はその一端を明らかにしようと試みるものである。 
また，19 世紀末から 20 世紀初頭の都市政治に関する社会史の文献として松本[1984]
と平田[2001]の研究があげられる。  
まず，松本[1984]の研究について述べる。この研究は，ニューヨークのボスとマシ
ーンが改革志向を持つようになったのはなぜかについて，その支持基盤である移民労
働者との関わりから検討している。移民労働者はどのように改革を求め，それが，ど
のような影響をボスとマシーンの改革志向に与えたのかを検討する中で，市政改革と
予算のシステムの改革について言及している。しかし，具体的な予算のシステムの改
革については検討されていない12。 
次に平田[2001]の研究では，ボスとマシーンの体制と市政改革運動との抗争につい
て詳細に検討している。さらに政治的な方法による対抗手段についての言及のみなら
                                                        
10
 小林[1983] 136 頁。 
11
 小林[1983] 142 頁。 
12
 松本[1984] 11 頁。 
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ず，ビジネスパーソンの市政改革運動への参加についても検討されている。しかし，
ビジネスパーソンによる市政改革の影響については，統治機構の改革に焦点があてら
れており，新たな政府予算の導入の端緒とも言える市政調査会運動についての言及が
少ないものとなっている13。 
上記の先行研究では，ボスとマシーンが社会に与えた影響の分析に焦点を当ててお
り，行政機構改革の主要な部分をなす予算制度が導入されるに至る背景には重きを置
いていない。 
さらに，19 世紀末から 20 世紀初頭のアメリカ政治史の文献として穴見[1971]や有賀
[1974]ならびに村松[1977]の研究があげられる。  
まず，穴見[1971]の研究について述べる。この研究は，タフト委員会から「予算・
会計法」の成立までの歴史を検討している14。しかし，革新主義運動と市政改革運動
の生まれた背景についての考察がなされていない。  
次に有賀[1974]の研究では，植民地時代から 1984 年に至るアメリカ合衆国の政治お
よび外交の歴史を概説している。その中では一つの章を割いて革新主義運動について
検討している。しかし，市政改革についての検討は少なく，市政の粛清と能率化につ
いての記述はあっても，政府予算への言及は皆無である15。 
最後に村松[1977]の研究であるが，この研究は，アメリカの地方自治に関する歴史
研究である。ボスとマシーンの体制と改革運動についても考察している。しかし，そ
の内容は選挙制度改革や統治機構の改革に焦点があてられており，政府予算の導入に
ついての言及はなされていない16。 
これらの研究の中で，穴見[1971]を除いては，アメリカの政治の舞台におけるボス
とマシーンならびに革新主義について検討しているため，行政機構の改革についての
検討に重きを置いていない。また，穴見[1971]の研究では，連邦政府における予算制
度の導入に焦点が合わされているため，政府組織に予算制度が必要とされた背景につ
いての十分な検討がなされていない。  
最後になったが，公会計の分野において，19 世紀末から 20 世紀初頭の政府におけ
る予算制度に十分に言及した研究は見受けられない。小林[2002]は米国政府における
財政改革を管理会計システムという観点に基づいて体系づけ，詳細に検討を行ってい
る。この研究では 1980 年代から 1990 年代の連邦政府における管理会計システムに重
点を置いて検討している。小林[2002]では，米国の政府会計の歴史は，少なくとも 1910
                                                        
13
 平田[2001] 185-187 頁。 
14
 穴見[1971] 211-272 頁。 
15
 有賀[1974] 161 頁。 
16
 松村[1977] 317-321, 333-336 頁。 
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年に遡ることができ，都市会計に関する基本原則の制定や州政府の予算改革運動に始
まり，1921 年の「予算・会計法」が制定されるという言及のみがなされている 17。こ
のように，公会計の分野においても政府組織に予算制度が必要とされた背景について
の十分な検討がなされていない。  
以上のような状況を鑑み，本論文では，政府予算に焦点を合わせてアメリカの政府
組織において予算制度が何故に必要とされ，また，それがどのように形成され導入さ
れたかについての検討を行う。さらに，政府の予算制度が企業の予算統制に与えた影
響についての考察を行う。  
 
第3節 本論文の研究方法 
 
第 1 項  管理会計の意義と目的  
 
 本論文は管理会計史研究である。それゆえ，本論文における管理会計の定義を述べて
おく。本論文における管理会計とは，財産管理のための会計による管理技術である。
アメリカ会計学会（AAA）の 1958 年度の管理会計委員会は，以下のように述べてい
る。 
 
「歴史の示すところによると，会計は発生および初期の発展過程においては，もっぱ
ら経営管理を志向しており，会計の基本的目的は，ほとんどすべて，経営管理者が共
同事業の資産・負債および成果を勘定処理しようとする必要性を満たすことに向けら
れていた。それゆえ，会計の初期の歴史を探求してみると，会計が外部の要請よりも
経営管理者の内部的な必要性を満足させることを目的として発展したものであること
が示されている18」 
 
 このように管理会計を広義に解するならば，財産管理のための会計の技術を管理会
計と述べることができる。しかし，上記の管理機能は会計本来の機能であって，これ
を管理会計と言わなくても良いとも考えられる19。本論文で述べるところの管理会計
は，この会計本来の機能に標準（支出上限としての予算）の概念を導入することによ
り財産管理を図ろうとするものである20。それゆえ，本研究は，本格的な管理会計確
                                                        
17
 小林[2002] 71 頁。 
18
 AAA[1959] p.207. 
19
 櫻井[1993] 56-57 頁。 
20
 辻[1988] 262 頁。  
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立よりも少し前の時期における管理会計の研究であると考えられる。 
 
第 2 項 標準の思考と革新主義の時代  
 
 本研究が本格的な管理会計確立よりも少し前の時期の研究であると述べたが，時を
同じくして標準の概念が登場する21。この標準の概念は Taylor によって提唱されたも
のである。Taylor の科学的管理は，組織的怠業の解決を動機とする差別出来高制の提
案をもってはじまった。伊藤[1992]によると「科学的に設定された課業を作業者の活
動目標とし位置づけることによって，標準原価による経営管理の基本的枠組みが確立
されたとみることができる22」としている。そして，この標準原価23をすべての成果の
事前決定であるとし，利益計画に直結した予算編成の資料として活用する視点を持つ
ことにより企業における予算概念が登場することとなる24。 
 Taylor の科学的管理や標準の概念の進展と予算概念の登場と並行して革新主義運動
（progressive movement）25が行われた。平田[2001]によれば「19 世紀末から 1910 年代
にかけての時期は革新主義時代と呼ばれ26」るとしている。先にも述べたが，本論文
では革新主義を Hofstadter の説明に従って理解する。  
 
「革新主義はある特定の階級や集団に反対して起こったある社会階級やいくつかの階
級の連合の運動というものではない。むしろ，ある特定の階級より広い層による，必
ずしも何かはっきり定めにくい自己改革を達成しようという，広汎なきわめて善意の
努力であった。革新主義の一般的な主題というのは，初期のアメリカには存在してい
たが後に大会社によって，また腐敗したマシーンによって破壊されてしまったのだと
広く信じられている一種の経済上の個人主義と政治上の民主主義とを復活せんとする
努力なのであった27」 
                                                        
21
  本論文において言及している時代は 19世紀末から 20世紀の 20年代前半までである。 
22
 伊藤[1992] 26-29 頁。 
23
  Taylor の時間研究を基礎として課業別の標準時間・原価を決定した（辻[1988] 140 頁）。 
24
 辻[1988] 262 頁。  
25
  有賀[1974]によると，20 世紀初めには，アメリカ社会に改革の気運が高まり，政治に
おける改革運動が盛り上がった。政治を通じて改革を促進しようとする人々は革新主義
（progressive）と自ら称したので，彼らの運動は革新主義運動と呼ばれる。革新主義運
動は市政・州政および連邦政治を舞台として展開された。19 世紀末から 20 世紀初頭に
かけて，多くの都市で市政改革が行われた。市政改革者が目指したのは悪徳政治家の排
除，市政の粛清と能率化，税制改革，公益企業規制，社会福祉の増進であった（有賀 [1974] 
136,140 頁）。  
26
 平田[2001] 169 頁。 
27
 Hofstadter[1955] pp.5-6（清水他訳[1975] 3 頁）。  
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 本論文で言及する革新主義者たちはトラストのようなビック・ビジネスを敵とみな
して活動を行っていたのではなく，政治上の民主主義を回復せんとして Taylor の科学
的管理の思考を自分たちが行う行財政改革に取り入れる活動を行っていた。後述する，
予算制度の導入のための尽力した組織であるニューヨーク市の地方自治研究所
（Bureau of Municipal Research）は Taylor の科学的管理から強い影響を受けていた28。
また，フィラデルフィア市では Taylor の科学的管理に基づいて下級職員の課業研究が
なされ，同時に上司の権限と責任の再評価がなされた。このフィラデルフィア市での
成果は，Taylor の科学的管理の原則を革新主義の思想に適合するように政治的な用語
へ翻訳したものとして高い評価を受けた29。つまり，改革者たちは科学的管理の思想
に基づいて効率的な政府へと変革する運動を行なったのである30。 
 以上の点をまとめると，本論文で考察する行財政改革を推進する革新主義者たちの
運動とは，政府組織へ効率性を導入するために，科学的管理に基づく標準の概念を支
出の上限の設定であると解釈し，その思考に基づいて支出管理のための予算を政府組
織へ導入する運動であったと考えることができるのではなかろうか。 
 
第 3 項  アメリカの州と地方政府  
 
 本論文ではアメリカの州政府や地方政府について言及している。それゆえ，アメリ
カの政府の構造について概説する。  
アメリカの地方政府は州政府の創造物とされ，すべて州の下部単位として設定され
ている。各州は，まず，数多くの地域管轄区としての「カウンティ（counties）」に分
割される。この「カウンティ政府（county governments）」は州政府の下位機関として
設置されている31。 
 さらに「カウンティ」は「タウンシップ（townships）」ないし「タウン（towns）」
に分割されているが，それらの一部は「自治体憲章（municipal charters）」を取得す
ることにより，自主性が強く広い権限の認められる「シティ（ cities）」「バラー
（boroughs）」「ヴィレッジ（villages）」などの自治体に法人化されている。したが
って各「カウンティ」は原則として「法人自治体（incorporated municipalities）」であ
る。自治体の名称についてであるが，州によっては人口規模により名称上の差をつけ
ているところもあるが，通常は「シティ」の方が「タウン」や「ヴィレッジ」よりも
規模が大きい。しかし，すべての州が人口規模等によって異なった名称が付されてい
                                                        
28
 Haber[1964] p.109. 
29
 Haber[1964] p.109. 
30
 Haber[1964] p.116. 
31
 小滝[2004] 148-149 頁。 
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るわけではない32。 
 さらに下部の地方政府の単位として，「学校区（school district）」や「特別区（special 
district）」が存在する。「特別区」は単一の役務を提供する地方政府であり，消防，
下水道，衛生，図書館，病院，自然保護，墓地霊園，公園，運輸交通等，多様な特定
サービスを提供するものである。「学校区」および「特別区」共に州または「カウン
ティ」や自治体が設立することができるものである33。 
 アメリカの州と地方政府の組織体は上記のような構造となっている。本論文では「シ
ティ」を地方政府の主要な政府組織体として言及している。  
 
第 4 節 本論文の構成  
 
 以上のことを踏まえ，本論文は以下のように構成される。  
 
 第 1 章では，アメリカ連邦政府における予算制度の導入の前史として 20 世紀初頭の
アメリカ地方政府における財政の状況について述べた後に，地方政府における予算制
度の導入のための行財政改革について，ニューヨーク市における改革運動を中心に考
察する。 
 第 2 章では，まず，行財政改革に取り組む前のアメリカ連邦政府における予算制度
の問題点について考察する。また，予算制度を改革するために設置されたドッカリー・
コックレル委員会とキープ委員会について述べ，この二つの委員会の活動があまり功
を奏さなかったことを説明する。その後，19 世紀末から 20 世紀初頭にかけてのアメ
リカ連邦政府の財政の状況を概観する。  
第 3 章では，大都市であったニューヨーク市での予算制度の導入の成功を受けて，
連邦政府においても予算制度を導入すべく，時の大統領であった William Howard Taft
大統領により設置された「経済性と効率性に関する大統領委員会（ Presidential 
Committee on Economy and Efficiency）」の報告書を検討する。  
第 4 章では，アメリカ連邦政府において予算制度を導入するための法律である「予
算・会計法」を整備する際に，連邦議会においてどのような議論がなされたのかにつ
いて検討する。  
 先の連邦政府における行財政改革の結果，「予算・会計法」が制定され，当該法に
よって大統領の予算策定の権限が付与された。また，予算局も設置され，新しい予算
制度の運用に必要な機能が連邦政府に整ったのであった。それゆえ，第 5 章では「予
                                                        
32
 小滝[2004] 149,158,183,187 頁。  
33
 小滝[2004] 197-211 頁。 
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算・会計法」に基づく予算制度の運用方法に焦点を絞って説明する。  
 第 6 章では，企業における予算および管理会計の研究における最重要な研究とされ
ている著作である McKinsey[1922]の Budgetary Control を考察する。この Budgetary 
Control は，1921 年に「予算・会計法」として確立されたアメリカ連邦政府における
予算制度から多大なる影響を受けた著作であるとされている。先行研究のレビューを
行いながら McKinsey[1922]の予算制度と第 5 章で検討した連邦政府における予算制度
を比較し，政府の予算制度が McKinsey[1922]に与えた影響について考察する。  
 結章では，本研究によって明らかにされた点と本論文の限界について述べる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11 
 
第 1 章  アメリカ連邦政府における予算制度導入前史  
－20 世紀初頭のアメリカの地方政府における行財政上の問題とその改革－  
 
開題 
 
 19 世紀末から 20 世紀初頭におけるアメリカの地方財政では歳出が増大する傾向が
あったが，その主な原因はヨーロッパからの大量の移民へ対応するための政策による
ものであった。本論への導入にあたり，地方政府に限らず州政府の財政の状況も含め
て概観する。なぜなら，地方政府は自治体設立法34により州議会により設立を認可さ
れ，その法律により権利・義務・責任の範囲が定められている。州は地方政府を創造
することもできれば，破壊することもできる。破壊できるとすれば権限を縮減し統制
することもできる。それゆえ，財政状況的には州と地方の政府は単に別々の行政組織
体と言い切れるわけではないからである35。 
 
第1節 州・地方政府の置かれた財政の状況  
 
 1890-1913 年にかけて，歳出の増加が下級政府から上級政府へと進行し，1913 年に
は全ての政府の歳出が増加している。各州，各都市に程度の差はあるが，教育費，慈
善・矯正費，道路費への支出がこの時期の歳出 
膨張の原因のようである。なおこのほか，大都市では，水道事業費や生命・財産の保
護費への支出が増加する傾向がある。この時期の州・地方財政の経費膨張の背景には，
都市化の進展があげられるが，以下教育費，慈善・矯正費，道路費への膨大な支出が
なされた背景を示したい。  
まず，教育費についてであるが，アメリカでは，1860 年代までに既に 17 の州立大
学が設置されていた。しかし，19 世紀後半の州立大学の発展を基礎づけたのは，1862
年の第 1 次モリル法である。同法は，当時の州立大学設置のための国有地払い下げ要
求や独立諸州による土地配分の均等化要求を背景に成立したものである。同法は，各
州に供与された国有地の売却収入の一部を割いて州立大学の設立維持に充てることを
義務づけた。その後，連邦政府は一貫して州立大学の発展のため，財源保障の措置を
講じてきたが州立大学の維持費の大半は州が負担していた36。 
 教育費が膨張した，もう一つの重大な問題として，移民の大量流入があげられる。
                                                        
34
 田中[2008] 139 頁。 
35
 小滝[2004] 133 頁。 
36
 片桐[1978] 86-91 頁。 
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特に，地方財政が急激に膨張し始める 1890 年頃から，オーストリア，ハンガリー，ポ
ーランド出身の東欧系移民とイタリア，シシリア出身の南欧系移民が大挙してアメリ
カに渡ってきた。アメリカにおける労働者の形成の仕方は，言語構造や文化構造の違
う多くの民族を同一国家の労働力として形成しなければならなかったのである。そし
て，旧移民といわれるアイルランド人やドイツ人等の流入がアメリカにおける経済の
発展と並行して進んでいるうちはまだある程度対応が可能であったが，景気が悪化す
る 1890 年代に入ってからの東欧系や南欧系の新移民の流入は社会問題化した。したが
って，教育問題もそうした社会問題の一貫として存在し，地方政府が一定程度かかわ
らざるを得なかった。とりわけ初等教育費が累増するのは新移民が東欧・南欧という
ヨーロッパにおける識字率の低い地帯の出身であっただけに，英語教育を通じて彼ら
の同化を図るというきわめて大きな狙いが込められていた。むろん，教育は初等教育
に尽きるのではなく，ハイスクールや州立大学の発展という問題を含んでいた。特に，
ハイスクールや州立大学の二つは，アメリカ経済の発展によって要請されてきたもの
である。また農業ハイスクールや農業カレッジ等の農業教育が重視された背景には，
農業がなお，輸出産業としてあるいは原料・食糧基地として経済を支えたという事情
があった37。 
 慈善・矯正費の膨張は先に述べた移民の大量流入という社会問題を反映する経費で
ある。19 世紀の末から 20 世紀初頭にかけて，東欧や南欧の農村地帯からやってきた
文盲率の高い新移民は，農民としてしか機能しない存在であった。しかし，フロンテ
ィアの消滅のため，アメリカ農業に吸収の余地はなく，不熟練労働者として都市に流
入し，下層労働者として滞留し，定職のないまま，都市の底辺にスラムを形成してい
った38。失業者は 1882 年恐慌時で既に 300 万人であり，1893 年恐慌時には 450 万人に
膨れ上がっていた。1893 年当時各都市で市民の 30-40%の人間が失業状態にあったと
いわれている。こうした事態に対し，地方政府は，植民地時代にイギリスから受け継
いだ救貧法39思想にいまだ立脚したまま，ただ精神病者，肉体不具者，孤児，浮浪者，
                                                        
37
 片桐[1978] 91 頁。 
38
   このような移民を支持基盤として政治上の「ボス」が権力を握ることとなるが，「ボ
ス」については後の部分で言及する。  
39
   貧困者の救済は教会・修道院・ギルド等の慈善事業であったが，中世の経済・社会
体制の崩壊によって，国家的，法的施策が必要になった。1601 年，1572 年以来の国家
的救貧法策・規則を総合した救貧法が制定された。（これを old poor law とよび，1834
年以降のものを new poor law という）各教区（parish）を救貧行政の単位とし，治安判事
（justice of the peace）の任命する貧民監督官（overseer of the poor）が救貧活動にあたり，
その財源として，土地・家屋等の現実占有者から一定料率で毎週課される救貧税（poor 
rate）を徴収した。労働不能の貧困者には，衣・食・住を与え，かくして貧民の浮浪化を
防ぎ治安を維持することを目的とした。アメリカの各州の救貧法も，その多くがこれに
倣っている（田中[2008] 648 頁）。  
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疫病人，犯罪人を施設に閉じ込め，隔離する政策で対処した。当然のこととして，大
量の移民と都市における失業者の蔓延，スラムの発生の中で，そうした状態の人も大
勢いただけに，それを抱えた地方政府には財政的に大きな負担となった。特に，施設
の建設費や職員の給料，収容者の食糧費等が主要な負担要因であった。そして，救貧
法の施行主体である地方自治体の負担能力の限界が露呈すれば，州政府が一定程度負
担を引き受けざるを得なくなった40。 
 最後に，道路費についてであるが，道路需要が 19 世紀の末から高まりだす理由は，
基本的には経済の急激な進展による流通費と流通時間の節約の要請のためである。こ
の道路需要は鉄道の支線としての道路需要と都市部からの人や物資の流入がきわめて
激しくなってきたために高まってきた。19 世紀の末までに全国的に鉄道網が形成され
てくるが，それは地方の隅々まで及ぶものではない。そこで，各駅からいわば支線と
しての道路が，馬車輸送の増加につれ，道路需要がアメリカの地域間分業の動脈とし
て，ますます高まってきた。さらに，都市部における人や物資の流入がきわめて激し
くなってきたため，街路，街灯の整備要求が高まってきた。これは 1890 年頃をピーク
に自転車が大流行したことや 19 世紀末から徐々に都市部で自動車が出現したことも
手伝って，道路改善要求は広範な運動にまでなり，各州で道路改良団体も形成された。
こうした動きに対し，鉄道建設期に入って以来，州の公道化政策によって道路建設に
直接責任を負ってきた地方政府は，従来課税せずに農民の賦役で道路建設をしていた
政策を放棄し，課税によって道路財源を確保することで道路建設需要に応えようとし
た。しかし，先進州では，それでも道路需要が追い付かない場合，州が地方自治体に
資金援助を与えるようになった。例えば，1891 年のニュージャージー州や 1892 年の
マサチューセッツ州等の道路援助制度がそれである。1910 年当時で 7 州が地方自治体
の道路建設に資金援助を与えていた。ところが，先進州では幹線ハイウエイもやがて
必要になり，その建設と維持に州自身が当たるようにもなってきた。このような経費
の膨張に地方政府の歳入は一般財産税では応じきれず破綻してしまうこととなる 41。 
州・地方政府における基本財源は一般財産税42であり，一般財産税は州・地方の重
複財源であったが，地方はそれを地方独自の財源とするように主張した。したがって，
州は一般財産税を放棄し別に州独自の財源を求めざるを得なくなった。一般財産税は，
元々財産の一様性を前提とするものであり，この一般財産税の機構に適合的な社会は
農業が支配的な社会であった。ところが，株式やその他の債券が発行されるようにな
                                                        
40
 片桐[1978] 91 頁。 
41
 片桐[1978] 91 頁。 
42
  一般財産税は 19 世紀初頭にニューイングランド地方で導入され，その後，中西部，
西部，南部へ普及し，南北戦争のころまでに，州および地方の基本財源として確立され
た（片桐[1983] 44 頁）。 
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り，その結果，膨大な無形動産が生み出された。それゆえ，一般財産税は地方レベル
で徴収されるのに，地方に固定していない無形動産は移動が可能であり租税回避がで
きたので，一般財産税の制度により捕捉するところとはならなかった。こうして，最
も富を蓄積しているトラストが税を免れてきたのである。よって財産評価や税率の引
き上げでは経費の膨張に対応することができなかった43。このような租税の公平が崩
れた状況に対する是正の要求は，反トラスト運動と呼応して大いに高まった。また，
州当局の経費膨張に充てる新たな財源確保の声とも相まって，州税として新たに法人
税・相続税・所得税を導入する改革がなされていった44。以下においてこれらの詳細
について言及する。  
 
第 1 項 法人税  
 
法人税についてであるが，法人税を鉄道課税，各種金融機関への課税，一般法人税
の三つに大きく分けることができる。まず鉄道課税であるが，鉄道は州境を越えて広
域に拡がる産業として発展したため，もはや従来の課税が困難になって来ていた。そ
こで，一般財産税を修正して財産価値と株式資本のそれぞれを課税標準とする方法が
発達してくるが，他方で総収益を課税標準とする方法も発展してくる。鉄道財産への
課税方法はウイスコンシン，ミシガン，イリノイ等の諸州で採用されたが，財産査定
は大抵従来の地方査定官に代わって各州の州税委員会が行った。ただ財産価値に動産
のみならず不動産も含めるか否かは州によって異なっていた。また，鉄道の株式資本
価値への課税は，ニューヨーク，マサチューセッツ，ペンシルバニア，コネチカット
の 4 州で発展した。ただ株式資本価値を額面価値ではかるか市場価値ではかるか，さ
らに社債価値を加えるか否かは州によって異なっていた。しかし，財産価値および株
式資本を課税標準にした課税方式では州税委員会の恣意性が入るため満足な結果をあ
げられず，また鉄道会社とは財産ではなく収益を目指すものであるとの認識が深まっ
てきたために総収益への課税方式が採用された。この課税方式はメーン，ミネソタ，
カリフォルニア等の諸州が採用した。なお税率については州によってまちまちであっ
た45。 
金融機関への課税については，保険会社への課税と国法銀行，州法銀行，信託会社，
                                                        
43
  地方政府は，源税分離により一般財産税を独自の財源とすることができたのであるが，
一般財産税では経費の膨張に対応できず赤字は累積するばかりであった。この赤字は公
債の発行で埋められたために地方債は累積した（片桐[1978] 95 頁）。 
44
 片桐[1978] 94 頁。 
45
 片桐[1978] 97 頁。 
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貯蓄銀行等46への課税の二つに分けられる。保険会社への課税はおおむね次のように
課税された。州保険局への手数料，代理店の免許料，通常 2%の総保険料税，フラン
チャイズ税ないしは投資税，シティ等への免許料である。2%の総保険料のみであるな
ら大きな負担とはならないが，課税が重層的に行われたので，保険会社にとって苛酷
であり絶えず訴訟の的となった。しかし，保険会社は，東部では各種証券への投資を
し，また投資銀行と関係を深めていた。一方，西部47では農民に対して不動産抵当貸
付を行うといったように全国的な広がりをもっていたことから，反トラスト的風潮も
手伝って全国的に課税された48。 
 もう一方の国法銀行，州法銀行，信託会社，貯蓄銀行等への課税であるが，どの金
融機関も銀行業を営んでいることもあり，無用の混乱を避ける必要性から，概ね国法
銀行法の規定に従った。その規定の要点は，国法銀行の株式は，その銀行が所在する
州の当局によって，その所有者の動産として課税されるということであった49。 
三つ目の一般法人税は，特定の産業分野の法人に対する特別税を除くすべての法人
にかかる税のことである。この一般法人税は 1864 年にマサチューセッツ州で導入され
たのがその始まりである。一般法人税の課税方法は，州内に所在するすべての法人の
不動産と機械類が地方当局によって査定され，それにかかる税はシティないしはタウ
ンに支払われる。そして株式の市場価値から不動産と機械類の課税額を差し引いた残
りの価値に，法人税ないしフランチャイズ税がかかるのである。税率は州内の一般財
産税の全税率の平均とされ，ニューヨーク州，ペンシルバニア州等限られた州でのみ
実施された。この一般法人税は，実際には一般財産税の性格が強い。法人の営業実態
を無視した単なる株式資本価値への課税では無理であるので，利益課税に向かわなけ
ればならないが，一般法人税にはそのような方向性がなかった 50。 
 法人税制をとる場合に問題となるのは，株式会社が課税されるのか，それとも株主
が課税されるのかという点である。カリフォルニア，アリゾナ等の諸州は二重課税を
避けるために，法人に課税する場合には株主は非課税とした。他方，ワイオミングや
イリノイ等の諸州は，法人と株主の両方に課税したが，有形動産は法人課税，無形動
                                                        
46
   1865 年の国法銀行法の改正により，アメリカの銀行業は一時，国法銀行に統一化さ
れるかに見えたが，州法認可の金融機関の設立条件が国法銀行より穏やかなこともあ
って，19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて急速な発展を遂げた。株式組織の貯蓄銀行は，
既に相互貯蓄銀行の発展していた東部以外に拡がり，西部や南部では農民金融を目的
として州法銀行が発展し，東部や中西部では信託会社の発展をみた。こうした金融機
関の地域間分業の形成は資金の偏在を是正し，ある程度，農民の不満に応えつつ，全
体としては金融資本の蓄積を円滑化するものであった（片桐[1978] 97 頁）。 
47
 カンサス州では保険税が最大歳入項目であった（片桐[1978] 97 頁）。 
48
 片桐[1978] 97 頁。 
49
 片桐[1978] 97 頁。 
50
 片桐[1978] 98 頁。 
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産は株主課税とし，これは二重課税ではないとした。また，州法人税の納税主体は州
によっても産業によっても違っており画一的ではなかった。また，州法人税の特徴と
しては，収益課税を指向しつつあったが，未だ財産税的性格を強く残していた。また，
収益課税といっても，徴税の技術上の問題や会計制度の発展が不十分なため，総収益
課税止りで利益課税にまで進まなかった。したがって，所得概念の形成も遅れ，結局
のところ第一次大戦までに法人に対する所得課税に成功したのはウイスコンシン州以
外にはなかった51。 
 
第 2 項 相続税  
 
 相続税も法人税と同様，動産課税による税の公平化と州の新しい税源確保という二
つの要求の中から注目されてきた。アメリカの州相続税は，1885 年にニューヨーク州
の傍系相続税から始まった。これは配偶者，直系相続人，兄弟，姉妹以外の受取人に
渡る個人の全財産に 5%の税を課すものである。この税の特徴は財産の受取よりも財
産の移転にかかる税である点であった。そして 1890 年から 1900 年の間に直系相続人
への相続税の拡大と累進課税の導入が始まった。この間に傍系相続税を直系相続人に
対する課税で補完してきてはいたが，明確に直系相続税を導入したのは 1892 年のニュ
ーヨーク州であった。それは約 1,000 ドル以上のすべての個人財産に 1%の税を課し，
これまで免税であった直系相続人にも税を及ぼすものであった。また，累進課税に関
しては 1894 年のオハイオ州における累進相続税が最初のものである。この累進相続税
は直系相続人に課された52。 
 アメリカの州相続税が採用されてきた理由としては，徴税技術的に少ない費用で済
むこと，租税回避が比較的困難であること，蓄積された富に租税負担をかけられるが
大規模に蓄積を損なうことがないこと等があげられる。むろんこのような利点がある
からといって相続税がすぐに受け入れられたわけではない。州当局は相続税を納税者
に納得させるために，経費膨張の要因である教育や慈善に相続税を使うという税金の
使用目的の説明を行い，また教育や慈善目的の遺贈を免税にする等の措置を講じた 53。 
 州相続税が傍系相続税のみならず直系相続税をも課す理由は，課税の公平の観点か
らというよりも，税収確保の要求から直系相続人への課税が行われるようになったも
のと考えられる。また，直系相続税の方が傍系相続税より軽減税率であるのは直系相
続人の方が相続財産を自己の経済基盤とする傾向が高いからである。とりわけ農民の
                                                        
51
 片桐[1978] 98 頁。 
52
 片桐[1978] 98-99 頁。 
53
 片桐[1978] 99 頁。 
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不動産は直径相続が多いので軽課されていると考えられる。そして，累進課税につい
てであるが，農業州での累進課税の採用は動産を重課して，農民に重くかかる一般財
産税の負担を軽減しようとするものである。このように州相続税は，基本的に動産課
税として位置づけることができる。これは当然のことといえる。なぜならば，もとも
と不動産は一般財産税で捕捉できるのに対し，動産は一般財産税で捕捉できないので，
その捕捉のために相続税が導入されたからである54。 
 
第 3 項 所得税  
 
 1911 年以前，州所得税は 16 州で試みられたが，総じて失敗に終わった。1911 年に
成立したウイスコンシン州所得税だけが第一次大戦前に一般財産税に代わる州所得税
として成功した唯一の例であった55。ウイスコンシン州所得税の課税標準であるが，
地代，賃金，配当，利潤，特許権，使用料および控除項目以外のいかなる種類であれ
その他すべての所得を含む，という極めて包括的な形をとっており，個人所得も法人
所得も課税対象とされた。その際の控除項目には，企業経費，損失，配当，債務利子，
免税公債利子，連邦府公務員給料，年金が含まれていた。個人所得については，独身
者 800 ドル，夫婦 1,200 ドル，8 歳未満の子供 1 人につき 200 ドル，扶養家族 1 人に
つき 200 ドルの免税が認められていた。また，個人所得率は 1-6%の累進制をとってお
り，法人所得税率には 2-6%の累進制をとっていた。この所得税における累進効果は大
きく，税負担を担税能力のあるものの間に公平に配分したのである 56。 
 このように，アメリカの州所得税はウイスコンシン州以外では総じて失敗に終わっ
ていた。その理由として考えられることは，所得税に本腰を入れなくとも徴税技術的
に所得税よりも簡単な法人税や相続税で相当の収入をあげることができたこと，そし
て，所得税に対する州当局の取組姿勢に問題があったことが考えられる。そもそも所
得税が成功するには，まず所得税の課税標準をより包括的に取らねばならず，さらに
課税所得をどう把握するかという徴税のための技術的な問題も解決しなければならな
い。ところが，所得税に失敗した州当局は，課税所得を包括的に取らず，給料，手数
                                                        
54
 片桐[1978] 99-100 頁。 
55
   ウイスコンシン州で徴収された所得税額は第 1 年度（1911 年）3,501 千ドル，第 2 年
度（1912 年）4,094 千ドルであり，無形動産の免税によって発生した損失を補って余り
あるほどの大きな収入をあげた。連邦で初めて成功した南北戦争所得税（1863 年の連
邦収支における所得税額）でさえ，ウイスコンシン州の所得税の第 1 年度に徴収された
税額の 78.3%（約 2,100 千ドル）に過ぎなかったことを見ると，ウイスコンシン州の所
得税が大きな収入をあげていたことがわかる（片桐[1978] 100-101 頁；斉藤[1976] 73
頁）。 
56
 片桐[1978] 101 頁。 
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料，財産の売買益のような所得に限定した。それのみならず，州当局は，一般財産税
を査定する地方査定官によって所得を査定しようとし，従来の徴税機構の改革には保
守的であった57。 
逆にウイスコンシン州の所得税の成功の理由は，州当局が本腰を入れて所得税に取
組んだからである。大きな税収をあげようと思えば，所得のあらゆる形態が捕捉され
なければならないが，先に述べた通りウイスコンシン州の所得税の課税標準は包括的
にとられていた。さらに，ウイスコンシン州は，あらゆる課税所得をより完全に捕捉
するために，税務行政を州税委員会に集中させた。この州税委員会は，州を 41 の査定
地区に分け，各地区に 3 年任期の有給の所得査定官を置き，管轄した。このようにし
てウイスコンシン州の所得税は第一次大戦後の他の州の所得税導入に先駆的な役割を
果たしたのである58。 
このように，州・地方政府の経費の膨張に対して，一般財産税では応じきれずに破
綻し，そこで州税として法人税・相続税・所得税を導入する改革がなされて来た。こ
の様な努力の結果，経常収入で経常経費はどうにか充当できたようであるが，各都市
の大都市化や大都市圏化に伴って高まってきた公共事業の需要にはとても応じきれる
ものではなかった。結果的に，州・地方政府の財政は経費膨張に収入が追いつかなく
なり，州・地方債を累積させることとなる59。次の【図表 1-1】は地方政府における経
費膨張および歳出超過の状態を示している。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
57
 片桐[1978] 101 頁。 
58
 片桐[1978] 101 頁。 
59
 片桐[1978] 102 頁；片桐[1983]76 頁。 
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【図表 1-1】 
Fiscal Year 1902 1913 1922
Total 1,694,000 2,980,000 9,322,000
Federal 653,000 962,000 4,261,000
State 183,000 360,000 1,234,000
Local 858,000 1,658,000 3,827,000
Total 1,660,000 3,215,000 9,297,000
Federal 565,000 958,000 3,645,000
State 136,000 297,000 1,085,000
Local 959,000 1,960,000 4,567,000
Federal 38.6 32.3 45.7
State 10.8 12.1 13.2
Local 50.7 55.6 41.1
Federal 34 29.8 39.2
State 8.2 9.2 11.7
Local 57.8 61 49.1
Expenditure
（％）
Revenue
（単位千ドル）
Expenditure
（単位千ドル）
Revenue
（％）
 
（出所： Historical Statistics of the United States Millennial Edition Online. Total 
government revenue and expenditure, by level:1902–1995 Table Ea10-23. 
http://hsus.cambridge.org/.（2013 年 12 月 25 日）より筆者が作成）  
 
 しかし，19 世紀末から 20 世紀初頭のアメリカ地方政府において行財政改革の必要
性が主張された直接の理由はこのような経費膨張への対策としてではなかった。その
理由に関しては次節で言及する。 
 
第 2 節 19 世紀末から 20 世紀初頭のアメリカにおける行財政改革：その目的と状況  
 
第 1 項 ボスとマシーン  
 
 序章においても触れたが，19 世紀末のアメリカには移民が大挙して押し寄せてきた。
この移民の大部分は地方に散在せずに都市部に集中していた。弓家 [1928b]によると
「1870 年におけるニューヨーク市の如き全市人口の 44 パーセントは実にこれらの外
国移民を以て占められて居た」60という。これらの移民の多くは財産がなく，文字も
読めず，熟練労働者としての技能も持っていなかったため，彼らのために開かれてい
る就業機会は極めて狭く，移民が自らの手で仕事を見つけるのも困難であった。この
ような状況下で衣食住を提供したのがボスとマシーンであった61。移民達は自己の便
宜と物質の利益を求めてアメリカにやってきたのであった。このような移民にとって
                                                        
60
 弓家[1928b] 78 頁。 
61
 西山[2000] 151 頁。 
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市政の良否は問題ではなかったので，移民達はボスとマシーンの言いなりとなった62。 
ここでボスとマシーンの定義を述べておきたい。これらの用語は一般におおざっぱ
に定義されていると Zimmerman[1962]は述べている。彼によると「候補者の選出や党
機関の運営にきわめて大きな影響力を持つ政治家をしばしば「ボス」と呼んでいる。
政治上の「マシーン」とは，一般に政府を支配するグループとして定義されているが，
マシーンの主要メンバーは通常公職についていない。ボスとマシーンは「見えない政
府」と言われることもある」63。マシーンが選挙に勝てば，忠実な協力者とその縁者
に政府の仕事を褒美として与えることができるので，スポイルズ・システム（spoils 
system）が政治上のマシーンに油を差し続ける64。ほとんどの公職者がその地位のため
にボスに借りを作っているので，ボスは行政官が行う任命や，市議会や州議会におけ
る投票，あるいは裁判所の判決に影響を及ぼすことができる。契約の締結，公共施設
の建設，さらには警察行政において生じる腐敗は，ボスやマシーンが支配している地
域ではありふれたこととなっている。マシーンの権力は有力な対立政党のない一党支
配の都市や州において最も強大である。このような地域ではボスやマシーンは，すべ
ての選挙で党のために下働きする者を何の障害もなく役職に任命することができる65。 
 
第 2 項 ニューヨーク市における政治腐敗  
 
ニューヨーク市のマシーンにタマニー・ホールというものがある。19 世紀末にこの
マシーンの天才的指導者，悪名高き「ボス」Tweed（William Marcy Tweed）が現れる。
Tweed はスコットランド人を父としアメリカ人を母として 1823 年にニューヨークに
生まれる。公人としての彼の生活は市の義勇消防隊に始まった。彼は親分的な気質の
持ち主で，たちまちのうちに人望を集めた。彼は友人に対しては変わらぬ友情を持ち，
目的に対しては手段を選ばない人物であった。1850 年に Tweed は初めて市議会議員に
選ばれ，そこにおいて直ちに有力な地位を確立した。その頃の市議会もすでに腐敗が
甚だしく，市議会は「40 人の盗賊（Forty Thieves）」と呼ばれていた。Tweed はすぐ
に成功して，巨万の資産を有するようになり，次いで，連邦下院議員に選ばれたが，
下院議員としては成功しなかった。その後，再び地方政界に戻り，1857 年にニューヨ
ークにおける公立学校委員会の委員になり，更に，監査委員会の委員に選ばれ，その
後 4 回，同委員会の委員長に選ばれた。この頃には彼のニューヨーク市政における立
場は不動のものとなっていた。1863 年にはタマニー・ホールの総委員会の終身議長に
                                                        
62
 弓家[1928b] 78 頁。 
63
 Zimmerman[1962] pp.72-73. 
64
 松山訳[1948] 294 頁。 
65
 Zimmerman[1962] p.73. 
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選ばれた。そして Tweed はタマニー・ホールの内陣を占領し，タマニー・ホールの全
てを完全に Tweed とその一味が掌握する66。 
1865 年，Tweed を中心とするタマニー・ホールの幹部は，幹部の一人である John T. 
Hoffman を擁立して市長選挙に勝利し，さらに，1868 年の州および市の選挙のために
選挙権を有しない外国人に選挙権を与えるために，自派に属する裁判官に帰化証を濫
発させ，同一の人物を数か所の選挙区に登録させる等の手段はもとより，その他あり
とあらゆる手段を用いたのであった。1856 年から 1867 年までの 11 年を平均すればニ
ューヨーク市裁判所において帰化証を与えられた外国人の数は 1 年に約 9,200 人であ
ったが，1868 年には 41,000 人であった。いかに乱暴に帰化証が発給されたかをこの
数字が物語っている。これらの方法により 1868 年の選挙はタマニー派の大勝に帰し，
1869 年には Tweed とその一味がニューヨーク市政の全権を手中に収めた。Tweed の統
治下のニューヨーク市政は腐敗と紊乱の市場であった。彼らはあらゆる手段を講じて
公金を私し，もしくは公の機密を利用して利欲を満たし続けた。例えば道路を構築し，
もしくは公園を開設しようとする際には，彼らはあらかじめ買収される土地，もしく
は事業により騰貴する土地等を買収し，市に対してはこれを高値で売り付け，かつ地
価の騰貴により巨額の投機的利益を常に得ていた。また，市に対する請負業者からも，
搾れるだけ搾りとった。もちろん，これは請負業者の利益を削るのではなく，請負業
者を手段として市の公金を奪い取る種類のものであった67。 
別の例を挙げれば，Tweed 達は 2 年間に文房具費として，3 百万ドルの巨額を支出
している。このような大金を引き出すことが可能だった理由は，会計検査の権限は市
長と検査官と Tweed が組織する会計検査会だったからである。この検査会は検査の事
務を Tweed が連れて来た James Watson という男に任せた。この男は一度，破産宣告を
受けたことがある人間であった。Watson は Tweed 等の命令を受けてその職に就いた 3
ヶ月半の間に検査会の会議費用として請求された 631 万 1 千ドルの請求書に承認を与
えた。しかもその間に検査会は一度しか会合をしていないのである。Watson の署名が
あれば会計部から自由に金が引き出せるのである。その後の調査によれば，Watson の
検査を通過した請求書の 65％ないし 85％は出鱈目のものだったという。そして，その
中で Tweed の懐に入った分は約 24％であった。しかし，彼らが私した費用はこれだけ
ではない。カウンティ裁判所の建築および設備費の横領は最も甚だしいものだった。
1868 年に裁判所の建築および設備費として見積もられた金額は，25 万ドルであった。
しかし，1871 年の末までにこのために費やされた金額は 800 万ドルから 1,300 万ドル
程に上り，しかも未だに完成してはいなかった。そして，これらの金額の多くは Tweed
                                                        
66
 Orth[1920] pp.70-71；弓家[1928b] 83-84 頁。 
67
 Orth[1920] p.71；Mandelbaum[1965] p.69；弓家[1928b] 86-88 頁。 
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等が請負業者に強制して，その請求書に書き上げさせ，その後に自分たちの懐に入れ
たものであった68。 
このような状況下において，ニューヨーク市の負債は急激に増加した。1869 年の初
めに 3,629 万 3 千ドルであった市債は，1871 年の 9 月には約 3 倍の 9,728 万 7 千ドル
に激増した。その他に短期公債が約 2,000 万ドル発行されていた。すなわち，32 カ月
間に増加した市債額は総額 8,100 万ドルに及んだのである。市民はもちろん彼らを憎
み，新聞紙もこれを攻撃した。そして上流社会の者は彼らと同席することを恥辱とし，
彼らを宴会に招待することさえも拒んでいた69。 
しかし，Tweed の時代は長くは続かなかった。先に述べた裁判所建設の不正に関す
る情報が会計検査委員会に勤務していた者を通じて露見してしまったのである。1871
年の 11 月の選挙において Tweed 以外のその一味の者は全員再選されず，さらに司法
当局の調査の手も伸びて来たのである。Tweed の一味には公職から隠遁し国外に逃れ
たものや，収監された者もいた。Tweed 自身は国外逃亡を図るが，スペインにて身柄
を拘束され，本国に護送されて，1876 年に獄死を遂げた70。 
Tweed 一派は没落したが，タマニー・ホールはこれによって決して滅亡することは
なかった。その勢力は一時的に委縮したが，「支配か滅亡か（rule or ruin）」の信条
を守り抜き，一糸乱れぬ組織と統制とを最大の武器として，1875 年には再び市長以下
の主なる役職を自派より選出した。没落後 5 年ならずして，市議会に多数派となり市
の政権を再び手中に収めるようになる。1899 年にはニューヨーク市が隣接する五つの
カウンティが併合されて大ニューヨーク市となることにより，従来，タマニー・ホー
ルの勢力下にない地域も市に含まれることになる。これはタマニー・ホールの勢力も
独占的な状態ではなくなることを意味したが，それでもなお，ニューヨーク市を支配
する中心勢力であることには変わりがなかった71。 
 
第 3 項 革新主義運動とニューヨーク市における行財政改革  
 
19 世紀の市政改革運動は 19 世紀末に始まる。市民が組織的に改革運動をするよう
になったのは 1894 年以後の事であるとされている。もとより，1873 年前後において，
ニューヨークの市政改革運動が行われているが，その運動は組織的なものではなかっ
た。1870 年代当時の運動は，市の職員あるいは議員の汚職や政治腐敗を糾弾する類の
                                                        
68
 弓家[1928b] 88-89 頁。 
69
 弓家[1928b] 89 頁。 
70
 弓家[1928c] 108-110 頁。 
71
 弓家[1928c] 111-112, 118 頁。 
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もので，その病弊の根本的な治癒策を攻究したものではなく，また，将来における汚
職や政治腐敗を根絶しようとするものではなかった72。しかし，1897 年になると，ニ
ューヨーク市のタマニー派に反抗してニューヨーク市民同盟（Citizen’s Union of New 
York）という改革者団体が立ち上がる。この同盟を率いたのはコロンビア大学総長の
Seth Low であった。この同盟は自ら地方政党の形を採り，選挙ごとに自派の候補者を
擁立していたが，1897 年の選挙ではタマニー派に敗れた。しかし，1901 年の選挙にお
いてタマニー派の天下を覆すことに成功し，Seth Low が市長となり，その他の要職を
同盟の人間が占めた。ところが，この同盟を支持した者の多くはタマニー派が独占し
ていた甘汁を欲し，第 2 のタマニーの醜態を築こうとした。この同盟は第 2 のタマニ
ーとなることを拒否し，その組織規模を縮小した。その後の市民同盟の動きは，候補
者の選定に関して適任者を推薦し，候補者に質問書を出し，市政上の諸問題に関する
回答を求め，これを公表して市民の判断に資する活動を行っている。また，議会を傍
聴しその議事内容と経過を詳述したパンフレットを配布して市民の監視に資する活動
をも行っている73。このようにして政治的な改革運動の限界が見え隠れしている中，
別の視点から改革のアプローチをする必要性が考慮されるに至る。 
先にも述べたとおり「ボス」政治を支える支柱であったスポイルズ・システムは専
門知識や能力に応じて職員を配置するのではなく，選挙の勝利への貢献度に応じて官
職が与えられ「素人」74が行政を運営していた。それゆえ，「自治体に対する財政需
要が拡大する過程で，都市の財政は次第に困難な状況におちいり、それにともなって
市民により多くの租税負担が強いられるようになった。そのため，主要な納税者層で
あったビジネスマンは，財政支出の節約をはかるために，何らかの方法を講じること
が急務であるという考えを強めた」75のである76。このような背景から，市民が組織的
に運動を行うようになってからの改革運動は，市民の政治的能力に大きな期待を置か
ず，全ての病原を制度に求め，制度を改革することによって政治改革の目的を達成し
ようとする動きがはじまったのであった。当時の改革者たちは「マシーンの勝利をあ
る意味で黙認していたことがあった。この黙認の陰には，改革者たちが革新主義時代 77
                                                        
72
 弓家[1928d] 72 頁。 
73
 弓家[1928d] 77-84 頁。  
74
 平田[2001] 180 頁。 
75
 Westein[1962] p.167；平田[2001] 179 頁。 
76
   1909 年のボストンでは「市の負債がうなぎ上りに増大し，負債を負うこととなった
改善点とまったく釣り合いが取れないことが明らかになった」ため，ビジネスマンが
「市民としての新たな責任感に目覚めた」と言われている（Weinstein[1962] p.167；平田
[2001] 179-180 頁）。  
77
  先にも述べたが，平田[2001]の定義に従い，本論文においても 19 世紀末から 1910 年
代にかけての時期を指すものとする（平田[2001] 169 頁）。  
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から徐々に実現していった市政府の行政機構改革があった。改革者は選挙に勝利でき
なくとも，行政機構を通して市政に影響を与える体制を築き上げていった」78のであ
った。具体的には，自治体に対する政党の影響を阻止するためにはその自治権を拡張
し，市民の選挙による市の職員の選定，および議員の質を向上させるためには，選挙
制度に改革を加え，行政府内部の情実関係を一掃するためには職員の任用方法を改め
る。また，財政の紊乱を防止するためには財務規定を改正して予算の決算内容を市民
に周知する方法をとり，政治腐敗を防止するためには責任と権限を明確にする等の方
法を講ずるといった改革運動を行っていた79。このような改革運動の中でも，行政機
構へ改革として行われたものの一つが，政治上の「ボス」が中心となって行われた不
正や汚職を防ぐための支出管理を目的とした予算制度の導入であった。  
 この予算制度の導入のための尽力した組織がニューヨーク市地方自治研究所（Bureau 
of Municipal Research）である。この研究所は行財政改革とりわけ地方政府における会
計手法の改革を推進する団体として，Rockefeller や Carnegie 等のビジネスパーソンの
資金援助を受けて政治的に独立した組織として活動した80。Woodrow Wilson が「行政
の分野はビジネスの分野である（The field of administration is the field of business）」81
と述べたように，このニューヨーク市の地方自治研究所も同様の思考の下にビジネス
における経営管理のための会計手法82を公的機関に適用83する活動を繰り広げたので
あった84。この背景には，政治的な方法ではもはやボスとマシーンによる支配を崩す
ことができないと考えられるようになったことがあると推測できる。当該研究所によ
るとニューヨーク市のマンハッタン区においては 1898 年まで残高計算がなされてお
らず，ニューヨーク市では帳簿上において百万ドル単位で表わされる資産の記帳に関
しては特別な検査システムに頼っており，その結果，特定の勘定を伴わずに資産への
借方記入や支払の記帳を行えるようにして記帳業務を軽減することが可能となってい
                                                        
78
 平田[2001] 48 頁。 
79
 弓家[1928d] 73-74 頁。  
80
 Dahlberg[1966] p.15；schiesl[1977] p.112. 
81
 Dahlberg[1966] p.47. 
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  管理会計は経営管理目的の手段とされることから，経営管理の基本的職能である計画
と統制に即して理解される。計画とは，目的の設定および目的を達成する手段の考究を
意味し，将来の予測のための会計資料が充用される。他方，統制とは，観察，記録，実
績の報告，実績と計画，目的および予算との比較，是正措置の採択を含むものである
（Brummet, R. L. et al.[1959] pp.210-212.；足立[1978] 64-70 頁；辻[1971] 3 頁；辻[1977] 69
頁）。  
83
 Dahlberg[1966] pp.47-48. 
84
  ビジネスエリートは次第に政府改革者の象徴へと変化した。効率性，制度，秩序，予
算，経済，節約はすべて，非情に徹する法人企業の観点から地方政府の改革を模索す
る改革者の努力が注ぎ込まれたものであった（Shannon[1940] p.168）。 
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た。それゆえ，誤謬や不正行為は発見されず，帳簿の利用権限を持つ公僕 85（civil 
servants）としての動機は常に不正となっていたとの調査報告を行っている 86。研究所
のこのような調査に基づいて，タマニー派の幹部市職員が非効率的な資金配分および
会計処理を行ったとして職を逐われている87。このようにして，「会計」を武器とし
て汚職や政治腐敗の根治を試みようとする改革が動き出すこととなった。 
1909 年から 1913 年の William Jay Gaynor 市長時代のニューヨーク市において，次第
に執行府予算88が採用され，すべての行政機関の行政政策の決定とその責任が市長に
集権された。この研究所は，予算は支出を統制し行政運営に効率性と経済性を執行部
門へ提供することを可能とする最も重要な手段であると考えて活動した 89。 
この研究所の前身である都市改善研究所（The Bureau of City Betterment）はニュー
ヨーク市の保健局への予算の導入のために会計士と協力して歳出項目を精査して，歳
出をその役割ごとに再区分した。この分類に基づいて歳出予算の配分が行われる予算
が「区分された予算（segregated budget）」である90。この「区分された予算」がニュ
ーヨーク市で採用された予算であった91。 
この予算の下での予算作成は任命された幾人かの市の職員が行う。予算の作成時に
は書類の第一列目に分類され項目分けされた前期のすべての歳出を列挙する。第二列
目には次期に要求されている予算の金額を列挙する。第三列目では，前期の歳出額と
次期に要求されている歳出の額の相違について説明を加える。第四列目には前期のす
べての歳入額を列挙する。もし，前年度の歳入額を大きく上回る額の歳出額が要求さ
れているのであれば，歳出額の削減を求めるか，増税，または，公債の発行を提案す
る。このように作成された予算が議会において承認され，最終的に予算条例として成
立する。その後，コントローラーが現金を支払う前にすべての小切手や支払命令書に
署名を行うために予算により定められた歳出要求額に目を通すのであるが，これを事
前監査という。また，会計期間の終わりには監査官により事後監査が行われる 92。 
さらに，効率的な統制を確立するためには会計手法を用いることが必要であった。
予算勘定の役割は次年度以降に負債を発生させる原因となる歳出を禁止するというよ
                                                        
85
  Cleveland[1909]の他の個所では“civil servants ”ではなく“officers”を用いていることか
ら，「（市の）職員」ではなく「公僕」という訳語を付した。  
86
 Cleveland[1909] p. 249. 
87
 山地[1994] 259 頁。 
88
  執行府予算（executive budget）は，すべての公的部門が執行府の長の下に再編され，
各支出機関は予算の要求を執行府の長に行い，議会はその予算に承認を与える形式を採
る予算である。  
89
 Dahlberg[1966] p.152. 
90
 Dahlberg[1966] p.158. 
91
 Dahlberg[1966] p.168. 
92
 Dahlberg[1966] p.170. 
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りも歳出に制限を設けるものでなければならないと考えられた。この考えに基づき，
負債の発生を防ぐために，財務担当官が現在の債務額を示すことにより注意を喚起す
る必要があった。さらにまた，会計年度中に，追加的な資金の必要性から，ある勘定
に記載されるべき項目を他の勘定に移す必要が生じた場合は，担当官はこの移し替え
が必要になった理由を尋ね，なぜさらなる資金が必要になったのかを明らかにしなけ
ればならなかった93。 
ニューヨーク市において，このような会計手法の導入が終了したのは 1910 年を過
ぎてからであった。ニューヨーク市は財務管理のために長年にわたって自治体の各部
局を調査し監査してきたのだが，再編終了後の最初のステップとして，機能を維持す
るために会計専門局（expert accounting bureau94）の設立が決定された。  
以下の【図表 1-2】は 1915 年のものではあるがニューヨーク市の大まかな組織図で
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
93
 Dahlberg[1966] pp.170-171. 
94
  この局は，【図表 1-2】の 1915 年のニューヨーク市の組織図中の市長の下にある
「各種委員会」に属する機関である「会計委員会（Commissioners of Accounts）」の
事であると思われる（The Office of the Commissioners of Accounts New York City and 
New York Bureau of Municipal Research[1915] p.159）。 
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【図表 1-2】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：The Office of the Commissioners of Accounts New York City and New York 
Bureau of Municipal Research[1915] p.1 の挿入表） 
 
1909 年以前の各部門における予算勘定は運営にかかる費用の情報を提供しておら
ず，またそれら勘定は容易には理解しえないものになっていた。それゆえ，1909 年か
ら 1913 年にかけて研究所は資金が特定の目的のために取り分けられて，支出されるよ
うにするために，区分された予算を生み出そうと奮闘していたのであった。最終的に
この努力は，1913 年の「歳出予算条例（the Appropriation Act）」とそれに付随する 836
頁に及ぶ別表として結実した95。 
予算の項目は 1913 年の「歳出予算条例」において 3,992 の項目に及んだ。職位と給
与に関してはさらに項目分けが行われた。この項目分けの目的は，本節の最初にも述
べたように，マシーンの党員や個人が公的サービスと公金を私物化しようとすること
から守ることであった。彼らによる職権の乱用は主に購入や契約において行われ，し
かも，それは正当な行為であると考えられていた。それゆえ，雇用や購入または契約
                                                        
95
 Dahlberg[1966] p.171. 
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に関して予算上の制限が課されたのである。また，詳細に区分された予算項目と歳出
予算による支出の上限設定により各部門の長は職員の任用等に関する自由裁量権が行
使できず，さらにコントローラーを介した支出の手続きにより，直接支払いを行うこ
ともできなくなったのである。新しい予算制度の導入により，ボスやマシーンの影響
を排除できる機構が出来上がったのであった96。 
 
第 4 項 20 世紀初頭の行財政改革における政府の統治組織と予算形態  
 
ニューヨーク市が予算制度を導入後，州政府における改革も進展した。この時期に
は様々な政府の統治組織と予算形態が試みられた。公僕に対する住民による効率的な
統制を行う手段を追求し，責任を果たす政府とはどのような政府なのかを探求する試
みがなされていたのである。このような探求の結果として生み出された予算制度は，
一般的に「立法府予算」，「執行府予算」，「委員会・理事会型予算」97の三つの類
型に分類することができるといわれている。これら予算制度の分類は政府形態とも深
いかかわりを持つ。「立法府予算」と「執行府予算」は「市長・議会型」の政府形態
において採用されている。ここでいう「市長・議会型」とは，首長が行政府の最高責
任者として選挙で選出され公選議会が立法機関としての責務を果たす方式の政府であ
る。この「市長・議会型」にはさらに「弱市長・議会型」と「強市長・議会型」の二
つに分類される。「弱市長・議会型」の政府形態では，首長の行政権限とりわけ予算
編成権や職員の任命権が極めて制限されており，議会に予算と人事の権限が握られて
いる政府形態である。このような政府形態では「立法府予算」が採用される。また，
「強市長・議会型」の政府形態は，首長に予算編成権や職員の任命権および法案に対
する拒否権が付与されている政府形態である。このような政府形態では「執行府予算」
が採用されている。そして，「委員会・理事会型予算（board or commission type）」
は文字通り「委員会・理事会型」の政府形態で採用されている。「委員会・理事会型」
の政府形態は，首長から州の行政に関する権限を委員会へ委譲した形態の政府である
98。州の予算制度と政府形態をまとめた表を【図表 1-3】に示す。 
 
 
                                                        
96
 Dahlberg[1966] pp.171-172. 
97
  一般に「理事会型予算」および「理事会型」と呼ばれているが，本論文では 1919 年
当時の表記方法に従い「委員会・理事会型予算」および「委員会・理事会型」としてい
る。 
98
 Buck[1929] pp.431-435；Cleveland and Buck[1920] pp.121-125；小滝[2004] 228-233, 245
頁。 
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【図表 1-3】州の予算制度と政府形態  
予算法制定
年 
執行府予算 立法府予算 委員会・理事会型予算  
1911   ウィスコンシン 
1913 オハイオ   
1916 メリーランド , ニュ
ージャージー 
ニューヨーク  
1917 イリノイ   
1918 マサチューセッツ   
（出所：Cleveland and Buck[1920] p.124 の図表に基づいて筆者が作成）。 
 
小括 
 
行財政改革は地方政府における経費の膨張への対策としてではなく，経費膨張の一
因となった利権をめぐる汚職や経費の上乗せといった政治腐敗の元凶であった「ボス」
による支配を打破するために叫ばれるようになってきた。そのために，予算の項目を
詳細に分類し，各予算項目の歳出予算額が設定されることにより，ボスやマシーンが
利用できる資金を制限し管理した。また，コントローラーによる支出の管理によって
各部門の長が直接支出を行うことができない手続きを制定した。このように予算制度
の導入が，これまで政治的に対立することによって抑えることができなかったボスと
マシーンの力を弱める一助となったのである。大都市であったニューヨーク市でのこ
のような行財政改革の財務面における一定の成果を踏まえて，1909 年に大統領に就任
した William Howard Taft が「節約と能率に関する大統領委員会 (Commission on 
Economy and Efficiency；通称，タフト委員会)」を設置するようになり，以後，連邦政
府における行財政改革の時代に突入する99。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
99
 Cleveland[1909] p.231；Potts[1976] p.87, 88. 
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第 2 章 財政改革に至るまでのアメリカ連邦政府における予算制度と財政の状況  
 
開題 
 
 予算制度は政治的な背景や，社会的な背景によって左右される。立法府による統制
の手段とされる予算は行政を拘束し，予算の執行とその管理を制限する。一方，予算
の執行とその管理に広い解釈を与えている予算は立法府による統制の手段として効果
の少ないものとなる。よって，予算制度は立法府による統制と行政府による予算の執
行とその管理との間に成立していると考えられる。それゆえ，この両者の協働関係が
確保されない限り，事業計画としての予算の意義を失う危険がある 100。本章では，立
法府と行政府の権限の間に挟まれた予算制度をアメリカ連邦政府がどのように発展さ
せてきたかについて検討したい。また，予算制度の発展のみだけでなく，その当時の
財政の状況にも言及する。 
 
第 1 節 植民地時代から憲法制定前までの予算制度  
 
 英国本国は植民地政府の維持費の自弁政策を採る一方，本国の商工業を保護するた
めの諸政策を実施した。このことがアメリカの植民地住民の自由を抑圧して，その反
感を煽ることとなった。植民地住民は，国王の信任により英国本国の政策を忠実に執
行した知事に対する唯一の代表機関であった植民地議会（colonial assemlies）を通じて
抗争するにいたった101。 
 この抗争において，植民地議会が用いた武器は，第一に英国本国が制定した歳入法
案に反対する植民地議会の抗争を通じて，英国王の課税法案に対する権限を制限する
ことであった。最も有効な武器となったのは 18 世紀中ごろに植民地議会が事実上獲得
した経費の統制である。植民地政府を維持するための経費額の中で最大のものは，知
事およびその他の植民地官吏の俸給であった。まず植民地議会は，歳出予算中の俸給
の額，人名および支出の有効期限について詳細な規定を設け，その執行を知事に授権
するという方法を実現させた。その結果，国王から広範な財政的権限を与えられてい
た知事は，官吏の俸給を植民地議会の決定なしには支出できず，また，官吏の一人ひ
とりについて決定された俸給額を超えて俸給を支出することができなくなったのであ
る102。 
                                                        
100
 加藤[1953] 46-47 頁。 
101
 辻[1948] 204-205 頁。 
102
 Browne[1949] pp.15-16；加藤[1953] 46-47 頁。  
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植民地議会はさらに進んで，歳出予算を決定するだけでなく，支出の統制や会計監
査を自己の手で実施することを望み，いくつかの植民地においては遂に，知事の統制
から独立した彼ら自身の出納官（treasurers）を選任するまでになった103。 
 
第 2 節  憲法制定から改革運動までの予算制度  
 
米国憲法は，財政についての詳細な規定を設けず，また歳出予算法と他の法律とに
区別を設けなかった。このことは，憲法の制定者達が予算に関する規定を挿入しよう
とする意思のなかったことを示すものであると考えられる。彼らは，予算に関する詳
細な規定は，後日に十分な検討を経て法制化され，米国に適切な制度が樹立されるこ
とを期待していた。財務省設立法案（Treasury bill）が 1789 年の第一議会において財
務省設立法（The Treasury Act of 1789）として可決されたことは，先の点を裏書きする
ものといえる。この法律の重要な特質は，予算編成権を行政に置かず議会に置いたこ
とである。大統領は予算に関して関与することができず，単に財務長官の人事権を有
するのみであった104。 
予算制度が整備されたのは 1796 年のことである。この年に下院は Committee on 
Ways and Means という特別委員会を設置して，歳入および歳出の両方の予算案を審議
する組織体とした。そして，この予算委員会は 1802 年から常任委員会として議会の重
要な機関となる105。この委員会の活動が活発になるに従って，財務省の予算編成にお
ける活動の影響は衰え，予算に関する統制権をこの常任委員会が掌握することとなる
106。先の財務省設立法は 1800 年に改正される。この改正法は，財務長官が各支出機
関の要求する歳出予算を検討し査定し，また，政府の歳入と歳出に関し議会がなすべ
き規定について予算案を作成し議会に提出することを命じたものである。しかしなが
ら，この法律の規定が財務長官に予算編成の機能を与える機会を提供したにもかかわ
らず，執行府に対する議会の不信，反感および時の財務長官であった Wolcott107の才
能の欠如ゆえに，予算編成権は執行府から議会の手に渡ることとなる108。すなわち，
予算における立法的統制と執行的統制の二機能は，すべて議会によって行使されたの
である。議会は，執行府に対する統制手段として，歳出予算法中に規定する文言と執
                                                        
103
 Dewey[1903] pp.17-18. 
104
 Browne[1949] pp.25, 30-34. 
105
  上院において歳出予算員会が設置されたのは 1867 年である（Browne[1949] p.51）。  
106
 Browne[1949] p.38. 
107
  Oliver Wolcott, Jr.は 1795 年 2 月 2 日から 1800 年 12 月 31 日まで 2 代目の財務省の長
官を務めた人物である。なお初代長官は Alexander Hamilton である（Dewey[1903] 
p.509）。 
108
 Selko[1940] p .79. 
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行府に内部的な会計上の牽制組織の設置という手段を用いた。さらに，経費の詳細な
項目化を通じても執行府を統制した109。このような経費の項目化は必然的に執行府の
機能を拘束し，官僚的形式主義の温床となることとなった。しかも，経費の個々の項
目は，大統領の拒否権の対象とはならず，また，予算を審議する議員以外は，だれも
予算を審議できなかった。このことは歳出予算を政争の道具としてしまった 110。さら
に，歳出予算における経費項目の細目化は，単に行政機能を拘束するだけでなく，各
支出機関を絶えざる経費不足に陥れた111。この解決方法として各行政機関は，不足し
た経費の財源を調達するために，不正な自己調達の方法を発展さすとともに，議会の
予算審議に密接な関係をもつに至った112。加藤[1953]はアメリカ連邦政府における財
務行政の執行府と議会の根本的な欠陥を以下のように要約している。  
 
第 1 項 執行府における欠陥  
 
（1） 大統領  
 
 アメリカはイギリスから独立した背景を持つ国であることは言うまでもない。この
建国の背景から，国王に権力が集中するような統治形態，すなわち大統領への権力の
集中に対する警戒心がアメリカ国民の心の中に存在していた。アメリカ建国の父達は
この警戒心から大統領の権限を制限した。その制限の一つが予算に関する権限に対し
てであった。1921 年の予算・会計法の成立まで，大統領は，議会によって可決された
財政法案の承認あるいは不承認という事を除き，予算編成過程のいかなる部面にもま
ったく関与することができなかった。換言すれば，大統領は，国家の統一的な財政計
画の決定や予算案の編成について何らの権限も責任もなかったのである。従って，執
行府の長としての大統領は，国家の統一的な政策を予算に反映させることができなか
ったのである。すなわち，大統領は，歳出予算法案に対する項目別の拒否権がなく，
明らかなポーク・バレル等の利権行為を排除することができなかった。さらに，スポ
イルズ・システムに代表される政党腐敗を防止する積極的な手段を欠いていた113。 
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 Selko[1940] pp .90-91. 
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 加藤[1953] 51-54 頁。 
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（2） 財務長官  
 
 歳出予算案の編成に関する財務長官の権限は，各支出機関が提出する歳出予算要求
の見積を単に編集するのみである。全体としての政府の政策と財政状態の観点から予
算案を査定し，収支を均衡させるといった財政計画を樹立する責任は議会のみが遂行
することができた。このように予算査定の責任者が執行府に存在しないため，予算要
求はその収入との関連においてなされることはなく，また，その政策は各行政機関の
自己決定によりなされたのである。換言すれば，各支出機関が自己の機能を最も有利
かつ便宜的に遂行するために行う予算の分捕り政策は，まったくの放任状態におかれ
ていたのである。さらに，予想される収入や現在の財政状態を勘案して各支出機関の
予算要求を査定すべき義務を遂行する機関も，各機関を調整する機関をも存在しなか
った。国家の統治に不必要な機能の拡大や，個人の利害から行われる，絶えざる機能
の拡大，あるいは，重複する活動の増大を防止する機関の欠如は単に行政の不能率と
なるだけでなく国庫の浪費となった114。 
 
（3） 執行府の内部組織  
 
議会は経費の統制の手段として，歳出予算法の詳細な規定と執行部門への内部牽制
機構の設置という二つの手段を用いた。予算の支出統制としての経費項目の詳細な特
定化は，各行政機関に絶えざる予算不足を発生させた。議会としては，執行府が常に
予算不足の状態にあることこそが，国庫金の不正使用や浪費を防止する最上の方法で
あると信じていた。しかし，経費不足を補う何らかの方法が必要であった。その方法
として，議会は，予算以外の現金を自己調達してそれを留保しておくことを認めた。
このことは，各行政機関に様々な自己調達の方法を採らせるとともに，その調達した
金の使途やその会計は次第に不正なものとなった。例えば，国民から取った手数料は，
国庫に納入せず，自己の行政機関に留保し，これを不正使用する。あるいは，予算を
不法に流用するといった傾向が一般的となって行った。このような慣行は，行政に対
する国民の不信だけでなく，政党政治の腐敗をも促進し，さらに，財務機構を複雑に
し，会計責任を不明確にした。行政機構におけるこのような混乱は放置されていたの
である。それは，経費統制を事実上実施すべき歳出予算委員会が，その行政機構の内
部に立ち入って調査し統制する時間も能力もなく，議会の機関としての会計監査を行
う組織をも有していなかったためである。このような問題に対し議会は，行政内部に
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財務管理組織を導入して，経費支出を統制するとともに会計責任を確保しようとした。
このような任務を持った組織は以下のような組織である115。 
まず，財務長官により任命される副長官は，会計官吏で他の機能に何ら関与しなか
った者である。また，主要な財務官であるコントローラー（Comptroller），出納官
（Treasurer），会計監査官（Auditor），会計記録官（Register）は，財務長官の指揮の
下に活動すべきで，その任命が議会の承認を必要とするものであった。これらの官吏
は，おのおの独立してそれぞれが公金の支出・収納に関与した。手続の面から説明す
れば，各支出機関は，公金の収納および支出について財務長官に支出および収入要求
書を提出する。そこで財務長官は，支出および収入要求書を審査し，支出および収入
確認書（Warrant）に署名した後に，コントローラーに送付する。コントローラーは，
その実施機関の要求を資金額および予算額を勘案した後に，支出確認書あるいは収入
確認書に副署する。ついで支出および収入確認書は会計監査官により，その会計が適
切にまた正規の形式で提出されたものであるか否かが監査される。ここにおいて，支
出および収入確認書の金額や名称は，記録官により会計簿に記入され，その収納ある
いは支出が出納官により現実に行われることとなる。しかし，各支出機関の出納官は，
財務長官に詳細な財務上の報告を提出する義務を負っているが，その報告時期は常に
適切さを欠いており，また，財務長官の会計上の責任は形式的なものであった。さら
に，それぞれの財務官吏は独立に行動しており，その間の調整や統制を行うことによ
り財務管理をより能率的に処理すべき責任ある者は存在しなかった。このように牽制
均衡の理念を行政内部の財務管理組織に導入した結果，その管理における拘束性を強
化したのみで，迅速な行政活動を阻害すると同時に，事実上，各行政機関の管理活動
を放任状態におくことになった。さらに，このような拘束的な管理制度の実効をあげ
るための責任者の不在状態は，財務行政上の責任の分割を招来し，行政機関全体とし
ての統一ある財務管理の実践を不可能なものとした116。 
 
第 2 項 立法府における欠陥  
 
 1885 年に下院は，形式的に従来の権限を歳出予算委員会に残しながら，実質的な歳
出予算審議権を八つ（時代によりこの数は変化した）の歳出予算小委員会
（Sub-Committee on Appropriation）に分割した117。しかし，これら小委員会は，互い
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 加藤[1953] 56-57 頁。 
116
 White[1948] pp.250-251；加藤[1953] 57-58 頁。  
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  1921 年以前の予算制度において下院では，Committee on Agriculture, Committee on 
Military Affairs, Committee on Naval Affairs, Committee on Indian Affairs, Committee on 
Foreign Affairs, Committee on Post office and Post Roads, Committee on Rivers and Harbors, 
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に独立して行動し，他の委員会と合同して単一の歳出予算を検討する機会を持ってい
ない。そして，各小委員会は，自己の可決した歳出予算法案の金額に対応する必要な
財源あるいは予期される収入との関連で予算法案を検討する必要もなく，また，そう
することの責任をも認めなかった118。また，歳出予算委員会は，これら各小委員会に
よって可決された予算法案を取りまとめて本会議に提出する機関であって，実質的に
審議する機関ではなかった。このような小委員会の管轄する歳出予算項目は決して多
くの人が同意しうる基準によって配分されたものではなく，便宜的あるいは政治的な
駆引の結果として配分されたものであった。一般的に，各小委員会の委員達は全般的
な行政に関係なく，自己が関与している特定の行政にのみ力を入れることによって，
あるいはその行政機関の便宜や立場を支持することによって，自己の党派の勢力をそ
の行政機関内へ移植することに努力した。つまり，国家全般の財政状態やその行政目
的に関係なく自己の利益をその行政機関の強化拡大の中に見出そうとしたのである
119。 
 また，議員の多くは，自己の選挙区に持ちかえる予算の金額によって自己の政治能
力が選挙民によって評価されるという信念で活動した。各行政機関の官吏となってい
た政党員は，自己の機関が要求する予算案をそのまま通過させるために直接に委員会
に出席できなかった。その代わりに利害集団や圧力団体の力を借りて，自己の要求事
項が委員会を通過するよう尽力した。結局のところ，歳出予算小委員会は，行政機関
の行動について完全な立法的統制よりも，行政機関との密接な連絡によって，利権法
案の通過やより多額の経費の獲得に努力するようになった120。 
 さらに予算審議における議会的な制度の一つの欠陥として指摘される制度がある。
それは，会計年度中に発生した予算不足額を補うための赤字予算法案は，各小委員会
ではなくすべて歳出予算委員会によって審議されなければならないという制度である。
通常の歳出予算を審議した各小委員会が，赤字予算法案を審議する権限を有しないと
いうことは，その特定の行政機関の活動を総括的に検討しえないことを意味している。
このような制度は，不当な行政機関の予算要求を慎重に検討することなく承認すると
いう傾向を助長した。このようにして，立法過程において，小委員会の委員が代表す
                                                                                                                                                                  
Committee on Appropriations，上院では，Committee on Agriculture and Forestry, 
Committee on Military Affairs, Committee on Pensions, Committee on Indian Affairs, 
Committee on Post office and Post Roads, Committee on Commerce, Committee on 
Appropriations の各委員会が見積額を検討し，歳出法案を提出する権限を有していた
(Willoughby[1927] pp.12-13, 16-17)。 
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  1865 年に歳入委員会と歳出委員会が分離されたためである（Wilmerding[1971] 
p.143；森[1979] 54 頁）。 
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 加藤[1953] 60-62 頁。 
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る利害について多くの妥協や取引といった政治慣行を可能ならしめる舞台を提供した
のである。このような腐敗した慣行を防止する制度を議会は企図せず121，むしろ，こ
のような議会的な制度を特殊利益の確保手段として活用していた。このため，議員達
は，自己が代表している特殊集団や出身地の利益になる予算法案を「お土産」として
持ち帰るために国庫へ向かって殺到し，国庫を浪費した122。 
 このような議会手続きのために，各小委員会の委員でさえ国家全体としての予算法
案のみならず，単一の省の予算法案すら統一的に審議することができなかった。まし
てや国家予算法案の全体像は最終的に可決された予算法案が議会を通過するまで，誰
も知ることができなかったのである。各歳出予算小委員会で可決した予算法案は，順
次，本会議に提案され，本会議ではこれらの法案を委員会の報告通り承認するか，あ
るいは，改正したとしても予算の増額修正する以外の改正は行われなかった。むしろ
本会議における増額修正は，各政党の政策によって常に強力な支持が与えられて成立
していた123。 
上記のように，下院における予算法案の審議の欠陥について言及してきた。上院に
ついては，下院とほぼ同様の手続きがなされ，同様の政治的な腐敗慣行がなされてい
たことを述べるにとどめる。以上で示してきたような欠陥があったにもかかわらず，
問題点の改善は 1921 年の予算制度の確立まで先延ばしにされてきた。  
 
第 3 節 従来の予算制度に対する改革への動き  
 
上述してきたような欠陥のある予算制度が採用され続けてきた背景には，多くの理
由があるが，Willoughby[1927]は次のような理由を挙げている。  
 
1.行政管理的な技術に関心が払われなかった。  
2.連邦財政が比較的に健全な状態であった。  
3.連邦税のほとんどが間接税であったため国民は租税負担を重いと感じなかった。  
 
上記のような理由があったのであるが，19 世紀末から行政府の組織や手続きの非効
                                                        
121
  歳出委員会の負担が過大なものとなっており，各支出ごとに個別の法案が必要とな
って，細目の監視は不可能となった。また，1880 年代の国庫の剰余金の発生（【図表
2-1】を参照）が腐敗した政治慣行を防止するのにマイナスに作用したと考えられる。
このような剰余金の発生によって，連邦支出に対する議会および国民の監視の制度で
ある，予算・会計制度の整備とその実現を阻まれ，放漫な財政支出を促進するという
結果を招いたとの見解もある（Wilmerding[1971] pp.143-144,226-233；森[1979] 54 頁）。 
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率性が改革者たちにより公表され，改革者たちがスローガンとして掲げた「経済性と
効率性」を政府機関に対して求める革新主義運動が活発となり，予算制度の問題に注
意が向けられるようになった124。 
 
第 1 項 ドッカリー・コックレル委員会 
 
予算制度改革は行政内部の会計手続きの改善から始まった。1893 年の 3 月，議会は
ドッカリー・コックレル委員会を設置したのであるが，その相談役として会計士の
Charles Waldo Haskins と Elijah Watt Sells が参加している125。当該委員会は行政部内の
会計制度を調査し，必要な改善方法を報告することを議会から命じられていた。同年
の 9 月にドッカリー・コックレル委員会は報告書を提出，翌 1894 年にドッカリー法
（The Dockery Act）が制定された。当該法は，会計監査官の監督権を強化し，管轄権
を明確にした。さらに，会計監査官の上にコントローラーが置かれ，コントローラー
の下に会計に従事する官吏達を統合した。また，コントローラーは，各省の長官，あ
るいは支出官が提出した要求に対して事前決裁（advance decision）をなす権限を有し
ていた。しかし，コントローラーは議会に責任を負う独立官庁ではなく，財務省内の
官吏として残されたままであった126。 
 
第 2 項 キープ委員会（Committee on the Department Methods of Government） 
 
 ドッカリー法に続いて，1905 年には，Theodore Roosevelt 大統領127により会計帳簿
や会計方法を調査するキープ委員会が設置された。当該委員会の活動に参加した
AAPA（American Association of Public Accountants）のリーダーたちは，政府活動の統
制を確立する手助けために自分たちの会計技術を提供した128。この委員会は，行政機
関の行政管理方法や行政活動に関する報告を作成し，特に，複式簿記による新しい会
計方式を行政機関が採用することの有用性や財務報告において用いる会計形式の改善
に重要な貢献を果たした129。 
 キープ委員会より前に行われた行政機関の調査では会計システムの分析が行われる
ことはなかった。キープ委員会は，収入と支出の担当官が監査のために提出する帳簿
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 Miranti[1990] p.36. 
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に用いられている記帳方法，および，財務省で用いられる簿記のシステムの調査。さ
らに，政府活動における原価記録（cost keeping）を利用することができるかどうかの
調査をも行った130。その調査により，不必要な書状や無用な記録が大量に見出された
だけでなく，従来の記録保持の方法ではコストも手間もかかり，また，保管方法の問
題もあることが判明した。例えば，ある事務所の簿記のシステムでは 400 もの元帳が
要求されていた。また，不必要な業務を行うために，2 から 4 人の事務員が全く同様
の作業をしていることも判明したのである。このような問題の調査の背後には，一般
企業の慣行からの多大な影響があった。とりわけ政府活動における原価計算（cost 
accounting）の試みは科学的管理から大きな刺激を受けたようである131。 
 ドッカリー法やキープ委員会は，会計や会計監査における無駄や，官僚的形式主義
を排除することにより行政能率の向上を期待したのであるが，議会はこれらの管理技
術を十分に活用しなかった。議会は行政と財政とが関係しないものとして取扱い，ま
た，会計責任を行政機関に課さなかったのである。このため議会は，ほとんどの行政
機関に普遍的であった予算不足を防止することができなかった。議会は，毎年増加す
る赤字歳出予算の要求に対して，赤字予算防止法（Anti-Deficiency Act）を 1906 年に
制定した。この法律は，各行政機関の長に相当広い自由裁量の余地を許していたため，
初期の目的であった経費統制の目的を達成することができなかった 132。これらの失敗
は，行政技術の改善のみでは，国家財政の負担を軽減できないことを物語っている。
このような失敗を踏まえて，財務行政の改革は，予算が事業計画であるとの認識のも
とに実行されなければならないことが主張されるようになる 133。しかし，このような
赤字歳出予算が毎年増加する背景には腐敗した政治の問題だけではなく，財政面の要
因もあった。 
  
第 4 節 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけてのアメリカ連邦政府の財政の状況  
 
アメリカ連邦財政は，1890 年以後，新しい局面を迎えていたといわれている。それ
は，1880 年代の連邦財政が，多額の国庫余剰金をいかに処理するかが問題となるほど
豊かなものであったのに対し，1880 年代末期以降は，連邦経費の一貫した膨張に租税
収入が追いつけない状態に変化した。このように連邦経費が南北戦争以降，減少し続
けていたものが 1880 年代の後半から一転して膨張傾向を示していることは，経費の膨
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張が構造的なものであったこと，つまり，この時期に連邦政府の機能に何らかの質的
な変化があったことを示唆している134。以下に 1885 年から 1914 年までの連邦政府の
歳入と歳出の状況を示しておく。  
 
【図表 2-1】 
1885 1886 1887 1888 1889
$181.5 $192.9 $217.3 $219.1 $223.8
112.5 116.8 118.8 124.3 130.9
29.7 26.7 35.3 35.9 32.3
$323.7 $336.4 $371.4 $379.3 $387.1
$23.8 $22.0 $22.1 $22.9 $25.6
5.4 1.3 7.1 1.6 2.0
32.2 30.2 30.8 31.5 33.2
16.0 13.9 15.1 16.9 21.4
10.5 4.1 7.8 7.0 11.2
56.1 63.4 75.0 80.3 87.6
6.6 6.1 6.2 6.2 6.9
51.4 50.6 47.7 44.7 41.0
58.2 50.9 56.1 56.8 70.4
$260.2 $242.5 $267.9 $267.9 $299.3
$63.5 $94.0 $103.5 $111.3 $87.8
1,864.0 1,775.1 1,657.6 1,692.9 1,619.1
1196.2 1,146.0 1,021.7 950.5 829.9Interest-bearing debt
Surplus・・・・・・・・・・・・・・・
Gross debt (end of year)
Expenditures:
 Foreign・・・・・・・・・・・・・・
 War・・・・・・・・・・・・・・・・
 Navy・・・・・・・・・・・・・・・
Federal Recipts, Expenditures, and Debt, 1885-1889
(In millions of dollars)
 Indians・・・・・・・・・・・・・・
 Interest・・・・・・・・・・・・・・
 Other ・・・・・・・・・・・・・・・
 Pensions・・・・・・・・・・・・・
 Other receipts・・・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・・・
 Civil・・・・・・・・・・・・・・・・
Receipts:
 Customs・・・・・・・・・・・・・
 Internal revenue・・・・・・・
 River and harbor・・・・・・・
 
（出所：Studenski and Kross[1952] p.203 の挿入表） 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
134
 穴見[1971] 218 頁。 
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【図表 2-2】 
1890 1891 1892 1893 1894 1895 1896
$229.7 $219.5 $177.5 $203.4 $131.8 $152.2 $160.0
142.6 145.7 154.0 161.0 147.1 143.2 146.8
・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ 8.6 11.3 11.2
6.4 4.0 3.3 3.2 1.7 1.1 1.0
24.4 23.4 20.2 18.2 17.1 16.7 19.2
$403.1 $392.6 $355.0 $385.8 $306.3 $324.5 $338.2
$23.6 $27.1 $25.2 $28.2 $26.9 $29.2 $28.4
1.6 2.0 1.7 2.0 1.7 1.7 1.6
32.9 36.4 33.9 34.8 34.7 31.9 32.7
22.0 26.1 29.2 30.1 31.7 28.8 27.1
11.7 12.3 13.0 14.8 19.9 19.9 18.1
106.9 124.4 134.6 159.4 141.2 141.4 139.4
6.7 8.5 11.2 13.3 10.3 9.9 12.2
36.1 37.5 23.4 27.3 27.8 31.0 35.4
76.6 91.4 72.9 73.5 73.3 62.4 57.2
$318.1 $365.7 $345.1 $383.4 $367.5 $356.2 $352.1
$85.0 $26.8 $9.9 $2.3 -$61.2 -$31.5 -$14.0
1,552.1 1,546.0 1,588.5 1,546.0 1,632.3 1,676.1 1,769.8
725.3 610.5 585.0 585.0 635.0 716.2 847.4
Receipts:
 Customs・・・・・・・・・・・
 Internal revenue・・・・・
 Other receipts・・・・・・・
 Interest・・・・・・・・・・・・
 Other ・・・・・・・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・
Expenditures:
 Civil・・・・・・・・・・・・・・
 Foreign・・・・・・・・・・・・
 War・・・・・・・・・・・・・・
 Navy・・・・・・・・・・・・・
Surplus・・・・・・・・・・・・・
Gross debt (end of year)
Interest-bearing debt
Federal Recipts, Expenditures, and Debt, 1890-1896
(In millions of dollars)
 Premium(on bond sales)
 Sale of public lands・・・
 River and harbor・・・・・
 Pensions・・・・・・・・・・・
 Indians・・・・・・・・・・・・
 
（出所：Studenski and Kross[1952] p.215 の挿入表） 
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【図表 2-3】 
1897 1898 1899
$176.6 $149.6 $206.1
146.7 170.9 273.4
24.5 84.8 36.4
$347.8 $405.3 $515.9
$23.7 $24.0 $24.7
2.1 2.5 22.6*
35.3 71.2 213.7
34.6 58.8 63.9
13.7 20.8 16.1
141.1 147.5 139.4
13.0 11.0 12.8
37.8 37.6 39.9
64.6 70.0 71.9
$365.9 $443.4 $582.4
$18.1 $38.0 $89.1
1,817.7 1,796.5 1,991.9
847.4 847.4 1,046.0
   Totals・・・・・・・・・・・・
Dificit・・・・・・・・・・・・・
Gross debt (end of year)
 Interest・・・・・・・・・・・・
Federal Recipts, Expenditures, and Debt, 1897-1899
(In millions of dollars)
Receipts:
 Customs・・・・・・・・・・・
 Internal revenue・・・・・
 Indians・・・・・・・・・・・・
 Foreign・・・・・・・・・・・・
 Other receipts・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・
Expenditures:
 Civil・・・・・・・・・・・・・・
Interest-bearing debt
 War・・・・・・・・・・・・・・
 Navy・・・・・・・・・・・・・
 River and harbor・・・・・
 Pensions・・・・・・・・・・・
 Other ・・・・・・・・・・・・・
 
*割譲地の代償としてスペインに対する 20 百万ドルの支払いを含む。 
（出所：Studenski and Kross[1952] p.236 の挿入表） 
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【図表 2-4】 
1900 1901 1902 1903 1904 1905 1906
$233.2 $238.6 $254.4 $284.5 $261.3 $261.8 $300.3
295.3 307.2 271.9 230.8 232.9 234.1 249.2
2.8 3.0 4.1 8.9 7.5 4.9 4.9
・・・・ ・・・・ ・・・・ 1.5 0.5 ・・・・ 0.5
・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ 0.4 0.4
35.9 38.9 32.1 36.2 38.9 43.1 39.8
$567.2 $587.7 $562.5 $561.9 $541.1 $544.3 $595.1
$10.2 $11.4 $11.5 $12.6 $12.2 $12.2 $11.7
119.0 128.0 99.8 102.1 95.0 101.8 94.5
56.4 61.0 68.3 83.1 103.6 118.3 111.2
10.2 18.7 13.3 11.7 14.0 15.8 19.1
8.8 6.5 4.0 4.9 8.7 17.3 15.0
3.6 4.0 4.6 5.3 5.6 6.5 7.6
0.2 0.2 0.2 9.3 10.6 10.9 10.5
6.4 6.7 6.8 7.9 8.1 8.3 8.6
52.7 61.3 57.8 57.7 60.7 54.4 53.1
140.9 139.3 138.5 138.4 142.6 141.8 141.0
7.1 8.7 9.4 8.6 9.4 11.7 11.5
18.7 19.5 14.9 19.6 22.5 22.8 25.9
・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ 50.2 3.9 19.4
10.2 10.9 10.0 12.9 10.4 14.2 12.7
40.2 32.3 29.1 28.6 24.6 24.6 24.3
33.1 14.7 14.0 10.9 1.3 ・・・・ 1.4
3.4 1.3 3.0 3.4 4.4 2.8 2.5
$521.1 $524.5 $485.2 $517.0 $583.9 $567.3 $570.0
$46.4 $63.1 $77.2 $44.9 -$42.6 -$23.0 $24.8
2,137.0 2,143.3 2,158.6 2,202.5 2,264.0 2,274.6 2,337.2
1023.5 987.1 931.1 914.5 895.2 895.2 895.2
 District of Columbia
 Premiums・・・・・・・・・・
 Other ・・・・・・・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・
Surplus・・・・・・・・・・・・・
Gross debt (end of year)
 Indians affairs・・・・・・・
 Interest・・・・・・・・・・・・
 Panama Canal・・・・・・
Interest-bearing debt
 Public-land sales・・・・・
 Interior・・・・・・・・・・・・
 Post office・・・・・・・・・
 Agriculture・・・・・・・・・
 Commerce・・・・・・・・・
 War・・・・・・・・・・・・・・
 Navy・・・・・・・・・・・・・
 River and harbor・・・・・
 Pensions・・・・・・・・・・
 Justice・・・・・・・・・・・・
 Treasury・・・・・・・・・・
Panama Canal・・・・・・・
 Miscellaneous・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・
Expenditures:
 Legislative and Excutive
Federal Recipts, Expenditures, and Debt, 1900-1906
(In millions of dollars)
Receipts:
 Customs・・・・・・・・・・・
 Other excise・・・・・・・・
 Premium(on bond sales)
 
（出所：Studenski and Kross[1952] p.264 の挿入表） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
43 
 
【図表 2-5】 
1907 1908 1909 1910 1911 1912 1913 1914
$332.2 $286.1 $300.7 $333.7 $314.5 $311.3 $318.9 $292.3
・・・・ ・・・・ ・・・・ 21.0 33.5 28.6 35.0 71.4
269.7 251.7 246.2 269.0 289.0 293 309.4 308.7
7.9 9.7 7.7 6.4 5.7 5.4 2.9 2.6
1.5 ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・
1.2 1.1 0.7 3.2 1.8 3.0       4.1 0.7
53.4 53.2 49.0 42.3 57.3 51.3 53.8 59.0
$665.9 $601.8 $604.3 $675.6 $701.8 $692.6 $724.1 $734.7
$12.2 $14.2 $14.2 $14.1 14.0$   13.6$   13.9$   14.1$   
101.5 109.7 129.0 129.2 128.7   115.6   121.1   127.4   
97.8 118.7 116.3 124.0 120.7   136.4   134.1   140.6   
26.1 25.5 24.9 22.0 23.1     24.0     22.4     22.7     
10.1 15.3 21.6 10.1 1.8       3.5       3.2       2.2       
10.5 13.5 16.3 17.0 17.7     19.5     20.5     22.2     
11.0 14.9 14.3 19.2 18.5     14.5     11.3     11.0     
・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ 3.3       3.8       
9.4 9.1 9.1 9.6 9.5       9.7       10.4     10.2     
55.7 64.2 61.7 66.1 66.4     65.9     62.1     60.1     
139.3 153.9 161.7 160.7 158.0   153.6   175.1   173.4   
11.4 12.2 14.8 11.7 12.3     13.0     12.8     12.8     
23.3 30.2 34.4 29.0 33.6     35.5     41.5     48.3     
27.2 38.1 31.4 33.9 37.1     35.3     41.7     34.8     
15.2 14.6 15.7 18.5 20.9     20.1     20.3     20.2     
24.5 21.4 21.8 21.3 21.3     22.6     22.9     22.9     
0.2 ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・
3.7 3.7 6.8 7.2 7.5       7.1       7.9       8.5       
579.1$ 659.2$ 694.0$ 693.6$ 691.1$ 689.9$ 724.5$ 735.2$ 
86.7$   -57.3 $  -89.4 $  -18.1 $  10.6$   2.7$     -0.4 $    -0.4 $    
2,457.2 2,626.8 2,639.5 1,546.0 2,765.6 2,868.4 2,916.2 2,912.5 
894.8   897.5   913.3   913.3   915.4   963.8   965.7   968.0   
Surplus・・・・・・・・・・・・・
Gross debt (end of year)
Interest-bearing debt
 Corporate excise and
  income tax・・・・・・・・
 Panama Canal・・・・・・
 Indians affairs・・・・・・・
 Interest・・・・・・・・・・・・
 Premiums・・・・・・・・・・
 Other ・・・・・・・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・
 Labor・・・・・・・・・・・・・
 Justice・・・・・・・・・・・・
 Treasury・・・・・・・・・・
 Pensions・・・・・・・・・・
 District of Columbia
 River and harbor・・・・・
 War・・・・・・・・・・・・・・
 Navy・・・・・・・・・・・・・
 Interior・・・・・・・・・・・・
 Post office・・・・・・・・・
 Agriculture・・・・・・・・・
 Commerce・・・・・・・・・
 Premium(on bond sales)
Panama Canal・・・・・・・
 Miscellaneous・・・・・・・
   Totals・・・・・・・・・・・・
Expenditures:
 Legislative and Excutive
Federal Recipts, Expenditures, and Debt, 1907-1914
(In millions of dollars)
Receipts:
 Customs・・・・・・・・・・・
 Other excise・・・・・・・
 Public-land sales・・・・・
 
（出所：Studenski and Kross[1952] p.264 の挿入表） 
 
連邦政府の経費が減少傾向から増加傾向へと転じた 1880 年代後半期から 1912 年ま
での連邦の機能は，（1）1900 年頃から特に目立つようになる内政的な諸機能の増大，
および，（2）1890 年代になって急速に具体化してきたラテン・アメリカおよび東ア
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ジアへの対外進出政策135によって特徴づけられる136。 
第 1 に，内政的な諸機能の増大とは，具体的には，農業・天然資源の保護育成，ト
ラスト規制，労働者保護行政等を指す。そうした諸機能が政策理念として積極的に承
認されるようになったことは，それまでの連邦政府の行動における理念（国内の私的
活動領域には干渉しないこと）からの転換137を示しており，その意味で，連邦政府機
能の原則的な変化であったといえる138。 
第 2 に，対外進出政策の具体化は，海外市場の拡大の必要性が，この時代に切実な
ものになってきたことにその基本的な理由があると思われる。海外市場の拡大は，単
に経済的な必要性からのみならず，経済の進展を通じて社会的政治秩序を維持する必
要からも要請されていた。また，農民も，農業不況に直面し，ヨーロッパ以外の市場
を求めていた。こうした社会的背景の中で 1890 年代以降，ラテン・アメリカおよび東
アジアへの対外進出政策が具体化されてくる。したがって，この時期の対外進出政策
も，新たな性格の連邦政府の機能を示しているといえる139。 
以上のような連邦政府の新たな諸機能は，連邦政府の経費にも反映され，連邦政府
の各種の内政費が大きな増加を示している。このことは，新たな「社会的」諸機能の
拡大を反映しており，また，軍事費（とくに海軍費）の絶対的にも相対的にも著しい
                                                        
135
   有賀[1974]によると，1868 年，スペインの植民地であるキューバで革命が生じた。
キューバの内乱が長期化すると，アメリカの新聞がキューバにおけるスペイン軍の非
人道的な行動を盛んに書きたてたことも手伝って，アメリカ人の中にはキューバ人へ
の同情が高まり，キューバ干渉論が高まってきた。とくに，1898 年 2 月にアメリカ市
民保護の名目でハバナに碇泊していたアメリカの軍艦メイン号が，原因不明の爆発事
故で沈没したことは，アメリカ人を刺激してキューバ干渉論に油を注ぐこととなった。
1897 年に大統領となった McKinleyは，スペインに対してキューバに自治を与え，内乱
を終結させるよう要望し，外交を重ねたが，1898 年 4 月，戦争もやむなしと考え，開
戦を示唆する教書を議会に送り，議会は大統領にスペインへの武力行使権を与えた。
スペインにはアメリカと戦う力がなく間もなく休戦を希望したので，戦争は 4 か月た
らずで終わった。アメリカは講和条約で，キューバにおけるスペインの主権を放棄さ
せるとともに，プエルト・リコ，フィリピンおよびグァム島をスペインから獲得した。
こうしてアメリカは，カリブ海地域における立場を強化し太平洋における足場を固め
た（有賀[1974] 130-131 頁）。 
136
 穴見[1971] 220 頁。 
137
   この転換は，Roosevelt 大統領が主張した「スクエア・ディール」というスローガン
に表れている。これは，国民の社会経済的問題について政府が公共の利益のために積
極的に関与するという考えである。具体例としては，1902 年の炭鉱労働者のストライ
キの際には，頑迷な炭鉱経営者を説得して解決に導き，また食品・薬品工業の監督，
鉄道賃金の規制，自然資源の保護等の政策の立法化をしたことである。さらに，
Roosevelt 大統領はそれまでほとんど活用されなかったシャーマン反トラスト法を発動
して悪名高いいくつかのトラストを告発し，それらを解散に導いた（有賀[1974] 141
頁）。 
138
 穴見[1971] 220-221 頁。 
139
 穴見[1971] 221-222 頁。 
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増加とパナマ運河費140は，対外進出機能を反映している。とはいえ，連邦政府の新た
な諸機能を政府内で推進した大統領達（Roosevelt および Taft141）が必要とみなした程
度までそれら新たな機能が十分であったことを意味していない。Taft 大統領が，収入
を増加できないという理由から現在なしえない業務を実行可能にすることが，政府の
資金節約の目的であると言明していることを考えると，それら諸機能のために十分な
資金が与えられていないと考えられていたといえるだろう142。 
これら新たな機能に関する支出の増大に対応して，租税収入を増大できなかった。
その理由は，第 1 に，この時期においても連邦租税収入の半ばを占めていた関税収入
は，もともと，関税が収入目的のためというよりも第一義的には，産業保護を目的と
して設定されていたためであることと，その性格上，景気に左右されやすかったゆえ
に，経費の増減に応じて弾力的に調整し難かったためでもあった。しかも，20 世紀に
入ってからの関税改革は，保護緩和の傾向をもつものであったので，経費の膨張に，
関税収入の伸びは対応しえなかった。第 2 に，90 年代以降の連邦租税収入において 4
割台を占めている，酒税，たばこ税143は，その大衆課税の性格からして増税が困難と
なっていた144。 
したがって，経費の膨張に対応するために，弾力的な税収と公平との期待にこたえ
る税として所得税が要請されたのであった。1909 年の法人免許税はその端緒をなして
いたのである。従来の連邦の関税・内国消費税や州・地方の一般財産税が大会社より
は個人企業に，トラストよりは非トラストに相対的に不利な負担をもたらす性格をも
っていた。それゆえ，共和党内の保護関税論者等からは，関税の緩和によって対外競
争の脅威にさらされたうえ，それに代わる法人税の負担により企業は二重のマイナス
をこうむるとして法人免許税は強く反対されていたのである。したがって，この法人
免許税は，税収としてはあまり大きなものをもたらさず（1910 年の連邦租税収入中に
占める比率で 3%）145，むしろ，トラストへの法人税の賦課の意図を示すことによっ
て，結果的にはトラストに対する非難・攻撃を回避するもしくは緩和させるための巧
妙な方策たる性格を持つものであったといえる。このような税負担の不均衡に対する
不満が中間層の中で高まっている当時の状況の中で，税収増加を図ろうとすれば，大
                                                        
140 【図表 2-4】および【図表 2-5】を参照。1903 年にパナマとの条約によりパナマ運河
地帯の永久租借権を取得している（有賀[1974] 149 頁）。 
141
  William Howard Taft は 1909 年に第 27 代アメリカ合衆国大統領に就任し 1913 年まで
在職（田中[2008] 964 頁）。 
142
  Report of the Commission on Economy and Efficiency on the Subject of the Need fo r a 
National Budget [1912] p.148；穴見[1971] 222 頁。 
143
 【図表 2-4】および【図表 2-5】の Other excise を参照。 
144
 穴見[1971] 218-219 頁；斎藤[1978] 63 頁；斎藤[1979] 73-74 頁。 
145
 【図表 2-5】を参照。  
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資本への直接課税しか方策はない状態であった。しかし，共和党保守派を基盤とする
大統領（Roosevelt や Taft）にとって，収入の不足を一挙に解決するほどの規模でそう
した方策を導入することは不可能であった146。このような理由から，連邦支出の管理
のために事業計画に基づいた予算制度の確立が要請されるようになって来たのである。 
 
小括 
 
連邦政府の機能の増大と対外進出に起因する支出の膨張に対して税収増加を図ろ
うとすれば，大企業への直接課税を行う以外には方法がない状態であった。しかし，
税負担の不均衡に対する不満が中間層の中で高まっている当時の状況の中で，共和党
保守派を支持基盤とする大統領（Roosevelt や Taft）にとって，収入の不足を一挙に解
決するほどの規模での税収増加の方策を導入することは，自身らの支持層を考慮する
と不可能であった。さらに，このような政府機能の急激な拡大は，当時の連邦政府の
行財政制度に内在する欠陥と結合し，連邦行政の混乱と浪費を生み出し，これらが支
出の増加に拍車をかけた。また，当時の連邦政府の予算制度において，議員達は自己
が代表している特殊集団や出身地の利益になる予算法案を「お土産」として持ち帰る
ために国庫に向かって殺到し国庫を浪費していたのである。また，大統領および財務
長官が予算の見積・編成に関する権限を保持しておらず，行政部門の各部局の予算要
求は厳密な査定を受けることなく議会に提出される事が常であった。このような制度
上の欠陥は行政機能の急速な拡大の過程で，行政各部門の予算要求に関する統一的な
調整の欠如や水増し，委員会相互の資金争奪戦，歳出決定に関する両院間の紛争，組
織・機能の重複等の事態を激化させ，行政の無計画と浪費を促進した147。このような
背景のもとでアメリカ連邦政府における行財政改革の運動は進展を始める。アメリカ
連邦政府における行財政改革，とりわけ予算制度改革に強い影響を及ぼしたのは「経
済性と効率性に関する大統領委員会（Presidential Committee on Economy and Efficiency）
（通称：タフト委員会（Taft commission））」である148。次章では当該委員会につい
て考察する。 
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第 3 章 予算制度に関するタフト委員会の思考  
 
開題 
 
連邦政府の機能の増大と対外進出に起因する支出の増大は，予算概念の変革をもた
らしつつあった。予算制度の改革運動は，州および地方政府での行財政改革により促
進された。とりわけ，ニューヨーク市地方自治研究所（New York Bureau of Municipal 
Research）は，予算制度の改革運動の先駆的な役割を果たしたと言われている。この
研究所の主要なメンバーであった F. A. Cleveland が委員長を務めた「経済性と効率性
に関する大統領委員会（Presidential Committee on Economy and Efficiency）」（以下，
タフト委員会と呼ぶ）の報告書が，連邦予算制度の改革運動の進展を決定づけた。こ
のタフト委員会は時の大統領であった Taft 大統領により 1910 年に設置された大統領
委員会である。当該委員会は，連邦政府の行政組織，行政管理方法，財政的な手続き
を 2 年にわたり調査し，1912 年にその結果を報告している。この報告書は『国家予算
の必要性（Need for National Budget）』と題するものである。本章では，この『国家予
算の必要性』を考察する。  
 
第 1 節 タフト委員会による大統領への報告の概要  
 
 事業計画（program of business）としての予算の立案のためにタフト委員会は大統領
へ六つの勧告を行っている。それは以下のようなものである。  
 
Ⅰ. 大統領は行政府の憲法上の長として，毎年，議会に対して通常会期の開始後の最
初の月曜日までに予算を提出するものとする149。 
 
Ⅱ. 提出される予算は以下のものを含んでいるものとする150。 
(a) 予算教書（budgetary message）。予算の中で注意が喚起される提議の重要性に
ついて明記している。 
(b) 財務報告の要約（summary of financial statement）。以下の内容に関する簡潔な
要約を明記している。 
(1) 財政状況 
(2) 歳出予算の状況および一般基金（general fund）のみならず他の政府の基金
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 United States House of Representatives [1912] p.7. 
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 United States House of Representatives [1912] p.7. 
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の状況とも関連している他の事実  
(3) 前年度の歳入および歳出の計算書  
(4) 一般基金の剰余金についての予算提議だけでなく前年度の財務政策によ
る効果を示す報告書  
(c) 支出の要約。支出の目的ごとに分類されたもので，政府と関係する契約や購入
に関して明記している。 
(d) 見積の要約。以下の内容を明記している。 
(1) 数年分の歳入について，見積額が実際額と比較されたもの。 
(2) 数年分の歳出について，見積額が実際額と比較されたもの。 
(e) 法改正についての要約。行政が経済的で効率的に公的業務を遂行するために，
どのような立法がなされるべきであると考えられるかについての要約である。
すなわち，基本法の中での変化に関して，もし，行政が経済的で合理的に公的
業務が遂行されるならば，歳出へもそれが影響することを明記するものとなる。 
 
Ⅲ. 財務長官は，以下のような，予算も含んだ全般的な要約および行政府の決定もし
くは提案を支持する詳細な報告書を提出することが要求される。これは，執行府
や立法府に対して歳入および歳出の増減等に注意を喚起するためである151。 
(a) 歳出予算見積書（book of estimates）。予算に含まれている歳出の見積の要約
について，それを支持するような詳しい説明を含む。 
(b) 統合した財務報告（consolidated financial report）。5 年分の歳入に関する詳し
い報告書と，統合された歳出についての報告書を含んでいる。説明的な事柄
に関して，歳入，歳出，もしくは他の執行府と立法府の注意が向けられるべ
きであると考えられる点と関連する部分において，その増加もしくは減少に
注意を向ける必要がある。  
 
Ⅳ. 各省庁の長官は，財務長官および議会に対し，年次報告の提出が要求される。他
の報告書も加えて，それらの報告書には，業務の分類によるだけではなく，歳出
配分承認によって費やされた額を示す分類された支出額の詳細も含んでおり，あ
わせてそれらは，土地や建築物も含む備品，資産などの増加額，もしくは減少額
についてもその報告書に含まれている。同様に，他の資料，もしくは効力のある
統計およびコメントによってもそれらは示されなければならない。それに加えて，
政府が行う契約と購入についても同様であり，これらに関連する行政の業務が経
                                                        
151
 United States House of Representatives [1912] pp.7-8. 
49 
 
済的で効率的に行われた結果を示す必要がある152。 
 
Ⅴ.  大統領および各省庁の長官は，継続的に記されている勘定や作成されたレポート，
そして，見積が提出される以前に数え上げられた異なる状況，関係，結果を考慮
するために必要な情報を得させるため，見積の作成が要求されるという命令が出
される。つまり，大統領は議会に対して，行政府を議会の要求に従わせることが
できるような法律を制定するよう助言するということになる 153。 
 
Ⅵ. 大統領は，政府に現在の業務の契約における，執行府の自由裁量権による取引よ
り生まれた利益そのものを利用させるような歳出予算法案の形式の変更を審議
するよう議会に勧告した。なぜなら政府が経済的で効率的に業務を遂行し，そし
て，そのような自由裁量権の行使の機能を停止するために責任の所在を明確に定
めて行政活動を成し遂げなければならないからである154。 
 
タフト委員会は上記の六つの勧告を行っているわけであるが，続く部分においてタ
フト委員会の予算に関する思考をさらに考察する。  
 
第 2 節 歳出予算法（Act of Appropriation）と予算（Budget） 
 
 歳出予算法（Act of Appropriation）は基金（Funds）を承認する目的のみではない。
その本質は行政府によって実施されるために議会により発行され，大統領の行政運営
に関する法的資格に基づいて承認された命令である。それゆえ，行政府を管理する権
限は議会に属している155。 
 一方の予算（Budget）は立法府に権限が属している歳出予算法とは異なり執行府に
多くの機会を付与している。政府の活動は高度に技術的かつ複雑なものであるので政
府に必要な活動と技術は執行府のみが知っている。つまり，立法府では，直接，業務
に携わる行政府のように業務を遂行することも，公共サービスや行政技術的な必要に
対して実態に即した判断を下すこともできないということである。それゆえ，予算は
執行府の長（大統領）に事業の必要性を言明する機会を付与するものである156。 
では，予算においての立法府と行政府のメリットはどのようなものであろうか。ま
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ず予算において観念される立法府の立場を述べておくと，立法府は議会で決定された
政策に関して行政府へ専門的な助言を与えるという立場である。よって，予算は各行
政部門の長の決定を支持するために必要な提案や申立てを行う責任を各行政部門の長
に負わせるゆえに，予算は議会においてメリットがある。一方の行政府における予算
利用のメリットは，予算を通じて国民福祉の構想を考慮するために必要な具体的なデ
ータを提示することにより，行政府が行う歳出予算の要求を支援する能力が付与され
る点である157。 
しかしながら，先に述べたような予算がない状態でアメリカ合衆国は 100 年以上も
の間，政府活動を行っていた。つまり，明確な事業計画もなく政府を運営していたの
である。確かに，支出および収入の報告書は作成されていたのであるが，その報告に
基づいて次期に必要とされる基金の金額を決定することは稀であった。それゆえ，タ
フト委員会は予算形式による年次計画を提案しているのであるが，この年次計画を実
践するならば以下の五つの結果を得られるとしている158。 
 
Ⅰ. 大統領に将来の国政の明確な活動の計画立案を可能ならしめる。  
Ⅱ. 行政府に提出した計画に対する責任を負わせる。 
Ⅲ. 議会に，行政府から提出された計画の検討とその遂行に対して責任を負わせる。 
Ⅳ. 立法府の一部として，大統領に，行政府から提出された計画が議会のイニシアチ
ブにより承認されたものであるかどうかを判断する責任を負わせる。 
Ⅴ. 行政府の長として，大統領に，各行政部門の長官に計画遂行の許可を出したのか
否かを判断する責任を負わせる。  
 さらに，同委員会は，大統領が議会に提出する年次予算は以下の五つの項目から成
るべきであると勧告している。続いて，下記ⅠからⅤについてタフト委員会は説明を
加えている。しかし，Ⅴについては本研究の目的とは異なる部分が含まれるので言及
は避ける159。 
 
Ⅰ. 予算教書。 
Ⅱ. 要約された財務報告。 
Ⅲ. 契約と購入に関する報告。  
Ⅳ. 要約された予算見積。 
Ⅴ.（行政府により提案された）法律改正についての要約。 
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第 3 節 大統領による年次予算の教書が必要とされる理由  
 
 立憲国家を形成する基本的な目的の一つは，国民への責任を果たす国家を揺るぎな
いものとすることである。よって，予算が大統領によって提出されねばならない理由
は，憲法によって行政活動の責任を負っている者が大統領ただ一人であるからである。
大統領は議会から選出された首相ではなく，有権者から直接に選出された大統領であ
る。それゆえに，現在に至るまで伝統的に保持されてきた政府活動に関して大統領が
責任を果たすことができない状態は正当性を欠いているのである。また，責任ある大
統領の執行権の確立は経済的で効率的な行政活動を確立するために不可欠である 160。 
 大統領が議会に予算教書を提出する際には，見積予算の内容を知っておく責任があ
る。そのために，財務長官は予算に含まれる見積項目を要約したものを大統領のため
に準備することをタフト委員会は勧めている。また，そのようにすることにより，大
統領およびその閣僚たちが聡明な行政活動を遂行することを可能にするのである。一
方，予算教書の提出を受ける議会の予算委員会も責任を帯びている。それゆえ，大統
領は議員達から懐疑の眼差しを向けられるべきである161。 
 従来の非集権的な予算システムでは，各省の長官達が自らの要求の承認を得るため
に最も好ましい議員を選んで予算の見積を提出していた。このような慣行は行政活動
の統一性を欠くこととなるだけではなく，経済的で効率的な行政活動を妨げるもので
ある。予算システムは，先のような慣行を明るみに出したうえで，それを防止し，明
確な行政管理のプログラムを発達させるのである162。 
 
第 4 節 従来の予算制度  
 
タフト委員会の予算報告書を考慮する前に，予算・会計法以前の予算報告書の特徴
を示しておきたい。1917 年時点では，予算報告書は財務長官により連邦議会へ提出さ
れている。この報告書の形式は，当年度の予算の見積と前年度の歳出予算の額とを比
較する形で作成されている。この報告書は内政機関（立法府，大統領府，国務省，財
務省，陸軍省，海軍省，内務省，郵政省，商務省，労働省，司法省），農務省，対外
交渉，陸軍の機関，海軍の機関，アメリカ先住民問題，年金，公共事業，郵政事業，
その他（印刷局や沿岸警備隊の予算等），恒久歳出予算，歳出予算の要約表の 12 の
報告書が作成されている。しかし，貸借対照表のように資産や負債の科目ごとに列挙
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されておらず，予算項目が組織単位ごとに羅列されているのみであった 163。さらに，
歳出額は歳入額を考慮して決定されることはなく，また，大統領は予算の作成に関し
て何らの権限も持っていなかったのである164。このような報告書からどのような報告
書に変更するようタフト員会は提案していたのであろうか。続く部分において，タフ
ト委員会において提案された予算報告書について考察する。  
 
第 5 節 要約した財務報告の形式に関する提案  
 
 議会は，憲法により財務計画を決定すべき責任が負わされている。それゆえ，議会
が知るべき財務情報は以下のものである。  
 
No.1. 現時点での財務の状況。 
No.2. 歳出予算および他の承認された支出の状況。  
No.3. 過年度の歳入および借入額の状況。 
No.4. 一般基金における剰余金の状況。  
 
上記４点は，次年度以降の予算を考慮する上で有用な情報となる。以下において各
予算報告書について解説を加えている165。  
なお，続く部分において報告書の形式を示している。タフト委員会によって示され
ている報告書の形式は詳細に各項目を示しているが，本論文ではタフト委員会の主張
を理解するために必要と思われる部分のみを取り出して報告書を示している。  
 
第 1 項 予算報告書（Budget Statement）No. 1. 
 
 手元にある資産と支払うべき債務の額を考慮した現在の財政状態の把握が必要で
ある。それゆえ，予算報告書に貸借対照表または，現在の資産と負債に関する報告書
（statement of current resource and liability）を加えるべきであることをタフト委員会は
提案する。タフト委員会により提案された現在の資産と負債に関する報告書の形式は，
財務省により【図表 3-1】のように検討された。 
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【図表 3-1】Budget Statement No. 1. -current balance sheet, showing assets, liabilities, and 
reserves. 
 Balance 
191- 
Increases Decreases Balance 
191- 
1.Cash     
   In Treasury and subtreasuries     
      …     
2.Reserves against cash     
   Trust obligations, cash, requirements     
      …     
2. Cash available for meeting general fund  
liabilities 
    
4.Amounts payable by the Government     
  Public invoices and other accounts payable     
      …     
5.Net cash available for general-fund purposes     
6.Amounts due to the Government     
7.Current surplus or deficit     
（出所：United States House of Representatives [1912] p.150 の挿入表を筆者が修正）。 
 
 【図表 3-1】の 1.から 7.の項目は次年度の財務計画の問題と関係している。これら
の項目が示す内容は以下のものである166。 
 
1.Cash 財務省および支出管理者の手元にある現金。  
2.Reserves against cash 法律により創出された信託基金や特別基金への返済のために
取分けられなければならない現金の額を示している。  
3.Cash available for meeting general fund liabilities 一般基金の債務の支払に充当でき
る現金の純額。  
4.Amounts payable by the Government これは支払債務の総額を示している。  
5.Net cash available for general-fund purposes 一般基金に利用可能な現金の純額。 
6.Amounts due to the Government 一般基金における，政府によって支払われるべき賃
借料等の総額と政府が受取ることができる勘定の総
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額。 
7.Current surplus or deficit これは次年度の予算の要求額を増額または減額するために
必要な情報である。 
 
【図表 3-1】の見積り報告書において示されている情報は，帳簿および種々の報告
書から作成される。しかし，これらの財務情報はタフト委員会が調査した時点では，
正確かつ定期的に作成されていない。このようにタフト委員会が述べるのは，議会と
行政府は，政府の財務を考慮するために十分な条件下にあるとは言えないからである。
タフト委員会によると，その理由が以下の 7 点に集約されるとして，問題点を指摘し
ている167。 
 
Ⅰ. 歳出予算について尋ねられるとき，また，歳入および歳出について尋ねられると
きに，財務長官による年次報告書ではなく，現在の財政状態であると称される正
規の手続きを踏んで提出されたわけではない報告書が考慮される。報告書とは，
財政状態について財務省長官の年次報告書がある限りにおいては，それを除いて，
現在の財政の状況を示すことを目的としているものであり，それが提出されない
ことが考慮されなければならない。 
Ⅱ. 年次報告書では，責任に応じるための金額が不正確に記述されている。その理由
は，財務省の職員は，簡単にその手段を知るすべがないからである。  
Ⅲ. 政府における会計は，債務に対する現金の過不足についての正確な情報を定期的
に提供していない。  
Ⅳ. 政府職員は，政府に支払われるべきどのような勘定が存在するのかを知る方法が
なく，また，流動資産の総額がいかほどかをも伝えることができない。  
Ⅴ. 政府職員は，政府によって支払われるべき総額がいかほどかを知らず，また，そ
れらを報告する手段を持っていない。なぜならば，中央に情報が集まらないから
である。 
Ⅵ. 財務省によって議会と政府職員へ提出される唯一の情報は債務の額のみである。
しかし，支払期限が既に到来しているが未だ支払われていない債務の額は報告さ
れず，また，期限到来済みの未計上の公債についても報告されない。  
Ⅶ. 提出された報告書は現在の剰余金および欠損金の額を正確に反映させておらず，
またそうすることができない。  
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第 2 項 予算報告書（Budget Statement）No. 2. 
 
 次期の政府の予算設定において重要な情報を提供するものは基金と歳出予算に関す
る情報である。基金と歳出配分承認に関する情報は，行政府が責任を持って適切な活
動を遂行させることを可能にするために，いかほどの追加的な予算の承認が必要であ
るかを考慮するために用いられる。基金と歳出配分承認に影響を与える取引，基金お
よび歳出配分承認の現在の状況に関する報告書の形式について財務省が提出したもの
は【図表 3-2】のようなものである168。 
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【図表 3-2】Budget Statement No. 2. –Fund balance sheet, showing condition of the general 
fund, of the sinking funds, special funds, and trust 
funds. 
 Balance 
191- 
In- 
creases 
De- 
creases 
Balance 
191- 
GENERAL FUND NET RESOURCES AND 
REQUIREMENTS. 
    
Net cash available for general fund purposes     
Amounts due to general-fund from bond funds     
Unrealized balance of Secretary’s estimate of general 
fund receipts for current year 
    
 Total general fund resources and requirements     
Excess of Unexpended appropriations over resources     
GENERAL FUND APPROPRIATIONS AND AUTHORIZATIONS.     
Unexpended balance of appropriations     
 Current-     
 Recurrent-     
Unencumbered balance of appropriations     
Unliquidated balance of encumbrances on 
appropriation 
    
BOND FUNDS.     
     
SINKING FUND.     
SPECIAL FUNDS.     
TRUST FUNDS.     
（出所：United States House of Representatives [1912] p.153 の挿入表を筆者が修正）。  
 
基金と歳出配分承認に関する情報を提供するために予算には以下の情報が包含さ
れるべきであると考えられる169。 
Ⅰ. 承認された一般基金における支払に必要な資金の額と現時点で利用可能な資産の
情報。 
Ⅱ. 基金において未払いの状態になっている歳出予算および他の歳出承認。  
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Ⅲ. 公債基金，減債基金，特別基金および信託基金の状況。  
Ⅳ. 契約に対する議会の承認および未承認の契約と事後承認が必要な契約に対する議
会の承認についての情報。  
 
 【図表 3-2】の情報もまた，帳簿及び種々の報告書から作成されるのではあるが，
現在，これらの財務情報についても定期的に作成されていない。また，現時点におい
て利用できない情報を具体的に述べるならば，【図表 3-2】の一般基金の Net cash 
available for general fund purposes. および Unrealized balance of Secretary’s estimate of 
general fund receipts for current year.の 2 項目。そして，【図表 3-2】に記載されていな
い情報である，契約および承認された債務負担の支払に充当するための一般基金の資
金の額についての情報の 3 点である。他方，唯一，一般基金において利用可能な情報
は，公債基金から一般基金へ支払われた額に関する情報のみである 170。 
 続いて，【図表 3-2】の項目について説明を加える。Net cash available for general fund 
purposes は一般基金の債務負担に充当できる現金の額であり，当該金額は【図表 3-1】
の Budget Statement No. 1.の剰余金の額と同額である。そして，Unrealized balance of 
Secretary’s estimate of general fund receipts for current year は歳出予算に対して見積もら
れた未実現の歳入額を示している171。 
また，Unexpended balance of appropriations は承認されたバウチャー（証憑書類）の
残高である。タフト委員会の調査時には，基金または歳出配分承認の勘定の内にバウ
チャーの残高が示されていない状態であった。各省庁の長官は，支払のために振出す
バウチャーの承認を行うのであるが，予算額を超えてバウチャーの承認を行っている。
このような慣行があるにもかかわらず，どれほどの額のバウチャーの承認がなされた
かを示すための記録は行われないのである。このような記録が行われないがゆえに，
財務省の職員は未だ支出されていない現金の残高を知らず，また，未だ支払われてい
ないバウチャーの額をも知らなかった。それゆえに，他の省庁に対してこれらの情報
を提供することもできなかったのである。財務省の歳出予算の元帳では，歳出予算に
対して承認されたバウチャーおよび支払が行われたバウチャーの記帳がなされてい
ない。このような未処理の残高は現在 2 億ドルから 7 億ドルにも及んでいる。それゆ
え，各省庁の会計担当の部署からの情報を収集するという骨の折れる作業によって承
認されたバウチャーを差し引いた歳出配分承認の額の情報を集める以外に道はない
ようである172。 
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第 3 項 予算報告書（Budget Statement）No. 3. 
 
 この予算報告書は，政府によってなされた支出の額および歳入の額に関して正確な
情報を提供するための報告書である。当該報告書には以下の情報が提供される。  
 
Ⅰ. 政府の歳入 
Ⅱ. 歳出は以下のようにはっきりと区分されるほどに分類される。  
a. 有形の資産を生じない歳出  
ⅰ.流動的歳出（Current expenses） 
a. 行政管理のための歳出  
b. 業務遂行のための歳出  
c. 維持管理のための歳出  
ⅱ.固定的歳出（Fixed charges） 
a. 年金のための歳出 
b. 利子の支払い 
c. 賃借料 
d. 他の歳出 
b. 有形の資産が生ずる歳出 
ⅰ.備品 
ⅱ.他の資産 
c. 資産を減少させる取引や損失  
d. 負債を減少させる歳出  
 
この予算報告書において示されている情報は，帳簿及び種々の報告書から作成され
る。しかし，これらの財務情報は現在，正確かつ定期的に作成されていない 173。 
 
第 4 項 予算報告書（Budget Statement）No. 4. 
 
 上記の三つの予算報告書の情報は，財務計画を考慮する上で不可欠なものである。
しかし，これらの情報はさらに次期の歳出および歳入の見積とも関係づけられなけれ
ばならない。この見積のために作成される報告書が予算報告書 No. 4.である174。 
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【図表 3-3】Budget Statement No. 4. –Present and estimated condition of the current 
surplus, showing the result of the financial policy of the Government during a 
period of years. 
Description. Item. Total. Surplus. 
1911.    
General-fund surplus, July 1, 1910    
Revenues for the fiscal year 1910-11    
Expenditures for the fiscal year 1910-11    
Excess of expenditures over revenues  or  
Excess of revenues over expenditures 
   
Less(or plus) borrowings    
Net increase(or decrease) in general-fund surplus during the fiscal  
year 1910-11 
   
1912.    
General-fund surplus, July 1, 1911    
Estimated revenues for the fiscal year 1911-12    
Appropriation for the fiscal year 1911-12    
Estimated excess of expenditures over revenues  or  
Estimated excess of revenues over expenditures 
   
Less(or plus) estimated borrowings    
Estimated net increase(or decrease) in general-fund surplus during  
the fiscal year 1911-12 
   
1913.    
Estimated general-fund surplus, July 1, 1912    
Estimated revenues for the fiscal year 1912-13    
Estimated appropriation for the fiscal year 1912-13    
Estimated excess of expenditures over revenues  or  
Estimated excess of revenues over expenditures 
   
Less(or plus) estimated borrowings    
Estimated net increase(or decrease) in general-fund surplus during  
the fiscal year 1912-13 
   
Estimated general-fund surplus, July 1, 1913    
（出所：United States House of Representatives [1912] p.162 の挿入表を筆者が修正） 
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 【図表 3-3】の歳出については行政府による見積りである。また歳入および借入につ
いては現時点で適用される法律を基礎として計上している。議会は予算報告書 No. 4.
を通じて【図表 3-3】にあるような各見積額を比較することにより，どれほどの額の
歳出の見積額を減らすことができるかを知ることができる。また，政府が目的を達成
するために歳入や借入をどれほど増やす必要があるのかをも知ることができる175。 
 大統領は予算報告書 No. 4.の情報から，歳入に関する法律を変更した場合に歳入額
にどのような効果が表れるのかを知ることができる。また，歳入に関する法律を変更
することなく欠損金に対応できる額を用意するために，いかほどの額の公債を発行す
るかについての教書の送付または間接的な助言を行うことができるかをも知ることが
できる。なお，公債の発行の際には，資産の購入や建設計画のための支出といった，
資産となるものへの支出のために公債の発行を行うことが望ましいと考えられる176。 
 
第 6 節 公的事業における経済性と効率性を考慮する際に必要となる情報  
 
第 1 項 経済性と効率性の意義と目的  
 
 今までの議論では，業務の経済性と管理の効率性について考慮してこなかったとし
て，ここでタフト委員会は経済性と効率性について以下のような定義を行っている。
「経済性とは基準に準拠することであり，またコストの測定を行う際の単位を意味し
ている。効率性とは，管理者が個人に適用すべき判断基準であり，また，政府の活動
が成果を上げるよう組織する際の基準となるものである」177。続けてタフト委員会は，
経済性と効率性の視点から業務の帰結が質的または量的に反映される報告書に対する
責任について考察している。すなわち経済性と効率性の導入により，コストの単位ま
た効率性の単位により業績を質的または量的に測定することを可能ならしめるのであ
る。もし，行政府の管理者に，政府の業務が効率的になるよう監督し統制する責任で
ある受託責任が生じるのであるならば，その責任を果たすためには完全かつ正確な情
報に頼るより他にないのである。立法府にもまた，政府の業務を経済性と効率性の点
から考察する責任がある。しかしながら，その責任は，行政府の管理者の活動を論理
的に検討し，また，その管理者が効率的かつ経済的な行動ができるような状況を整え
る責任である。立法府から見れば，公的基金や資産の管理に関する経済性の問題は行
政府にある。それゆえ，立法府は行政府に対して完全かつ正確な説明，または，実施
                                                        
175
 United States House of Representatives [1912] p.163. 
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してきた業務に関する報告書および将来の計画の見通しに関する報告書の提出を要求
する責任がある。さらに，立法府は公的基金の運用に関する将来の計画を検討する前
に，承認された基金が適切に運用されていたかを確認しなければならない。それは，
過去の経験を通じて将来の政策は形成されるべきであり，また，将来に必要となると
見積もられた額の資金が調達されねばならないからである178。 
 行政府が責任解除のために直ちに考察すべきであるとタフト委員会が考える主要な
対象は以下の二つである179。 
 
Ⅰ. 契約と購入における経済性と効率性  
Ⅱ. 公的サービスの提供のための組織と基金および物品調達の経済性と効率性 
 
以下において上記の二つの対象を考察する指針の一つとなる予算報告書 No. 5.を示
す。 
 
第 2 項 予算報告書（Budget Statement）No. 5.  
 
 契約と購入における問題の特徴は以下の通りである180。 
 
Ⅰ. 政府は，市場のあらゆるサービスや資材および備品の購入者である。  
Ⅱ. 政府は，事実上，国内のあらゆる市場から購入している。  
Ⅲ. 政府の活動は事実上，全領域の事業活動を包含しているので，サービス，物品や
備品は多種多様な目的で用いられている。  
Ⅳ. 行政府の管理者はしばしば，業務の細部に関する実践的な知識をほとんど持たな
い者を任命しており，現在に至るまで政府は，契約と購入に関して論理的に考慮
することを可能ならしめる報告書に注意を向けさせるいかなる手段をも持ってい
ない。 
 
 行政府が購入に関する経済性と効率性を管理するための能力は以下の四つの正確
な情報に依存している181。 
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Ⅰ. 購入された，もしくは，購入を提案されているサービスや物品の品質や正確な特
徴。 
Ⅱ. 購入物の目的への適合性。  
Ⅲ. 支払価格または支払いを提示された価格。  
Ⅳ. 価格へ影響を与える市場の状況。  
 
 政府のような機関における執行府の活動の領域は広く，また，購入品も多く，それ
ゆえ，その購入に係る活動は多くの職員（地方職員を含め）によって取扱われる必要
がある。しかし，それら職員は購入に関するノウハウを知らされることもほとんどな
いのである。議会も同様に，支出の内訳が分類されて明示されない限り，何がいくら
で購入され，また，その購入物が政策の目的との適合性がある物品または用益である
かについて経済性182の問題を考慮する際には不十分な状況にある。それゆえ，一般的
に，支出に関する情報（予算報告書（Budget Statement）No. 5.）は以下のように明確
に分類される必要があるとタフト委員会は考えている。  
 
a. Salaries and wages. 
b. Services other than personal. 
c. Material. 
d. Supplies. 
e. Equipment. 
f. Buildings and other than structures. 
g. Lands. 
 
上記のような分類のみでコストの分析ができるわけではないので，上記の分類項目
の中でさらに，用益や取引関係等の項目分けを行うことによって経済性の判断をする
ために取引を調査することが可能となる183。 
 大統領により行われた旅費に関する最新の調査から一会計期間における各省の旅
費の金額は 12 万ドルから 15 万ドルであることが明らかになった。もし，以前から上
記のような分類が行われ，また，勘定記録が正確に記録されていたならば，支出が報
告書から取り除かれていたとしても，勘定から見出すことができたであろう。報告書
中で上記のような項目分けがなされることは，議会や他の機関による調査における手
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引きを与えるもので，非常に望ましいものである184。 
 タフト委員会は，政府の支出における経済性と効率性について以下のように要約し
ている。大統領が議会に提出する予算報告書は議会にとって政府の活動を考察する際
の手引きとしての役割を果たしているが，政府の活動を経済性と効率性という視点か
ら見ることは非常に重要なことである点に変わりはない。この視点を持つことにより
大統領と各省の長官は部下の活動を調査することができる。それゆえ，行政府の各部
署は最初に（行政府による）友好的な内部調査と，それに続く，（議会による）敵対
的な年次調査を受けるという，この二重の調査方法から政府は恩恵を受けることとな
る。というのは，経済性と効率性という視点は，行政職員に効率性を確保すために不
可欠な情報を得る手段を与える。また，議会に対しては責任を追及する手段を与える
のである。そして，大統領の予算教書は議会に対して予算について考察すべき点に注
意を喚起する役割を果たすものである。しかし，それのみではなく，大統領と議会が
共同して各省，各部課局が効率的に公的サービスを提供できる状況を確保するために
大統領は予算教書を作成するのである185。 
 
第 7 節 大統領により提出される予算に関する見積要約表の形式に関する提案  
 
第 1 項 予算報告書に不可欠な内容  
 
 大統領によって検討されている予算報告書に不可欠な内容は以下の三つである。  
 
Ⅰ. 財務諸表の要約 
Ⅱ. 政府が行った事業に関する節約と浪費，効率と非効率についての要約  
Ⅲ. 見積りの要約 
 
なお，最後の見積の要約には，歳入および借入の見積と歳出の見積の両方が含まれて
いる186。 
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第 2 項 歳入および借入の見積（予算報告書（Budget Statement）No. 6.）  
 
 議会による歳入額の引き上げと公債の承認に関する判断を下す際の特徴を考慮す
ると，歳入と借入の要約表には以下の歳入項目が示されている必要があると考えられ
る。 
 
Ⅰ. Estimated revenues- 
a. For the next fiscal year (1913). 
b. For the current fiscal year (1912). 
Ⅱ. Actual revenues realized during- 
a. The last completed fiscal year (1911). 
b. The next to the last completed fiscal year (1910).  
c. The second to the last completed fiscal year (1909).  
 
すなわち，ここで提案していることは，歳入の見積りは少なくとも過去 3 年分の歳入
に関する経過を示すべきであるということである。なお，フィラデルフィア市では，
過去 5 年間の間接税からの歳入の平均を歳入額の見積りとするべき旨を法律で定めて
いる。また，歳入および借入の見積に際しては，国の福祉事業への有効性と国の生産
性への効果が考慮される。この歳入および借入の見積表は，見積もられた歳入と歳出
を比較した情報を提示するのである187。 
 
第 3 項 歳出の見積  
 
 行政府の職員は毎年，歳出に関する膨大な情報の詳細について正しく理解がなされ
ないままの状態で，議会に歳出予算の要求を出さねばならないといわれている。この
ような状況では，議会において幅広い政策の問題と関係する歳出予算の見積りを検討
することは不可能である。このような状況を打破すべく，議会が責任を負う多くの問
題に対処するために必要な明確かつ具体的な情報を提供するためにタフト委員会が提
案する報告書は，以下において説明を加える予算報告書（Budget Statement）No. 7.か
ら No. 13.である188。 
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1 予算報告書（Budget Statement）No. 7. 
 
 予算報告書（Budget Statement）No. 7.の目的は，過去 3 年間の実際の歳出額と今年
度および次年度の歳出額の見積りとの比較をした情報を提示することである。この報
告書の形式は以下の【図表 3-4】に示されている189。 
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【図表 3-4】Budget Statement No. 7. –summary of estimated expenditures of Government 
funds for the ensuing year and of allotments for the current year, compared with 
the actual expenditures for three years past, grouped by units of organization. 
Unit of organization. 
Reference to Book 
of Estimates. 
Estimates 
for 1913. 
Allotments 
for 1912. 
Expenditures for- 
1911 1910 1909 
Total       
The Congress:       
 Senate, including Vice 
President 
      
 House of Representatives       
 Joint Committees and Commission       
Capitol Buildings and Grounds       
Capitol Police       
Government Printing Office       
Library of Congress       
National Botanic Garden       
The President:       
The Executive Office       
 …       
Railroad Securities Commission       
The Judiciary:       
 Supreme Court       
…       
Court of customs Appeals       
Executive Departments:       
 States       
 …       
 Navy       
（出所：United States House of Representatives [1912] p.180 の挿入表を筆者が修正）  
 
2 予算報告書（Budget Statement）No. 8. 
 
 予算報告書（Budget Statement）No. 8.の目的は，組織および歳出予算配分の法案の単
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位での歳出と当期の歳出配分承認と次期の見積額とを比較した情報を提示することで
ある。この報告書の具体的な形式は【図表 3-5】に示されている。【図表 3-5】の最初
の欄を見てもわかるように【図表 3-4】の予算報告書（Budget Statement）No. 7.よりも
組織単位が詳細に分けられている190。 
 
【図表 3-5】Budget Statement No. 8. –Comparative statement of estimates for 1913, 
appropriations for 1912, and expenditures for 1911, showing for each 
organization unit the amount carried by each annual bill and by each class of 
other acts of appropriation. 
ESTIMATES, APPROPRIATIONS, AND EXPENDITURES OF GOVERNMENT FUNDS. 
Totals by bills. 
Amounts covered by estimates. 
Page of 
Book of 
Estimate 
1913 Page of 
Digest of 
Appropria
-tions 
1912 Page of 
report 
of 
expendi
-tures. 
1911 
Total  989,783,  1,008,602,  902,009,
, 
The Congress:       
Senate, including Vice President   8-17,37    
  Legislative, executive, and Judicial 
bill 
9-14,22      
…       
Deficiency bills       
House of Representatives   17-26,36    
… 14-17      
Joint Committees and Commission   34-37    
…       
Capitol Buildings and grounds       
… 13,15,88  12,19,35    
Capitol Police   16,25    
（出所：United States House of Representatives [1912] p.182 の挿入表を筆者が修正）  
                                                        
190
 United States House of Representatives [1912] p.181. 
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 この報告書の価値は，組織の様々な目的を遂行するための異なる歳出予算配分の法
案を通じて，その組織と関係する支出額の次期の見積額，当期の歳出配分承認の額，
過年度の実際の支出額を示すことができる点にある。例えば，【図表 3-5】の estimates 
for 1913 の総額の部分では 989,783,216.55 ドルであるがこれは政府全体の歳出の承認
のための基礎となる額である。そして，1912 年に実際に歳出配分承認された額が
1,008,602,850.63ドル，1911年に実際に支出された歳出額が 902,009.656.70ドルである。
同様の比較を各組織単位で行うことができる。また，1913 年の見積額と 1912 年の歳
出配分承認の額との相違について詳細に知りたい場合は，Page of Book of Estimate（歳
出予算見積書）および Page of Digest of Appropriations（歳出予算配分の要約）の欄に
掲載されているページを参照することにより，さらに情報を得ることができる191。 
 
3 予算報告書（Budget Statement）No. 9. 
 
 予算報告書（Budget Statement）No. 9.は，各組織によって遂行された事業の性質お
よびコストに関する問題に答えるための報告書である。この報告書より前に述べた報
告書では，政府機関によって遂行された事業の性質に関して示唆されることはなかっ
た。政策の決定を行う者の責任は遂行された種々の事業およびそのコストを素早く把
握することである。そのために，次期の見積額や当期の歳出配分承認の額および実際
の歳出額の情報を各組織によって遂行された事業ごとの関係性の観点から提示する手
段としての予算報告書（Budget Statement）No. 9.は以下の【図表 3-6】のように準備さ
れる192。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
191
 United States House of Representatives [1912] p.183. 
192
 United States House of Representatives [1912] p.185. 
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【図表 3-6】 Budget Statement  No. 9. –Recapitulation of estimates for 1913 and 
expenditures for 1911, by organization units and functions.  
ESTIMATES AND APPROPRIATIONS OF GOVERNMENT FUNDS. 
Organization units and functions. 
Page of 
Book of 
Estimate 
Estimates for 
1913. 
Expenditures 
for 1911. 
Executive Departments.    
Department of State    
 General function    
 Promotion of friendly relations with foreign 
nations and protection of American interests 
abroad 
 
  
 …    
Promotion of education, educational research, 
literature, art, and recreation 
 
  
    
Department of Treasury    
 General function    
 National defense by sea    
 …    
 Local government    
    
Department of War    
 General function    
 National defense by land    
 …    
Local government    
（出所：United States House of Representatives [1912] p.186 の挿入表を筆者が修正）  
 
 【図表 3-6】において 1912 年の歳出配分承認の欄がないが，これは歳出配分承認に
よって支援されている事業の性質をつきとめることができなかったためである。この
予算報告書（Budget Statement）No. 9.は，各省に割り当てられた事業を遂行するため
の組織の調整に関する政策の問題を考慮するための基盤となる情報を与えるものであ
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る。この要約された報告書の内容に関する詳細な情報は Book of Estimate（歳出予算見
積書）を参照することにより得ることができる193。 
 
4 予算報告書（Budget Statement）No. 10. 
 
 この予算報告書（Budget Statement）No. 10.は，同種の似通った事業を一まとめにし
て総額を表示するとともに，予算の見積りに先立って，各種の事業に執行された歳出
配分承認の額を提示することを目的としている。加えて，各種の歳出予算配分法案の
承認された歳出配分承認の額を提示している194。 
 
【図表 3-7】 
Committee. Bill. Amount. 
Appropriations Legislative, executive, and judicial  
Do Sundry civil  
Agriculture Agricultural  
Foreign Affairs Diplomatic and consular   
Military Affairs Army  
Naval Affairs Naval  
Rivers and Harbors River and Harbor  
Post Office and Post Roads Postal  
Various Permanent appropriations  
       Total   
（出所：United States House of Representatives [1912] p.187 の挿入表を筆者が修正）  
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
193
 United States House of Representatives [1912] pp.186-187. 
194
 United States House of Representatives [1912] p.187. 
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5 予算報告書（Budget Statement）No. 11. 
 
 この予算報告書（Budget Statement）No. 11.の目的は， 1913 年の見積額と 1911 年の
実際の歳出額を分析するために各組織の事業ごとの歳出額を提示することである。こ
の報告書は，【図表 3-6】の予算報告書（Budget Statement）No. 9.と相対応しており政
策問題と関係している報告書である。予算報告書（Budget Statement）No. 9.では，各
省においてなされた異なる事業ごとに配列されていたが，この予算報告書（Budget 
Statement）No. 11.では遂行された同じ種類の事業が異なる省ごとに配列されている195。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
195
 United States House of Representatives [1912] p.188. 
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【図表 3-8】Budget Statement  No. 11. –Recapitulation of estimates for 1913 and 
expenditures for 1911, by functions and units of 
organization. 
ESTIMATES AND EXPENDITURES OF GOVERNMENT FUNDS. 
Functions and units of organization. 
Reference 
to 
supporting 
schedules. 
Amounts covered by 
estimates. 
1913 1911 
Grand total    
General functions    
The Congress:    
  …    
The President, including Executive boards and 
Commissions: 
   
  …    
The Judiciary:    
  …    
Executive departments:    
  …    
Other Government establishments:    
  …    
National defense    
By land    
  …    
By sea    
  …    
Expenditures on account of past wars    
  …    
Civil function    
   …    
（出所：United States House of Representatives [1912] p.189 の挿入表を筆者が修正）  
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6 予算報告書（Budget Statement）No. 12. 
 
 将来への投資としての建物や備品の取得額に関して，特定の機能や事業のための歳
出予算配分がどのような状態であるのかという政策問題に答えるための報告書が予算
報告書（Budget Statement）No. 12.である。その形式は次頁の【図表 3-9】に示されて
いる196。 
                                                        
196
 United States House of Representatives [1912] p.190. 
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【図表 3-9】Budget Statement No. 12. –Recapitulation of estimates for 1913 and of expenditures for 1911, by functions and character of expenditures. 
ESTIMATES AND EXPENDITURES OF GOVERNMENT FUNDS. 
Functions. 
Page of 
compara-
tive 
summary 
Total. Character of expenditure. 
1913 1911 Expenses. 
Fixed 
charges. 
Contingen
-cies and 
losses. 
Capital outlays. 
Total. Land. 
Buildings 
and other 
im- 
provements. 
Equipment 
and other. 
Grand total           
           
General Functions           
           
Legislation.           
Executive direction and control.           
Adjudication.           
Detection of crimes and offenses and 
collection of evidence. 
          
Legal advice and representation.           
Administration of the national finances.           
   Collection of revenues           
   Custody of public funds           
   Administration of the public debt 
and payments on account of the 
public debt. 
          
   General accounting and auditing.           
（出所：United States House of Representatives [1912] p.191の挿入表を筆者が修正） 
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7 予算報告書（Budget Statement）No. 13. 
 
 特定の歳出が年次の見積りと通常の歳出配分承認の法案によるものなのか，それとも，
長期の借入れ，または，周期的に生じる予算配分承認によるものなのか。これらの内で何
を採用するかによって行政官は一期間の政策を確立することができる。それゆえ，予算報
告書（Budget Statement）No. 13.は歳出項目ごとに各歳出予算配分の法案の内訳金額を示す
報告書である197。 
 
【図表 3-10】 
Classes of expenditure and appropriation bills. 
Estimates for 
1913. 
Expenditures for 
1911. 
Pensions, retirement salaries etc   
  Legislative, executive, and judicial bill   
  Sundry civil bill   
  Army bill   
  Naval bill   
  Pension bill   
  Deficiency bill   
  Recurrent indefinite appropriation of the general fund   
（出所：United States House of Representatives [1912] p.192の挿入表を筆者が修正） 
 
第 4項 歳出予算見積書（Book of Estimate）の形式と内容 
 
 Book of Estimate は詳細な見積りとその要約からなり，予算の概要およびその詳細につい
ての報告書の作成を支援するものである。以下の各項目について説明を加えていく198。 
 
  ⅰ. 法案および組織単位の部署ごとの要約 
  ⅱ. 機能と組織の部署，法案ごとの要約 
  ⅲ. 歳出配分承認の項目ごとの要約 
 
 
 
 
 
                                                        
197
 United States House of Representatives [1912] p.192. 
198
 United States House of Representatives [1912] p.198. 
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ⅰ. 法案ごとの要約 
 
 法案ごとの要約は歳出委員会（appropriation committees）や見積額を分析しようとする者
よりも前に情報を得るためのものである。【図表 3-11】のように各法案は組織の部署ごと
に配列されている。 
 
【図表 3-11】Book of Estimates-Statement No.7.-Recapitulation of estimates for 1913 and 
expenditures for 1911, by appropriation bills and units of organization. 
Appropriation bills and units of organization. 
Reference to 
detail statement 
(No.4). 
Estimates for 
1913. 
Expenditures 
for 1911. 
Legislative, executive, and judicial bill    
The Congress:    
  Senate, including Vice President    
  …    
  National Botanic Garden    
The President, including Executive boards 
and commissions-the Executive office 
   
The Judiciary:    
  …    
Executive departments:    
  …    
Other Government establishments:    
  …    
Districts and Territories:    
  …    
（出所：United States House of Representatives [1912] p.199の挿入表を筆者が修正） 
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ⅱ. 組織の機能と単位，法案ごとの要約 
 
 二つ目の要約表は，すべての単一の事業活動に関して要約したもので，各事業活動が組
織の部署ごとに以下のように列挙される。なお，この要約表は予算報告書（Budget Statement）
No. 11.の内訳を示すものである199。 
 
【図表 3-12】Book of Estimates-Statement No.2, Schedule XI.-Promotion of transportation and 
communication (other than postal service). 
Functions and units of organization. 
Page of Book 
of Estimates. 
Estimates and expenditures 
of Government funds. 
Estimates 
for 1913. 
Expenditures 
for 1911. 
Grand total    
Promotion of navigation    
Providing charts, sailing directions, and the like    
  Engineer Corps, War Department    
  Cost and Geodetic Survey, Department of Commerce and Labor    
Providing, maintaining, and improving public facilities for navigation    
…    
Other-International Congresses of Navigation, War Department    
    
Promotion of land transportation and communication    
 …    
（出所：United States House of Representatives [1912] p.200の挿入表を筆者が修正） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
199
 United States House of Representatives [1912] p.198. 
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ⅲ. 歳出配分承認の項目ごとの要約 
 
 三つ目の要約表は歳出配分承認の項目をまとめて提示するためのものである。この要約
表は従前のものよりも詳細なものである。従来の要約表では行政の執行府に対して事業の
実際的な方向性を指し示すことはできなかった。それゆえ，提案された要約表は以下のよ
うに各歳出配分の項目ごとに予算に関係する情報が示されている200。 
 
【図表 3-13】Summary of estimates by items of appropriation, supplemented by a statement of the 
beginning and ending balances, and a comparison with five year’s expenditures. 
 
Year. 
Actual or estimated- 
Balance 
from prior 
years. 
Appropri-
ation. 
Other 
credits. 
Total
. 
Expendi- 
tures. 
Amount 
lapsing to 
surplus. 
Geologic surveys of the United States:        
Current expenses-        
 Operation 1909       
 1910       
 1911       
 1912       
 1913       
        
 Maintenance 1909       
 …       
 1913       
        
Capital outlays-        
 Equipment 1909       
  … …       
（出所：United States House of Representatives [1912] p.201の挿入表を筆者が修正） 
 
 
 
 
 
                                                        
200
 United States House of Representatives [1912] pp.200-201. 
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小括 
 
 タフト委員会は議会の権限の一部を大統領と行政府に委譲し，行政府の執行する政府活
動を経済的で効率的なものにしようとしていた。議会の予算委員会が予算制度のほぼ全権
を掌握していた理由は，それが伝統的に行われて来たからにすぎず，そうである必要性に
迫られてではなかったのである201。タフト委員会は政府活動の複雑化に伴い，行政府の業
務の専門性を考慮して，予算に関する責任を議会および大統領と行政府それぞれに負わせ
ることを提案した。もちろん，ポーク・バレルやログ・ローリング等の議員自身の保身の
ために（選挙に有利になるように）予算を使うことをできるだけ防ぐという目的も，この
責任の分担に暗に含まれていたと考えられる202。 
 とりわけ，タフト委員会が提案した具体的な予算制度では，まず，責任の所在を明確に
しようと試みている。予算を考慮するための基礎資料となる過年度の歳出予算および実際
の支出と次年度以降の支出の見積りを含む予算計画を立てる責任は行政にあるが，議会へ
提出する責任は大統領にある。そして議会は提出された計画の検討とその遂行に対して責
任を負う。さらに，その計画の実行段階では，現場責任者として行政府の権限のある職員
および長官が予算の執行の責任を負い，その最高責任者として予算執行の手続きが適切で
あったかどうかの責任を大統領が負うこととなると述べていたからである203。 
 次に，タフト委員会は，予算に関して歳出の見積額と実際額を明示しようとしていた。
なぜならば，実際の歳出額と見積額を比較する表を提示していたからである。タフト委員
会は差異を考慮する際の具体的な内容にまでは触れてなかったが，基金の剰余金を示す項
目があることから，剰余金が多い事業には，予算配分を少なくすること等の判断ができる
と考えられる。さらに，タフト委員会は実際の支出額と見積額を比較する表を請求書およ
び組織単位の部署ごと，機能と組織の部署ごと，請求書ごと，歳出配分承認の項目ごと等，
予算について網羅的に比較表を作成することを重視している。このような比較表を示すこ
とにより，各政府部門が何を遂行し，そのための費用がどのくらいの額で見積もられ，実
際の額がどのくらいであったのかが示されることとなる。この情報に基づいて，大統領や
議会は各部門の経済性と効率性を考慮することができ，事業の継続，拡大，縮小等の判断
を下す一助とすることができる204。 
 このように，タフト委員会は予算制度において責任の所在の明確化と政府事業の機能別
に分類された歳出の見積額と実際額の明示に重点を置いて予算制度を考えていたようであ
る。責任の所在の明確化により，予算を無駄に使わないように，また，ある事業の効果に
対して費用が大きくなりすぎていないか等の監視ができるようになる。そして，政府事業
の機能別に分類された歳出の見積額と実際額の明示は，ある事業が効率的に予算を使って
                                                        
201
 United States House of Representatives [1912] p.3. 
202
 United States House of Representatives [1912] p.213. 
203
 United States House of Representatives [1912] pp.139-148. 
204
 United States House of Representatives [1912] p.212. 
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いるかどうかを判断するために正確な情報等を提供し，また，それは，適切な予算配分額
を考慮する際の重要な情報ともなる。加えて，責任の所在の明確化は正確な会計情報を提
供するためにも重要であると考えられる。このように責任の所在の明確化と政府事業の機
能別に分類された歳出の見積額と実際額の明示は，単に支出管理を目的とするのではなく
予算策定をするための予算制度に不可欠なものであると考えられる。さらに，彼らのいう
ところの「経済性と効率性」の達成のためには責任の所在の明確化と政府事業の機能別に
分類された歳出の見積額と実際額の明示が必要であったとも考えられる。 
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第 4章 予算・会計法の導入の背景 
 
開題 
 
 連邦政府の機能の増大と対外進出に起因する支出の増大は，連邦政府における予算管理
の必要性を認識させた205。そして，予算制度の改革運動は，州および地方政府での行財政
改革により促進され，連邦政府において大統領委員会の設置を促した。前章において「経
済性と効率性に関する大統領委員会（Presidential Committee on Economy and Efficiency）」（タ
フト委員会）の報告書が，連邦政府における予算制度の改革運動の進展を決定づけたこと
に関して述べた。このタフト委員会の思考の一部を踏襲して，予算制度を法制化したもの
が「予算・会計法」である。では，「予算・会計法」はどのような議論を経て法制化され
たのであろうか。予算制度の改革に焦点が当てられた 1919年のアメリカ連邦議会での議論
に注目して行く。 
 
第 1節 現行の予算制度の問題点 
 
 新しい予算制度を採用するために奮闘した議会のリーダーは，下院の予算委員会の委員
長である James W. Goodと上院議員のMill McCormick であった。この両者の予算制度の法
案の内容は一つの重要な事項，すなわち予算局（Bureau of the Budget）に関する事項のみに
おいて異なっていた。下院のGoodは予算局を大統領のオフィスに創設することを提案した。
一方，上院の McCormick は上院における予算法案を承認する権限を守るために予算に関す
る機能（予算局）を財務省に置いたのである。この問題点が引き出されたのは，1919 年の
秋に下院で行われた公聴会206においてであった。財政学の研究者である W. F. Willoughbyは
予算制度を支えるために執行府の責任が重要となることを以下のように主張した207。 
 
「私はそうは思わないが，アメリカ合衆国には予算制度があると誰もが明快に述べるであ
ろう。予算制度に不可欠な点は，第一に，執行府が立法機関に提出する国庫の財政状態に
関する報告書，資産と負債，予想される歳入と見積もられた歳出額に関する報告書，およ
び，剰余金または欠損金が生じるならばそれを説明する報告書に関して責任を持つという
自覚によって，そして，執行府の長の責務において剰余金をどのように扱い，欠損金をど
のように賄うかに関する提言を行い，政府運営のためにいかほどの支出がなされたかを説
                                                        
205
  第一次世界大戦への参戦による戦時財政危機の克服方策として連邦と州政府において予
算制度確立の動きが加速されたとする考えがある（横田[1984] 53-54頁）。 
206
  この予算制度に関する特別委員会の公聴会において意見を求められた者には Willoughbyの
他に，Charles A. Beard，Frederick A. Cleveland，William H. Taft，当時の財務長官 Carter Glass，
海軍次官の Franklin D. Roosevelt が含まれていた（Browne[1949] p.80）。 
207
 Browne[1949] p.79. 
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明するという責務を執行府が負っているという認識のうちに歳入と歳出を均衡させるとい
う点である。現時点において，従来の予算制度の下での大統領は先のような権限を一切保
持していない。この事実は，現行の予算制度下において，国民が大統領に対して予算に関
する一切の権限をも期待しておらず，また，大統領は予算に関する政治的な責任を一切保
持していないことを示している。それゆえに，根本的な事項において，我々は予算制度を
保持していないのである」208 
 
後にWilloughbyは自身の陳述書において以下の点を指摘している。 
 
「予算策定のための政府の各官庁における明確な責任を確立するために不可欠な原則は，
財務計画と活動計画である。私には大統領に責任が付与されることが必要不可欠であるこ
とは疑いの余地がないように思われる。彼は政府の執行府において，選挙によって選出さ
れた唯一の公務員である。それゆえ，その立場ゆえに厳格なる責任が国民から託されてい
るのである。それだけでなく，大統領はもう一方（連邦議会：カッコ内は筆者挿入）と同
様に政府全体を代表する唯一の公務員でもある」209 
 
このように予算の統制のためには，国民から責任を託された大統領が予算の作成に責任
を持ち，議会へ予算案が提出されるべきであるとの見解が公聴会で示されたのである。し
かし，依然として議会における反対は激しいままであった。 
 
第 2節 新しい予算制度に対する議会からの反発 
 
議会は従来の予算制度のような機能不全をなくすために，しぶしぶ新しい予算制度を認
めたにすぎない状況であった。反対派の中で執行府に責任を与えるいかなる制度にも強硬
に反対したのは Cannonであった。彼は下院において強い影響力を持つ議長に任命されたこ
とのある人物であった。彼の主張は以下のようなものである210。 
 
「我々が予算委員会を創設したので，委員会を議会内に保持しなければならず，下院に限
っては人口を基に，直接に国民への責任を果たすことが可能であるようにし続けなければ
ならない。もし仮に，我々が予算委員会の一部分を執行府に移すならば，現在の財政問題
を悪化させるのみであろう。有権者が執行府にどんな権限を引き渡そうとも，有権者は下
院に予算に関する責任を託し続けるであろう。各省の長官は歳出予算を作成することを望
み，支出のための自分たちの計画に従って議会に徴税させる。ファラオは予算制度の一種
                                                        
208
 Browne[1949] pp.79-80. 
209
 Browne[1949] p.80. 
210
 Browne[1949] p.80. 
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を持っており，ロシアの皇帝も持っていた。予算はアメリカ合衆国憲法で具体化したもの
ではなかったのである。これら予算はアメリカ合衆国憲法を立案した者達の予算計画から
まったく離れて発展した。執行府が作成した予算を議会が承認する時，それは国会議員の
最も重要な部分を放棄してしまっていることになるだろう」211 
 
 このように述べた上でCannonはすべての歳出予算に権限を持つ単一の委員会を発足させ
るといったような仕方で，予算委員会を再組織することにより現行制度の欠陥を改善する
ことが出来ると主張した。Cannon 自身は連邦予算制度の改革の動きの少なくとも一部分は，
執行府予算の下でより多くの資金を獲得したいという願望によって引き起こされたものだ
と信じていた。このような Cannon の論法は第一次世界大戦前から続く財政改革の動きから
議会のシステムを守る手段としては不十分であることを Cannon は知っていた。さらに，こ
の 1919 年の時点で半数の州が執行府予算を採用していた状況の中では Cannon の主張は説
得力に欠けた212。 
 
第 3節 新しい予算制度の問題点 
 
 McCormick は上院における予算法案を承認する権限を守るために予算局を財務省に置い
たことは先にも述べたが，それは予算局が大統領のオフィスの一部となることによって強
大な権力を握ることになることを恐れてであった。下院においてテキサスから選出された
議員である Garnerは予算担当官の持つ強大な権限を問題視し，このように述べた。 
 
「イリノイ選出の議員（Mr. Denison）は執行府の予算担当官は下位の官吏であろうと語っ
ていた。しかし，私に言わせてみれば，皆さん，彼（予算担当官：カッコ内は筆者挿入）
は大統領の部下である。大統領は彼について上院に助言を求める必要はない。大統領は彼
に年間 10,000 ドルを支払い，彼は直ちに，アメリカ合衆国の大統領の指揮下に入る。これ
は下位の官職である。だが，彼が任命された官吏としての責務を果たすならば，彼は執行
府において 2番目に大きな権力を握る官吏であろう」213 
 
 これに対して，Madden議員は「そして，彼が語る言葉は，常に，大統領が語る言葉とな
る」214と述べ，これに続けて Garnerは以下のように述べた。 
 
「彼は，財務長官を見つめて，このように言うことが出来る。「この支出を削除せよ。こ
れは私が廃止しようとしているものだ」，「誰が私にこのようなことを言ったというのだ」，
                                                        
211
 Canon[1919] pp.28-29. 
212
 Browne[1949] p.81. 
213
 Browne[1949] p.81；Marx[1945] p.664. 
214
 Browne[1949] p.82；Marx[1945] p.664. 
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「アメリカ合衆国の大統領の代理人である」と。そして，財務長官は執務室の机に腰をか
けてこのように言う。「これが私の省を破壊する予算の担当官だ」と。誰が長官を擁護す
るのであろうか。もし，議論が巻き起これば，大統領は予算の担当官を派遣して，その執
務室の机越しに徹底的に議論するのである」215 
 
 上記のような議論もあったが，予算局の権限を過度に制限することに賛成する声は上が
らなかった216。 
 
第 4節 予算・会計法の法制化への動き 
 
議会において新しい予算制度に対する反対や問題点もあったが，議会は予算制度を確立
するという姿勢を持っていた。この理由について Browne[1949]は「議会には，執行府と議
会の間を結びつける新たな予算の構造を設計し，政府運営の過程を根本的に見直すという
一般的な認識があったからである」217と述べている。 
1920年 4月 13日には，連邦議会の下院において予算局を大統領のオフィスに創設するこ
とを提案した Good の法案を可決する。一方，連邦議会の上院は，同年 5月 1日に予算局を
財務省の中に置く McCormick 上院議員が起草した法案を可決した218。しかし，下院は上院
で可決した法案に同意しなかった。そこで，5 月 26 日に両院協議会が開かれ最終的な合意
に至る219。その合意内容は，予算局は財務省の中に置かれること，執行府とは独立した会
計検査院（GAO）を創設することであった。その後，この法案は 1920年 6月 2日220にWilson
大統領のもとに提出された221。 
 Wilson 大統領は自身が予算改革の支持者であると公言していた。Wilson は拒否権をあま
り行使しない人物であった。そして，議会も Wilson が予算に関する法案に対して拒否権を
発動するとは考えていなかった。しかし，Wilson は，予算に関する法案の憲法上の大統領
の特権を犯す条項を削除すべきであると考え，6月 4日222にこの法案に対して拒否権を発動
し法案を議会へ差し戻した。その際の拒否通告書（veto message）は以下のようなものであ
る223。 
 
 
                                                        
215
 Browne[1949] p.82；Marx[1945] p.664. 
216
 Marx[1945] p.663. 
217
 Browne[1949] p.82. 
218
 Willoughby[1927] p.29. 
219
  上院では 5月 27日に両院協議会の内容を承認し，下院は 5月 29日に協議内容を承認する
（Willoughby[1927] p.30）。 
220
 Mosher[1979] p.54. 
221
 Browne[1949] p.84；Brundage[1970] p.12；Mosher[1984] p.30. 
222
  第 66 回連邦議会の会期終了の 2 日前（Mosher[1979] p.54）。 
223
 Mosher[1979] p.54. 
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「非常に遺憾ながら私はこの法案を拒否する。私はこの法案の目的を全くもって支持して
おり，303 条にある一つの条項224を憲法に違反するとみなさなければ喜んで承認しただろ
う」225 
 
 連邦議会の下院はこの大統領の拒否権を覆すことはできなかった。急ぎ上院を通じて修
正した法案を押し付けようと試みたが時間不足のため，1920年の第 66回連邦議会の会期中
に法案を成立させることが出来なかった226。 
 続く 1920年の秋に大統領と議会の選挙が行われ，大統領も議会も共に共和党の大勝利に
終わった。この大統領選挙に勝利したのがWarren G. Hardingである。Harding大統領はWilson
よりも憲法上の大権にうるさくない人物であった。この選挙後，議会では再び新しい予算
に関する法案の作成を開始し，上院と下院の両院において協議と妥協が重ねられた。その
結果，とりわけ以下の 3つの特徴を持つ法案が作成されることとなる227。 
 
1. 議会に GAO の長官と副長官を罷免する権限を与えるが，罷免のためには大統領の署名が
要求される。 
2. 予算局は財務省の建物中に置かれるが，大統領に直接の責任を負う。また，予算局の長
官および副長官は大統領によって任命され，上院の承認を必要としない。 
3. 会計検査院の広範な活動範囲の規定。 
 
このように修正された予算・会計法の法案は 1921 年の 5 月 26 日に上院において可決さ
れ，翌日の 5 月 27 日に下院においても法案は可決された。Harding は自身を政府改革者で
あると特に公言していないが，1921年 6月 10日に「予算・会計法（Budget and Accounting Act 
of 1921）」として知られる法律の法案に署名をした228。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
224
  大統領は GAO の長官と副長官を罷免することが出来ないとする条項（Mosher[1984] 
p.30）。 
225
 Mosher[1979] p.54；Mosher[1984] p.30. 
226
 Mosher[1984] p.31. 
227
 Mosher[1979] pp.55-56；Mosher[1984] pp.31-32. 
228
 Mosher[1979] p.56. 
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小括 
 
 連邦政府の機能の増大と対外進出に起因する支出の増大は，連邦政府における予算管理
の必要性を認識させた。そして，予算制度の改革運動は，州および地方政府での行財政改
革により促進され，このような予算制度の改革の動きは大統領委員会（タフト委員会）の
設置を促した。この大統領委員会においては，予算に関する議会の権限の一部を大統領と
行政府に委譲し，行政府の執行する政府活動を経済的で効率的なものにしようとする議論
が展開された。この大統領委員会で議論された大統領への予算に関する権限の移譲は「予
算・会計法」によって明文化されることとなる229。この法律は予算策定をするために予算
制度上，必要となる組織や機構を整備するものとなった。この「予算・会計法」の法制化
への動きの中では，この法案への反対や問題点に関する議論がなされた。しかし，議会は
政府運営の過程を根本的に見直すという一般的な認識をもって，予算・会計法を可決した
のであった。では，「予算・会計法」の下での予算制度の運用方法はどのようなものであ
ったのであろうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
229
  1921年の「予算・会計法」では，タフト委員会で提案された，予算を政府事業の機能別に
分類した一覧表の導入は見送られた。その導入は 1949 年の Hoover 委員会の発足まで待たね
ばならなかった（The Commission on Organization of the Executive Branch of the 
Government[1949] p.8；金子・加藤[1970] 4-5頁）。 
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第 5章 アメリカ連邦政府における予算編成の手続き 
  
開題 
 
 行財政改革の結果，「予算・会計法」が制定され，当該法によって大統領の予算策定の
権限が付与された。また，予算局も設置され，新しい予算制度の運用に必要な機能が連邦
政府に整った。では，「予算・会計法」の下での予算制度の運用方法はどのようなもので
あったのであろうか。本章では，予算編成の手続きに焦点を絞って考察する230。 
 
第 1節 予算編成の一連の手続きの流れ 
 
大統領が予算案を作成するためには，予算局が大統領の決定した方針に基づき，一定の
期日までに各省から予算の概算要求書（Departmental estimates）の提出を求めてその査定に
あたり，大統領の最終的な承認を経て予算案の提出の運びとなる。よって，予算編成の順
序は次の五つの段階に分かれる231。 
 
 （1）予算編成方針の指示（Call for estimates） 
 （2）各省庁による予算の概算要求書の作成 
 （3）予算局の査定 
（4）大統領による決定 
 （5）予算案の編集と議会への提出 
 
 予算編成の方針が決定され，各省庁の作業が開始されるのは会計年度232を開始する約 1
年前の概ね 6月から 7月頃である。「予算・会計法」の規定によれば，各省庁は 9月 15日
迄に予算の概算要求書の作成を終了して，これを予算局に提出する事を要求している。そ
して，予算局の査定作業は 9月の後半から 12月にかけて行われ，年末には大統領の審査を
受けた最終的な予算案がまとまる。その後，予算案は 1 月の初頭に議会へ提出される233。
これら一連の手続きの流れは【図表 5-1】に図示している。 
 
 
 
                                                        
230
  本章における英訳は亘理[1951]の訳を用いている。 
231
 亘理[1951] 220 頁。 
232 連邦政府の会計年度は，1982年まで 7月 1日に始まり，翌年の 6月 30日までの 1年とされ
ていた。1982年以来 10月 1 日から始まり，翌年の 9月 30 日に終わる会計年度とされた。な
お，1842 年までは暦年であった（田中[2008] 348頁）。 
233
 Willoughby[1927] p.119；亘理[1951] 220 頁。 
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【図表 5-1】 
 
アメリカ連邦政府の予算編成の手続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   
 
                   ⑥ 
 
      ⑧ 
 
                   
 
                  ⑧ 
 
      
 
              ⑨成立（4月から 7月） 
 
（注）全院委員会は下院にのみみられる制度で，下院が略式に議事を行うための制度であ
る（亘理[1951] 254頁）。 
（出所：亘理[1951] 221 頁の図を基に筆者が作成） 
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予算局 
大統領 
① 予算局から予算方針の
指示（6月から 7月） 
②概算要求書の予算局
への送付（9月 15日迄） 
③予算局の査定案を大
統領へ送付（12月末迄） 
下院 
 下院 
歳出委員会 
下院 
全院委員会（注） 
上院 
 
 
 
 ⑦修正案の検討および報告 
上院 
歳出委員会 
④議会への予算案の
提出（1月上旬） 
⑤歳出予算法
案の報告 
両院協議会 
 
大統領 
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第 2節 予算編成方針の指示（Call for estimates） 
 
 予算の編成に際して，まず大統領が基本方針を決定して 6 月の終わりから 7 月の初めに
各省庁に指示する234。この方針を決定するにあたっては，国民所得，物価，賃金，生産，
雇用，貿易その他，次年度の経済動向の基本的な見通しを立て，これに基づいて財政支出
の規模，その内容，国民負担の配分，あるいは経常収入と支出との関係等が考慮される235。 
 
第 3節 各省庁による予算の概算要求書の作成 
 
 「予算・会計法」の第 214 条に基づき，各省庁には，長官を補佐し予算局との折衝の任
に当たる予算主任官（budget officer）がそれぞれ 1名おかれている。また，この予算主任官
の下に実務を担当するのが予算課ないし会計課（Office of Budget and Finance や Division of 
Budgetさらに Division of Budget and Accounts 等の名称がある）である236。 
 この予算の概算要求書の形式および内容は，予算編成方針の指示によって具体的に指示
される。通常は，以下の五つと共に送り状を付して予算局に提出する。 
 
ⅰ.概算の総括表 
ⅱ.予算本文案（appropriation language） 
ⅲ.使途別および事項別の明細表（obligation schedule） 
ⅳ.説明参考書（justification of estimate） 
ⅴ.乗用車，公用郵便料，印刷製本費等，として用いられる収入その他に関する特殊な説明
（Special statements） 
 
これらの資料は，すべて 3 ヶ年を比較した数字で示され，特に，前年度に対する増減の
部分に重点がおかれる。また，上記ⅳの説明参考書には，事業の目的，問題と重要性，現
在までの事業の進行状況と今後の計画，経費の算定の基礎等について極めて詳細な説明が
要求される237。 
 
 
 
 
 
 
                                                        
234
 Buck[1929] pp.302-304；Willoughby[1927] p.94. 
235
 亘理[1951] 222 頁。 
236
 Willoughby[1927] p.95；亘理[1951] 223 頁。 
237
 亘理[1951] 223 頁。 
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第 4節 予算局の査定 
 
第 1項 査定の機構 
 
 予算局が各省庁から提出された予算の概算要求書を検討して査定の任にあたる。この査
定事務を行うのが予算部（Division of Estimate）であり，予算部は 200人以上の職員を擁す
る局内最大の部である。予算部の部長および次長の下に査定事務を統括する直接の責任者
として 2 名の副長（assistant chiefs）がおかれ，その下に 10 の査定班（branches）がある。
各班はそれぞれ班長の下に 6から 12人の査定官を擁して，各省庁の予算を分担し，さらに，
各班はいくつかの係（units）に分かれて特定の機関を専門として査定を行う場合が多い238。 
 
第 2項 査定方針 
 
 予算局における査定作業の一般的基礎は，6月から 7月に大統領の承認を得て発せられた
予算編成方針の指示（Call for estimates）と各省の長官宛ての予算編成方針に関する書簡に
よって定められている。しかし，8月ないし 9月になると，大統領は，予算局長官および副
長官に対して予算査定方針に関する，より具体的かつ確定的な指示を与える。この大統領
の指令を受けると，予算局長官は，局内幹部を招集して，この指示に関する綿密な討論を
行う。その討論の結果に基づいて，各省庁の要求の具体的な取り扱いに関する指示が予算
部長からそれぞれの担当の査定官に伝えられる239。 
 
第 3項 予備審査（Prehearing examination） 
 
 各省庁から予算の概算要求書の提出があり次第，二種類の予備的な審査が行われる。ま
ず，財政部（Financial Division）において，提出書類に示された，前年度および現行年度の
数値が，財務省および下院歳出委員会の記録にとどめられた数値と一致しているかどうか
を検討する。そして，予算部において，各担当の査定官が要求額を，その事業計画，基本
方針，および内的正確さの諸点について詳細に分析する240。また，特殊な問題については
それぞれの専門家と協議する。例えば，各省にまたがる事業や経費については，関係する
担当の査定官と連絡し，予算本文の変更については法律顧問と相談するのである241。 
                                                        
238
 亘理[1951] 224-225頁。 
239
 亘理[1951] 225 頁。 
240
   この審査は2度行われる。最初に提出する概算要求書をPreliminary Estimatesという。この
最初の要求書に予備審査が加えられた後に各省が修正を加えて予算局に提出する概算要求書
を Revised Estimates という。後者の要求書についても予備審査が行われる（Willoughby[1927] 
pp.94-101）。 
241
 亘理[1951] 226 頁。 
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第 4項 予算聴聞会（Budget hearings） 
 
 予算案に含まれるすべての予算は必ず予算聴聞会の手続きを経て検討される。これは通
常，9 月の末から 12 月の初めにかけて行われる。小さな独立官庁であれば数時間で聴聞会
が終了することもあるが，大きな省になると聴聞会が 3 週間から 4 週間に及ぶ。この聴聞
会では，各省の長官，次官，各局長，予算主任官が出席して説明に当たり，予算局側では，
班長を議長とし，その省を担当する査定官を以て聴聞委員会（hearings committee）を組織す
る242。 
 
第 5項 聴聞委員会の勧告（hearing committee recommendations） 
 
 聴聞会は午前に開かれ，午後には聴聞委員会が午前に聞いた説明を検討し，委員会とし
て勧告すべき査定案について意見交換する。委員会として査定方針について意見の一致を
見たならば，予算の概算要求書に修正243を要する部分に印をつけ，各科目について詳細な
意見書（budget committee memorandum）を作成する244。 
 一つの省に関する聴聞会が終了すれば，聴聞委員会は，各科目の予算を年度別に比較し
た総括表を作成する。この総括表は，各科目について詳細な意見書と合わせて，予算部全
体としての検討を受けることとなる。まず，担当の副長（assistant chief）によって審査が行
われ，主要な問題点は予算部長のもとに廻される。そして，予算部長の承認を受けた書類
は予算局長官に送付されることとなる245。 
 
第 6項 予算局長官の検討 
 
 一つの省または機関に対する予算聴聞会が終了すると，長官および数名の幹部が聴聞委
員会の勧告案を検討する。この際，予算部の担当副長，班長および査定官が出席して査定
案についての質問に答え，また，必要な追加資料を提供する。この段階で扱われる問題は，
主として全体の計画や政策，省内および各省間の事業の調整，勧告された予算案の将来的
な意義等の基本的な事項に関するものであり，予算額等の細かい問題に触れられることは
ない。この会議で計上する予算金額および予算本文の変更に関する予算局の査定案が最終
                                                        
242
 亘理[1951] 226-227頁。 
243
  予算局は各省の要求額を削減する方向にあるが，通常その削減程度は要求額に対して
3-4%から 10%程に留まる。亘理[1951]はこの点に関して「これを我が国の，各省要求総額が
標準予算額の数倍に達するような実情と比較すれば，大きな相違であり，予算局に提出され
る各省の要求そのものが，既に，“Call for Estimate”その他による事前の指導によって，相当
の内部的吟味を経ているものと云うことが出来る」と述べている（亘理[1951] 228-229 頁）。 
244
 亘理[1951] 227 頁。 
245
 亘理[1951] 227 頁。 
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決定され，大統領に提出される246。 
 会議の終了と共に，各担当の査定官は，「局議覚書」（Memorandum of Director’s Action）
を作成して，予算金額及び字句に関する最終査定案を記載する。また，変更箇所を公式の
概算書に記入し，さらに，各省の予算総括表を修正する。そして，聴聞委員会としては，
予算局長官の最終的な検討の結果，示唆されたその省の重要問題を網羅的に説明する「要
点覚書」（highlight memorandum）を起草する247。 
 
第 5節 大統領による決定 
 
 予算局の長官及び副長官は大統領に会見して査定案を提示し，大統領の最終的な検討を
仰ぐ。大統領の質問に対する答弁にあたっては，先の聴聞委員会が作成した「要点覚書」
が利用される。各省としては，ここで予算局の査定案に対する復活要求を行う機会を持つ
わけであるが，大統領へのアピールは実際にはあまり行われない。なぜならば，このよう
な行為によって予算局との緊張した関係に立つことは将来のために望ましくないからであ
る248。なお，立法府（会計検査院（General Accounting Office）を含む）と司法府の予算につ
いては三権分立の思考から大統領に修正の権限が与えられていない249。 
 大統領による検討の後，予算局長は，大統領の決定内容に関する説明と共に，修正記入
をした総括表を，予算部長を通じて各担当の査定官に返還する。査定官はこれに従って各
科目の公式原本に記載された数字を訂正し，同時に各省庁に送付される「査定通知」（letter 
of allowance）を起草する。そして，各省庁は査定通知に基づいて，変更を要する科目の予
算案と，その付属明細表を修正し，これを予算局に再提出する。予算部の担当査定官は訂
正内容を検討し，大統領の決定の意図と一致しているかどうかを審査する。このような予
算部の再吟味を経て，予算の最終案が確定する。続いて，予算の最終案を整理して予算書
の形に編集し，下院の歳出予算委員会に送付する予算案を印刷する250。 
 
第 6節 予算案の編集 
 
 上記の予算編成手続きは主として予算案の本体をなす第二部に相当する。しかし，予算
案には，その他に予算教書，各種総括表（第一部），重要事項に関する特殊分析および付
表が含まれている。第二部に相当する部分は予算局の予算部が担当し，その他の部分は予
算局の財政部（Financial Division）が作成する責任を負う。 
 
                                                        
246
 亘理[1951] 228 頁。 
247
 亘理[1951] 228 頁。 
248
 亘理[1951] 229 頁。 
249
 Buck[1929] p.307；Willoughby[1927] p.95；小峰[1951] 56 頁；亘理[1951] 230 頁。 
250
 亘理[1951] 229-230頁。 
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第 1項 各種総括表の作成－収入の見積－ 
 
 予算・会計法の規定により，予算案には歳出予算額および支出の見積と並んで収入額の
見積をも示さねばならない。この見積は，予算案の提出時に存在する歳入法規の下で予想
される収入額と新たに法律が実施された場合の予想額を含み，前年度の実績と今年度の見
積額とが比較される。連邦政府の経常収入は，内国税，関税，および雑収入の三つに大別
される。その内，内国税と関税収入の見積は，その徴収機関である財務省によって作成さ
れる。その際，財務省の担当職員と予算局の財務部の関係官は何度も会議を開いて基本的
な見通しに関する意見の一致を図る。そして，12 月には，租税収入の見積が正式に財務省
から予算局に提出される。また，雑収入については，その取り扱いが一般の実行官庁で行
われるので，その見積も各省庁で作成される。通常 10月に，予算局は各省庁に対して現行
年度および次年度の雑収入の明細の提出を求め，財務部において検討を行う。このように
して作成された租税および雑収入の見積は，予算案の第一部に記載される。これは，予算
教書における大統領の歳入法規に関する勧告の根拠となると共に，議会における歳入法お
よび歳出予算法の審議において重要な資料となる251。 
 
第 2項 各種総括表の作成－支出の見積－ 
 
 予算局は先の雑収入の見積を要求すると同時に，各省庁に対して，前後 3 ヶ年の債務負
担額（obligations），歳出予算額（appropriations）および実際支出額（expenditures）を示す
一覧表の作成提出を求める252。債務負担額と歳出予算額はすでに査定通知に従って修正さ
れた各省の概算要求書の金額と同一であるが，実際支出額の見積はここで初めて提出され
る。予算部における各担当の査定官はこれらを検討して，最終確定案の金額と一致してい
るかどうかを確かめる。また，財務部においては，前年度および現行年度の歳出予算額と
債務負担額を公式の国庫の数字と照合し，かつ，各年度の債務負担額と実際支出額との関
係を吟味する。これらの検討の結果，修正すべき個所があるならば，その旨を勧告する。
しかし，予算作成の第一責任者は予算局であるので，仮に省庁の同意を得なくても，予算
局は独自の見解で見積を立てることが出来る253。 
                                                        
251
 Willoughby[1927] pp.87-89；亘理[1951] 231-232頁。 
252
   債務負担額は，契約その他の債務負担をする権限を金額で示したものであり，歳出予算
額は債務負担を実行する支出権を金額で示したものである。それゆえ，債務負担額から各種
の調整項目を加減したものが歳出予算額となる。具体的に述べるならば，「年間の総債務負
担額から，(a)物品またはサービス提供の代価として各省から支払われる戻入金
（reimbursements）その他，支出補充金として使用される特別収入の金額を控除し，(b)他の科
目へ繰入れるべき金額および他の科目から受入れるべき金額を加減する（transfer）。さらに，
(c)予算の未使用残高（unobligated balance）を加えたものが歳出予算の額となる」（亘理[1951] 
79,92,233 頁）。 
253
 亘理[1951] 233-234頁。 
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第 3項 予算教書の作成と予算案の議会への提出 
 
 予算案の最重要部分をなすのは，冒頭部分に掲げられる大統領の予算教書である。この
教書に含まれるべき勧告や示唆，あるいは説明の内容を起案し，第一草稿は予算局の各部
によって作られる。しかし，とりまとめ作業やその他手続き上の作業は財務部によって行
われる。各部から寄せられた資料に基づいて教書を作成する時には，あらかじめ局内の他
の部の職員（特に予算部の担当査定官）と緊密に連絡をとり，場合によっては他の官庁の
職員の意見をも求める。このようにして，一応の草案が完成すると，長官をはじめ局の関
係幹部により内容の検討および調整が行われる。最後に，局の長官及び副長官は草案を大
統領に提出して決裁を仰ぐのであるが，予算教書の重要性から，大統領は自らその内容を
詳細に検討し，最終案を決定するまでに極めて入念な注意を払っている254。 
 予算案に記載される各部分の最終案がまとまると，予算部長に直属する少数の予算書作
成係に廻される。ここで最後の形式審査を受け，政府印刷局において印刷される。このよ
うにして完成した予算案は予算・会計法の規定により，通常議会の第一日，すなわち毎年 1
月初旬に議会へ提出される255。 
 
小括 
 
 本章では，大統領が予算編成の方針を決定し，大統領の審査を受けた最終的な予算案が
作成され，議会へ提出されるまでの一連のプロセスを概観した。本章で述べたアメリカ連
邦政府における予算制度の一連のプロセスから多大なる影響を受けたとされる
McKinsey[1922]の Budgetary Controlがある。この文献は，企業における予算および管理会計
の研究における最重要な研究の一つとされている著作である。では，企業におけるマネジ
メントの技法を導入することで誕生した政府における予算制度が，企業の予算制度にどの
ような影響を与えたのであろうか。次章では，政府と McKinsey[1922]の Budgetary Control
の予算制度について考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
254
 亘理[1951] 236 頁。 
255
 亘理[1951] 237 頁。 
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第 6章 政府予算と McKinseyの Budgetary Control （1922） 
 
開題 
 
 企業における予算および管理会計の研究における最重要な研究の一つとされている著作
に McKinsey[1922]の Budgetary Controlがある。この Budgetary Controlは 1921年に「予算・
会計法（Budget and Accounting Act of 1921）」として確立されたアメリカ連邦政府における
予算制度から多大なる影響を受けた著作であるとされている256。先行研究のレビューを行
いながら McKinsey[1922]の予算制度と連邦政府における予算制度の比較し，政府の予算制
度がMcKinsey[1922]に与えた影響について考察する。 
 
第 1節 McKinseyに対する予算・会計法の影響についての先行研究 
 
 McKinsey[1922]の Budgetary Controlについて先行研究において予算・会計法の影響を受け
た著作であるとされている。そのいくつかの研究を以下に示す。 
本田[1949]は「予算統制の発達の要因も又主として米国の経済的、社会的、政治的諸事情
に求めなければならない。その直接の要因は既論の如く一九二一年の「予算及び会計法」
であった（旧書体を新書体に変更している）」257と述べている。 
 また，和田木[1955]によれば「米国に於いて初めての「予算及び会計法」（Budget and 
Accounting Act of 1921）が制定され，企業に対する大きな指針となった。勿論、国家予算と
企業予算との間には幾多の相違点が存するのであるが、尚その運用に於いて、或はその考
察方法に就いて資するところが大であった（旧書体を新書体に変更している）」258として
いる。 
さらに，伊藤[1977]によると「マッキンゼイの著書の出版される前年，つまり 1921年の 6
月には，アメリカでは予算および会計法が合衆国議会で成立している。これは，それまで
おこなわれていた公共予算の集大成をも意味しており，国家の歳入および歳出を管理する
うえで，それにふさわしい厳密さを備えていた。マッキンゼイの所論は，この予算および
会計法に多くの共通項をみいだすことができる。マッキンゼイが，方法論的困難さにもか
かわらず科学的管理論の会計への適用の範囲を超えて，しかもたんなるその拡張でないと
ころの，予算統制論を体系づけえたのは，上記法律を中心とする公共予算の研究を一方の
基礎としたからであると考えて差し支えあるまい」259と結論付けている。 
 上記のように，先行研究において政府予算制度が企業における予算統制260に影響を及ぼ
                                                        
256
 古川[1952] 57 頁。 
257
 本田[1949] 121 頁。 
258
 和田木[1955] 72 頁。 
259
 伊藤[1977] 23 頁。 
260
  ここでは，McKinsey[1922]に合わせて予算統制としている。しかし，その内容を見ると差異
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したことが述べられている。本論文では，著者のこれまでの政府予算の研究を踏まえて，
政府における予算制度が McKinsey[1922]の Budgetary Control に与えた影響について考察す
る。 
 
第 2節 McKinseyの予算編成の手続 
 
 McKinsey[1922]の第 23 章は予算手続きのマニュアルとなっている。当該章で例示されて
いるマニュアルの内容から，McKinsey[1922]の考える予算手続きを概観したい。 
 
第 1項 社長（The President） 
 
 社長は予算計画（budgetary program）に関するすべての事柄についての直接的な統制
（control）を行う261。 
 
第 2項 ゼネラル・マネージャー（The General Manager） 
 
 ゼネラル・マネージャーは予算計画に関するすべての事柄において社長を代表するもの
であり，社長がゼネラル・マネージャーに委任することが適当であるとみなす権限を有す
る。委任されたすべての事柄において，ゼネラル・マネージャーの決定は社長が行う決定
と同じ権限を有する262。 
 
第 3項 予算委員会（The Budget Committee） 
 
 ゼネラル・マネージャー，生産部長（The Works Manager），営業部長（The Sales Manager）
で構成される予算委員会が予算計画を管理する。ゼネラル・マネージャー補佐（The Assistant 
to The General Manager）は予算委員会の補佐役である。予算委員会は社長の権限と指揮の下
で，すべての部門の予算の見積を検討し妥当だと思われる変更および修正を加える。予算
委員会の承認を受けるまで，いかなる予算の見積も効力を持たない。予算委員会はゼネラ
ル・マネージャー補佐よりすべての部門の予算の見積を受け取り，予算委員会によって承
認された予算の見積を予算委員会はゼネラル・マネージャー補佐に提出する。予算委員会
が各部門の予算の見積に関して同意ができない場合，その議論されている問題は社長に提
                                                                                                                                                                  
分析が含まれていないため，予算統制ではなく予算制度であると考えられる。予算統制とは，
予算編成のための予算制度と予算と実績の差異分析を含んだものである。また，予算管理に
ついて述べておくならば，予算管理とは，かつては予算統制と呼ばれていたもので，現代では
予算編成において計画機能を重視するようになったため，予算管理という用語が一般的に用
いられている（北村[2006] 161-163頁；小菅[2007] 1160 頁；小林[2007]1163-1164頁）。 
261
 McKinsey[1922] p.375. 
262
 McKinsey[1922] pp.375-376. 
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出され，社長が最終決定を行う263。 
 部門の予算の見積を検討する際に，予算委員会は各部門の長を呼び出し，過去の期間か
らの予算の見積の変化についての理由を聴取することができる。また，予算委員会は，ゼ
ネラル・マネージャー補佐を通じて，過去の期間の実際の業績と予算見積を比較する期間
報告書（periodic reports）を受け取ることができる。この報告書に基づいて，予算委員会が
必要であると考えた場合には，残りの予算期間の予算に修正を加えることができる264。 
 また，予算委員会は，後述する財務予算（The Financial Budget）と見積財務諸表（Estimated 
Financial Statements）が予算期間の初めに取締役会に提出される265。 
 
第 4項 ゼネラル・マネージャー補佐（The Assistant to The General Manager） 
 
 ゼネラル・マネージャーの権限と指揮の下で，ゼネラル・マネージャー補佐は予算の作
成と実行に対する全体的な統制および監督を行う。このゼネラル・マネージャー補佐の業
務を要約すると以下のようになる。 
 
(1) 各部門の長から予算期間の見積を受け取ること。 
(2) これらの予算の見積から(a)現金受取高の見積，(b)現金支出高の見積，(c)見積貸借対照
表，(d)見積損益計算書を作成すること。 
(3) 必要だと思われる勧告を添えてすべての予算の見積を予算委員会へ提出すること。 
(4) 予算委員会から承認された予算の見積を受け取って各部門の長へ送付すること。 
(5) 実施部門あるいは会計部門によって作成される月次の部門業績を示す期間報告書を受
け取ること。 
(6) 各部門の実際の業績と予算見積との比較を示す期間報告書を予算委員会へ提出し，必要
だと思われる勧告を行うこと。 
(7) 各部門から提出された予算の見積に対して予算委員会が行なった修正を各部門の長へ
伝達すること。 
(8) ゼネラル・マネージャーと予算委員会へ，予算手続きにおいて望ましいと考えられる変
更を勧告すること。 
 
ゼネラル・マネージャー補佐はこれらの義務の適切な実行に必要なすべての事柄を実行
するための権限を有する266。 
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第 5項 部門長（The Departmental Heads） 
 
様々な部門の長はこのマニュアルで規定されている期限と方法で自部門の見積を作成す
る責任がある。また，マニュアルで要求されている報告書の提出にも責任がある。いかな
る実施部門の長も自身が望む予算手続きの変更に関するどのような勧告も，すべて書面で
ゼネラル・マネージャー補佐に提出される。それは予算委員会で検討するためにゼネラル・
マネージャー補佐によって説明される。部門の予算の見積と期間報告書の作成の責任は，
いかなる場合も部門の長に置かれている。部門の長はそれらの作成において，自身の裁量
で補佐役を使用して良い。しかし，いかなる場合も，その責任は部門の長にある267。 
 
第 6項 経費予算（The Expense Budget） 
 
 様々な部門の経費の効果的な統制を行うためには，以下の手続きが企業のすべての部門
と実施部署で規定される268。 
 
(1) 各予算期間が始まる前に，各部門または各部署の次の予算期間に予想される経費を示す
予算の見積は，各部門または各部署の長が作成し，ゼネラル・マネージャー補佐へ送付
する。 
(2) これらの予算の見積はゼネラル・マネージャー補佐によって予算委員会に提出され，必
要だと思われる修正を加えた後に，各予算の見積で要求されている経費が予算配分
（appropriation）される。 
(3) 予算委員会によって決定される支出予算額はゼネラル・マネージャー補佐によって，予
算の見積に責任を持つ長に伝達される。 
(4) これらの支出予算額の状況を示す月次報告がゼネラル・マネージャー補佐を通じて予算
委員会に対して行われる。 
(5) 支出予算は予算委員会の許可なしに超えてはならない。 
 
第 7項 財務予算（The Financial Budget） 
 
1. 現金の受取と支出の予備的見積（preliminary estimate） 
 
ゼネラル・マネージャー補佐は財務部門の補佐役と連携して作業し，以下に基づく各予
算期間の予備的な現金の受取と支出の予備的な予算の見積を立案する。 
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(1) 様々な部門によって提出される予算の見積。 
(2) 税金，保険およびその他の財務部門の補佐役の管理下にある項目に関する予算の見積。 
(3) 期首における未回収の売掛金（accounts receivable）の回収見込額。 
(4) 期首における未払の買掛金（accounts payable）の支払見積額。 
 
ゼネラル・マネージャー補佐はこれらの現金の受取と支出の予備的な予算の見積を予算期
間の開始日に先立つ第 1 週の初日（つまり，予算期間の開始日の 7 日前），あるいは，そ
れ以前に予算委員会に送付する。このようにして，予算委員会は提出される様々な諸見積
の財務的な要求を考慮することができる269。 
 
2. 予備的な予算の見積の修正 
 
部門の予算の見積が予算委員会に承認された後に，ゼネラル・マネージャー補佐は現金
の受取と支出の予備的な予算の見積を修正し，予算委員会によってなされた部門の予算の
見積の修正に効力を付与する270。 
 
3.  定期報告（Periodic Report） 
 
 現金の受取の見積額と実際額および現金の支払の見積額と実際額とを対比させた月次の
期間報告書が毎月末に予算委員会へ提出される271。もし予算委員会が財政状態のために他
の予算に修正を加えることを望むならば，これらの修正はゼネラル・マネージャー補佐に
よって関係する諸部門に提示される。財務予算に加えられた修正は財務部門の長に伝達さ
れる272。 
 
第 8項 予備的な見積財務諸表（Preliminary Estimated Financial Statements） 
 
1. 財政状態と事業の成果の予備的な見積 
 
 ゼネラル・マネージャー補佐は，部門予算を基礎として，予算期間の会計期末の見積も
られる財政状態を示す見積財務諸表を作成する。ゼネラル・マネージャー補佐はまた，予
算期間の事業の予想される成果を示す見積損益計算書を作成する。ゼネラル・マネージャ
ー補佐はこれらの現金の受取と支出の予備的な予算の見積を予算期間の開始日に先立つ第
1 週の初日（つまり，予算期間の開始日の 7日前），あるいは，それ以前に予算委員会に送
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付する。このようにして，予算委員会は，これらの見積財務諸表を検討すると同時に，部
門の予算の見積をも考慮することができる273。 
 
2. 予備的な見積の修正 
 
予算委員会によって部門の予算の見積が承認された後に，ゼネラル・マネージャー補佐
は，予備的な見積財務諸表に修正を加えることにより，部門の予算の見積に対して予算委
員会が加えた変更に効力を付与する274。 
 
3. 定期報告 
 
前年度の実際の財務諸表と今年度の見積財務諸表とを対比した期間報告書がゼネラル・
マネージャー補佐によって提出される275。これらの報告書は他の予算報告書と同時に提出
される276。 
 
 以上が McKinsey[1922]が述べる予算編成の手続の主要な内容である。では，アメリカ連
邦政府の予算制度から影響を受けたと考えられる点があるのであろうか。以下この点を考
察する。なお， McKinsey[1922]は上記の他に販売予算や製造予算等に関して言及している
が，アメリカ連邦政府の予算制度との比較を行う際に必要とはならないと考えられるので，
本論文中ではこれらの点に触れていない。 
 
第 3節 政府予算と McKinseyの予算制度 
 
 McKinsey[1922]による予算編成の手続の内容を要約すると【図表 6-1】のように図示でき
る。なお【図表 6-2】はアメリカ連邦政府の予算編成の手続についての概略図である。まず，
この二つの図表を比較し McKinsey[1922]による予算編成の手続とアメリカ連邦政府の予算
編成の手続とについて検討する。その後，この二つの比較から両者に共通する問題認識に
ついて検討する。 
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取締役会 
【図表 6-1】McKinsey[1922]の予算編成の手続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所：McKinsey[1922] pp.374-395 を基に筆者が作成） 
 
【図表 6-2】アメリカ連邦政府の予算編成の手続 
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（出所：亘理[1951] 221 頁の図を基に筆者が作成） 
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まず，【図表 6-1】のMcKinsey[1922]による予算編成の手続に簡単に説明を加える。各部
門は予算の見積をゼネラル・マネージャー補佐へ提出するが，ゼネラル・マネージャー補
佐が予算委員会の補佐役を担っているので，ゼネラル・マネージャー補佐と予算委員会を
一括りにしている。各部門から提出された予算の見積は予算委員会で検討される。しかし，
修正が必要と判断されたが，部門間での調整が難航した場合は，社長が予算に関する責任
者として最終判断を下すこととなる。このようにして決定された予算は予算委員会が取締
役会へ報告する。 
 一方の連邦政府における予算編成の手続きを【図表 6-2】で示したが，簡単にその内容を
述べておく。まず，大統領が予算の基本方針を決定し，予算局を通じて予算の見積を作成
するよう各省庁に指示する。その後，各省庁は，予算の見積を作成し，予算局に提出する。
予算局は，聴聞会を開き提出された予算の見積を査定し，予算の見積額の変更を加える。
そして，査定が終了した予算の見積を大統領に提出し，予算編成の責任者である大統領に
よる検討を経て，決定された予算の見積額を予算局が各省庁へ通知する。各省庁の決定さ
れた予算の見積を基に予算局によって予算法案が作成され，大統領によって議会へ予算法
案が提出される。 
 上記の一連の手続きにおいて予算委員会と社長の役割は連邦政府における予算局と大統
領の役割と類似していると考えられる。McKinsey[1922]による制度における社長と大統領は
大統領が予算案を議会へ提出する点を除けば，その権限は同等であると考えられる。また，
ゼネラル・マネージャーと予算局の長官について考えてみるならば，ゼネラル・マネージ
ャーは予算計画に関するすべての事柄において社長を代表している。一方の，予算局の長
官は「予算・会計法」の第 207 条により大統領による任命を受けており，その長官の下に
ある予算局は大統領の定めた規定と規則に基づいて，予算書および予算書の代案，追加ま
たは欠損に関する見積を作成し，この目的のために，各省庁の見積額の収集，調整，修正，
減額または増額する権限を有すると規定されている277。それゆえ，McKinsey[1922]が述べる
ゼネラル・マネージャーと同様に，予算局の長官は予算計画に関するすべての事柄におい
て大統領を代表していると考えられる。 
 また，McKinsey[1922]が述べる予算編成の手続きが，見積りによる支出管理に主眼が置か
れている点も政府予算との類似点であるといえる。この点について北村[2006]は以下のよう
に述べている。 
 
「マッキンゼーが組織全体の資金収支の均衡を目的とする企業の予算統制という方法を具
体的に提示する際に同様の目的の政府予算制度を参考にしたことで，各部門支出の制限と
して予算を伝達し実際の支出を予算どおりに実行することでその目的を達成し完了するた
めに，業績評価の基準という役割の予算を利用する予算による統制の過程を欠いていたう
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えで成り立つ「予算統制システム」が形成されたと考えられるのである278」。 
 
 このように，先行研究においても述べられていたが，McKinsey[1922]が述べる予算統制は
連邦政府の予算制度の影響を多分に受けたものであると考えられる。では，McKinsey[1922]
が考える予算統制（budgetary control）とはどのようなものであろうか。McKinsey[1922]は予
算統制について以下のように記述している。 
 
「十分に組織立った計画が作られる目的に対して，いくつかの部門の諸活動を企業全体と
して調整させて行くことを取り扱う，このような計画設定（planning）がおそらく予算統制
（budgetary control）と呼ばれるものであろう279」。 
 
McKinsey[1922]が上記のように部門の諸活動を企業全体として調整させて行くための計
画設定としての予算統制が必要であったのはなぜであろうか。McKinsey[1922]はこの点につ
いて以下のように述べている。 
 
「現在の企業の失敗の多くは，職能管理者の部分での協調の欠如による，その企業の職能
間の調整が欠如しているためであろう280」。 
 
では，この様な職能間の調整の欠如の問題を解決する方法として，予算統制が必要であ
ることをMcKinsey[1922]はどのように主張しているのであろうか。 
 
「現在，多くの企業に追従されているものとは異なる，ある新たな方法と新たな方針が必
要とされていると強く主張する。その方針とは，相互関連性を提供し，進展を強いるもの
である。そのような一つの方針は，過去の諸結果よりも，むしろ，将来の計画を取り扱う
ことを含んでいる。もっとも，計画は必ず結果を考慮して編成されるものである。しかし，
経営管理（administrative control）は，見積の利用を必要とする。過去は過ぎ去り，変えるこ
とはできない。統制が行使できるのは将来の活動に対してのみである。もし，部門の見積
が能率的かつ効率的に用いられているならば，必然的に準備，調整，実施のための手続き
が発達する。この手続きが確立された時に，それが予算統制を構成することとなる281」。 
 
上記のような主張が必要だった企業の状況は「予算・会計法」導入以前の政府の行政組
織における状況と似通ったものだったのではなかろうか。なぜならば，「予算・会計法」
導入以前の政府では，各政府機関がロビー活動に専念して，議員たちに希望する予算額を
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認めるよう嘆願し，議員は自分たちもその予算の一部を懐に入れるために予算を通すよう
奔走していたからである。政府の予算委員会は一貫した指針なしに予算法案を準備してい
たのである。このような状況を打開するために導入された制度が政府の予算制度であった。 
 これまで McKinsey[1922]の予算制度と連邦政府の予算制度とを比較してきたが，
McKinsey[1922]も政府予算からの影響を受けて Budgetary Control を著した旨を以下のよう
に述べている。 
 
「過去において「予算統制」は主として行政単位と結びつけて考えられてきた。市や州の
予算について多くの議論が存在してきた。そして，近年，多くの関心が連邦政府予算へ向
けられてきた。この関心は連邦政府の予算法（National Budget Act）282の可決と同法の下で
作成された初めての予算の議会への提出によって非常に高められた。行政単位の予算は，
日刊新聞において政府組織への新進を望む人々によって頻繁に議論され，公衆の注目を引
き続けた。結果として，多くの人々が予算統制を行政管理のための用具と考えるようにな
った。これは一般的な見解であるばかりではなく，実際にも予算統制についての全ての文
献が行政単位の予算についての議論に限定されている。実際には，この点について考察し
ている全ての人々が公共財政の予算統制が存在すべきことを認めているが，予算統制を
個々の企業単位に関わらせて考えている人はほとんどいない。予算統制の諸原理が行政単
位と同様に各企業単位に適用可能であることを示し，これらの諸原理を適用する方法につ
いて説明することが，これらの章の目的である283」。 
 
このように，McKinsey[1922]の予算制度と連邦政府の予算制度との間には，共通点が多く
あり，McKinsey 自身が述べている通り，連邦政府の予算制度を企業予算へ導入しようと試
みていたことがわかる。 
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小括 
 
 McKinsey[1922]と政府予算の比較検討から，McKinsey[1922]の予算制度が連邦政府の予算
制度の影響を強く受けた制度であることが示された。本論文の冒頭でもいくつかの先行研
究を示したが，北村 [2006]は企業予算に関する多くの先行研究の調査を通じて
McKinsey[1922]が「企業予算の歴史を論じるにあたって体系的な企業予算の生成の指標とし
て重要視されている284」と述べている。McKinsey[1922]が体系的な企業予算の生成の指標で
あると言えるのであるならば，政府の予算制度の成立は，予算制度の基本的な枠組の生成
の契機と言えるのではなかろうか。また，政府における予算制度の導入は「経済性と効率
性」を追求する運動の成果であると言える。この運動は企業の実務における「経済性と効
率性」を政府組織にも導入すべくはじまったものであった。この企業における「経済性と
効率性」を政府組織の管理へ導入した結果として生成したものが政府の予算制度であった。
そして，この政府の予算制度を企業に導入すべく試みたものが McKinsey[1922]の Budgetary 
Control であったのである。結章では McKinsey[1922]に関する本章の研究およびこれまでの
研究を踏まえ，政府運営における「経済性と効率性」の追求と企業予算に関して考察を加
えたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
284
 北村[2006] 11 頁。 
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結章 政府の予算制度による「経済性と効率性」の追求と企業予算 
 
 政府運営における「経済性と効率性」の追求する動きはアメリカの地方都市からはじま
った。19 世紀末のアメリカには移民が大挙して押し寄せてきた。この移民の大部分は地方
に散在せずに都市部に集中していた。これらの移民の多くは財産がなく，文字も読めず，
熟練労働者としての技能も持っていなかったため，彼らのために開かれている就業機会は
極めて狭く，移民が自らの手で仕事を見つけるのも困難であった。このような状況下で衣
食住を提供したのがボスとマシーンであった。この政治上の「ボス」はスポイルズ・シス
テムを使い，専門的知識もなく自分たちの意のままに動く者を地方政府の職員として採用
し公金を私物化するというシステムを 20 世紀初頭のアメリカの地方政府で運用していた。
それゆえ，地方政府において，経費膨張の一因となった利権をめぐる汚職や経費の上乗せ
といった政治腐敗の元凶であった「ボス」による支配を打破する必要性が叫ばれた。 
しかし，この「ボス」に政治的に対抗して改革を進めようとする動きもあったがうまく
行かなかった。それゆえ，当時の改革者たちはマシーンの政治的な勝利をある意味で黙認
していたことがあった。この黙認の陰には，改革者が選挙に勝利できなくとも，行政機構
を通して市政に影響を与える体制を築き上げていっていたことがあった。この行政機構改
革の一つが，政治上の「ボス」が中心となって行われた不正や汚職を防ぐための支出管理
を目的とした予算制度の導入であった。この予算制度が大都市であるニューヨーク市にお
いて導入され，その成功を踏まえて，アメリカ連邦政府においても予算制度の導入が検討
されるようになる。 
アメリカ連邦政府においても，財政は逼迫し，ポーク・バレルやログ・ローリングや行
政府における業務の重複等を看過し続けられない状況となってくる。そのような状況の中，
アメリカの諸都市の地方政府や州政府における予算制度の導入も追い風となって，連邦議
会は予算制度の導入を議論することとなる。そして，新しい予算制度を運用するための法
案が 1921年に大統領の署名を受けて「予算・会計法」として法制化されるに至る。その後，
この「予算・会計法」に基づく予算制度が企業における予算制度として導入されることと
なる。 
しかし，企業と政府とでは運営目的が異なっているのにもかかわらず，何故に政府の予
算制度を企業の予算制度の中に導入することができたのであろうか。この疑問に対する何
らかの答を得るべく，本論文ではアメリカにおける政府予算の導入の過程を紐解きつつ，
政府の予算制度が企業の予算統制に与えた影響について考察してきた。 
 本論文の第 1 章において，州・地方政府の財政は経費膨張に収入が追いつかなくなり，
州・地方債を累積させることとなったことを述べた。このような事態を招いた一因として
考えられることとして，先にも述べたとおり，「ボス」政治を支える支柱であったスポイ
ルズ・システムの問題があげられる。スポイルズ・システムは専門知識や能力に応じて職
員を配置するのではなく，選挙の勝利への貢献度に応じて官職が与えられるものである。
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つまり，「素人」が行政を運営していたのである。それゆえ，自治体における財政需要が
拡大し、それにともなって市民により多くの租税負担が強いられるようになった。そのた
め，主要な納税者層であったビジネスパーソンは，何らかの方法を講じることが急務であ
るという考えを強めたのである。 
 このような背景の中から現れた改革運動が市政調査会運動である。本論文でも取り上げ
たニューヨーク地方自治研究所（Bureau of Municipal Research）は，Rockefellerや Carnegie
等のビジネスパーソンの資金援助を受けて政治的に独立した組織として活動した。このニ
ューヨーク地方自治研究所はビジネスにおける経営管理のための会計手法を公的機関に適
用する活動を繰り広げたのであった。その結果として，  1913 年には歳出予算条例
（Appropriation Act）および付随する別表を含めて 836頁に及ぶ予算に関する条例が成立し
たのであった。 
 連邦政府においても，地方政府と同様に「経済性と効率性」からかけ離れた政府運営が
なされていた。第 2 章で述べたが，連邦政府の機能の増大と対外進出に起因する支出の膨
張に対する，収入の不足を一挙に解決するほどの規模での税収増加の方策を導入すること
は不可能であった。このような状況に至っても行政の無計画と浪費はとどまることを知ら
なかった。当時の連邦政府の予算制度において，議員達は自己が代表している特殊集団や
出身地の利益になる予算法案を「お土産」として持ち帰るために国庫に向かって殺到し国
庫の公金を浪費していたのである。また，大統領および財務長官が予算の見積とその編成
に関する権限を保持しておらず，行政部門の各部局の予算要求は厳密な査定を受けること
なく議会に提出される事が常であった。このような制度上の欠陥は行政機能の急速な拡大
の過程で，行政各部門の予算要求に関する統一的な調整の欠如や水増し，委員会相互の資
金争奪戦，歳出決定に関する両院間の紛争，組織や機能の重複等の事態を激化させていた
のであった。 
 上記のような状況を打開すべく，大都市であったニューヨーク市での改革で得られた財
政面での一定の成果を踏まえて，1909 年に大統領に就任した Taft が「経済性と効率性に関
する大統領委員会(Commission on Economy and Efficiency；通称，タフト委員会)」を設置す
るようになり，以後，連邦政府においても行財政改革が注目されるようになることを第 3
章で述べた。ここでは，タフト委員会は議会の権限の一部を大統領と行政府に委譲し，行
政府の執行する政府活動を経済的で効率的なものにしようとしていたことを述べた。そし
て，予算制度において責任の所在の明確化と政府事業の機能別に分類された支出の見積額
と実際額の明示に重点を置いて予算制度を考えていたことを示した。さらに，責任の所在
の明確化により，予算を無駄に使わないように，また，ある事業の効果に対して費用が大
きくなりすぎていないか等の監視ができるようになることにも言及した。そして，政府事
業の機能別に分類された支出の見積額と実際額の明示は，ある事業が効率的に予算を使っ
ているかどうかをを判断するための正確な情報を提供し，次期の予算額の増減を考慮する
際の重要な情報となることも述べた。加えて，責任の所在の明確化は正確な会計情報を提
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供するためにも不可欠なものであると考えられる点を指摘した。つまり，これらの会計情
報は予算策定を行うために予算制度上，不可欠なものであった。このように責任の所在の
明確化と政府事業の機能別に分類された支出の見積額と実際額の明示は彼らのいうところ
の「経済性と効率性」の達成のために必要であったのである。 
先のタフト委員会が 1910 年に設置されてから 1921 年に予算・会計法が成立するまでの
約 10年の間，州政府の方では新しい予算制度の導入のための試行錯誤の試みがなされてい
た。このような州政府における新しい予算制度の導入の動きは連邦議会が直面している予
算法案を検討する際の一助となり，1919 年のアメリカ連邦議会において予算制度の改革に
焦点が当てられるようになる。この点を第 4 章で取り上げた。そこでは，タフト委員会に
おいては，予算に関する議会の権限の一部を大統領と行政府へ委譲し，行政府の執行する
政府活動を経済的で効率的なものにしようとする議論が展開された。このタフト委員会で
議論された大統領への予算に関する権限の移譲は「予算・会計法」によって明文化される
こととなった。この「予算・会計法」の法制化への動きの中では，この法案への反対や問
題点に関する議論がなされたことを指摘した。しかし，議会は政府運営の過程を根本的に
見直すという一般的な認識を持って「予算・会計法」を可決したことを述べた。このよう
にして 20 世紀初頭のアメリカにおける行財政改革の運動は 1921 年に「予算・会計法」と
して知られる法律の形で結実することとなったのである。この法律を運用するために予算
編成の手続きも確立することとなったのであるが，この点については第 5章で言及した。 
ここまでの新しい政府の予算制度の導入ための動きを整理すると，まず，支出管理を目
的とする地方政府の予算制度から新しい政府の予算制度の導入の動きがはじまった。その
後，タフト委員会により，適切な予算配分額の決定には政府事業の機能別に分類された歳
出の見積額と実際額の情報が必要となることが主張され，その情報を正確に提供するため
には，責任の所在を明確にし，大統領が予算に責任を持つ必要性が主張された。つまり，
単に支出管理を目的とするのではなく，効率的な予算配分をするための予算制度の構築が
構想されるようになったのである。そして，この予算策定のための予算制度を構築するた
めの法律が「予算・会計法」であったと考えられる。このような新しい予算制度の導入に
至る，一連の流れを考察すると，支出管理，すなわち，資金の「出口」を管理するところ
から上流へ遡って，予算の策定段階での資金の支出の管理（予算計画）を行う動きへと移
行して来たと考えられるのではなかろうか。 
 これまで政府における予算制度について述べてきたが，一方の企業の予算制度では，職
能間の調整の欠如の問題を解決する方法として，予算統制が必要であることを
McKinsey[1922]は主張し，連邦政府の予算制度を企業予算へ導入しようと試みた。先行研究
によれば，政府予算と企業予算には，予算の運用手続きにおいて多くの類似点が存在して
いるので「予算・会計法」の影響が特に特に重視されなければならないと論究されている。
それゆえ，第 6 章では，McKinsey[1922]と政府予算の比較検討を行った。また，先行研究で
ある辻[1988]による研究では，19世紀後半からの技術者の会計と会計担当者との相互交流に
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よって企業予算が生成したと捉えている285。この辻[1988]の研究は「企業予算の生成を合衆
国政府の「予算および会計法」の成立に直接の契機を専ら求める通説を覆したものとして
評価」286されている。しかし，筆者は辻[1988]の言うように「予算・会計法」が企業予算の
生成の直接の契機ではないものの，予算制度の生成の契機であることに言及した。また，
政府における予算制度の導入は企業の実務における「経済性と効率性」を政府組織にも導
入すべくはじまった運動であった。この企業における「経済性と効率性」を政府組織の管
理へ導入した結果として生成したものが政府の予算制度であった。そして，この政府の予
算制度を企業に導入すべく試みたものが McKinsey[1922]の Budgetary Control であったと結
論付けた。最後に企業予算への言及を行ったが，それは，19世紀末から 20世紀初頭にかけ
て行われた革新主義の運動による行財政改革によって生まれた予算制度が，政府予算のみ
ならず，企業予算へも大きな影響を与えたからである。現在の日本では，企業のマネジメ
ントの技法を政府部門へ導入する試みがなされていること287を考えると，政府予算が企業
予算へ影響を与えた事はこの時代の特徴的な出来事であると考えられる。 
では，企業と政府とでは運営目的が異なっているのにもかかわらず，何故に政府の予算
制度を企業の予算制度の中に導入することができたのであろうか。本論文の当初の疑問に
立ち返って考察をしたい。 
ここで鍵となるものがこれまで言及してきた革新主義の運動であると考えられる。アメ
リカ地方政府における行財政改革は「経済性と効率性」を追求するための革新主義の運動
の一部として，地方政府において，支出管理を中心とするビジネスにおける管理手法を公
的機関に適用することによって成し遂げられてきたのである。この地方政府の成功を踏ま
えて，連邦政府においても地方政府における行財政改革と同じ思考のもとにビジネスにお
ける経営管理のための会計手法が導入された結果として「予算・会計法」と付随する予算
制度が生み出されたと考えることができる。そして，その連邦政府における予算制度を一
般企業の予算統制のために適用することを試みたものが McKinsey[1922]の Budgetary 
Controlであった。 
このように，「予算・会計法」とそれに付随する予算制度はビジネスにおける経営管理
のための会計手法に起源を持ち，当時の企業における経営管理の思考を継承したものであ
るので，企業と政府とでは運営目的が異なっているのにもかかわらず，政府の予算制度を
企業の予算制度の中へ導入することができたのではないか。このように政府の予算制度を
企業の予算制度の中へ導入することとなったのは，ビジネスにおける経営管理のための会
計手法を政府へ適用することを推進した革新主義の運動によるものと言えるのではなかろ
うか。 
つまり，革新主義の運動により企業における経営管理のための会計手法という種子が政
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 辻[1988] 304頁。 
286
 小林[1994] 7頁。 
287
 松尾[2009] 2頁。 
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府予算という土壌に蒔かれ，それが「予算・会計法」とそれに付随する予算制度として結
実し，予算統制のための予算制度という果実として企業がその実を収穫したのである。 
  
本研究の限界 
 
 本研究は，政府予算導入期の管理会計史の研究であるゆえに，革新主義運動についての
研究は重たる研究対象から除外されているため，十分な考察ができていない。しかし，革
新主義の思想は政府予算の導入に強烈なインパクトを与えていると考えられる。よって，
今後より詳細な革新主義運動の思想についての研究が必要であることを認識している。ま
た，予算制度の管理会計史研究でありながら，企業予算への十分な言及がなされていない。
この点についても政府予算と政府予算へ影響を与えた企業予算における予算概念の変遷を
並行して記述することで，本論文で十分に検討できていない企業予算が政府予算へ与えた
影響について考察できると考えられる。これらの点は今後の課題として残っていると考え
られる。 
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